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寄稿 ・解説

ギ競争力ある多参画社会」を日讃 して
一 「雛 世紀巖済産業政策の課題と展望1今後の検討のたたき翻 」のポイン5・・

通商産業雀x臣 官房企画室

1.は じめ に

新 たな自画像 を求めて

本年6月4日 に開催 された産業構造審議会

総合部会において,「21世 紀経済産業政策の

課題 と展望」,い わゆる 「21世紀 ビジ ョン」

策定に向けた 「今後の検討 のたたき台」が当

省か ら提示 され,対 外的に公表された。

通産省 はこれ まで10年 ご とに通産政策 ビ

ジョンを策定 してお り,過 去 においては,60

年代 には重化学工業化,70年 代 には知識集

約化へ の転換,80年 代 にはエ ネルギー安全

保 障,90年 代 には国際貢献 がそれぞれ主 な

テーマ となっている。21世 紀 を目前 に控 え

た今回の ビジョンについては,戦 後の我が国

経済発展の前提 となっていた時代環境が大 き

く変化 しつつあ り,こ れを踏 まえた新 たな政

策 目標,経 済社会システムをより長期 的視野

に立 って構築する必要があるとの認識から検

討に着手す ることとなった。従って,従 来の

ビジ ョンが,産 業構造等の将来像 を政府が見

通 し,政 府の掲げる目標へ誘導することを目

指 していた面が強か ったの に対 し,今 回の

21世 紀 ビジ ョンは,む しろ将来 の不確実性

を正面か ら受 け止め,今 後,四 半世紀(2025

年)に わたる長期 的な展望 の下,我 が国が直

面する諸問題 を想定 し,こ れに対応するため

の経済産業政策の基本的方向性や,我 が国経

済社会の目指すべ き方向 を提起すること,即

ち,将 来 の 「自画像」 を描 くこ とに力点 が置

かれて いる。以 下 に,そ の概 要 を紹介 したい。

【概要】

(1)時 代環境の大 きな変化 は新たな機会

の到来。新たな時代環境に相応 しい,

米型 で も欧州型で もない 日本 らしい

経済社会 システムを再構築すること

は十分可能。

(2)経 済産業政策の基本的方向性 は 「競

争 力 ある多参 画社 会」 の形 成。①

「経済社 会 システムの競 争力 強化」

を目指す と共 に,② 「個 人が輝 く多

参画社会の構築」 を目指す。

(3)経 済成長については,技 術革新等 を

原動力 として一定の成長が不可欠。

2.時 代 認 識.

変革 を迫 られている戦後の経済社会 システム

戦 後半 世紀 が 過 ぎた我 が 国 は,世 界 の

15%を 占める経済規模,先 進国間では最高
ト

水準の一人当た り所得等輝か しい経済発展 を

遂げて きた。 また,社 会イ ンフラや住宅等,

経済発展の過程で蓄積 されたス トックか ら生

じる分配 を十分に享受 し,貧 困率や犯罪率が

低 く,雇 用水準の高い,世 界に誇れる安定的

かつ公平感 ・平等感のある経済社会 を築 き上

げた。戦後の経済発展 を支え,或 いは,こ の
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間築 き上げられた経済社会システムを概括す

れば,「 資源 の大量摂取,物 質の大量廃棄 ・

排出型」,「高成長前提 ・若年依存型(注1)」,

「各組織が人材等の諸資源 を個別に保有す る

自己完結型(注2)」 システム と言えようが,

今 日の若年者構成比の減少,経 済成長率の低

下,経 済のフロントランナー化 といった時代

環境の構造的な変化の中で,こ れ らはもはや

効果的に機能 しな くなっていると考 える。

さらに,来 るべ き四半世紀 を展望すれば,

① 世界 に先駆けて進展す る少子高齢化 ・人

口減少(注3),② 地球温暖化やエ ネルギー

資源問題等の地球規模の諸問題の一層の顕在

化(注4),③ 市場の地球的規模での一体化,

④ 情報技術,バ イオテクノロジー等 の技術

の大幅な革新 による経済社会の変容等のより

厳 しい環境変化 に直面するものと思われ,こ

のまま何の変革 も試みずに現状 に安住するの

ならば,諸 制約の下で,我 が国は坂道 を転げ

落ちる恐れす らあ り得 よう。

(注1)高 成 長が 持続 的 に続 くとの前提 に

立 った財 政運 営 。 税 収 の 高 いGDP弾 性

値 を前提 に次年度 以降 の投資 資金 の 回収

を見 込 ん だ 積極 的 な社 会 イ ン フ ラ整備

(約 半 世紀 の税収 のGDP弾 性値1.05,公

共事 業費 の税収弾性 値1.21)。

ピラ ミッ ド型 人 口 ・労働 力構成 を前提

とした,多 数の若年 者が少 数 の高年者 を

支 え るシス テム。長期雇 用 ・年功序 列制

度,年 金 ・医療等 の世代 間所 得移転 の社

会保障制 度 。

(注2)外 部評 価 者 の存 在 を前 提 と しない

意思 決定 メカニズ ム,企 業 グル ープ内 の

メイ ンバ ン クに よる コーポ レー トガバ ナ

ンス等,各 組 織が その 内部 に人材,技 術,

情報等,諸 資源 を個 別 ・固定的 に保 有 し,

評価,リ ス ク対 応等 を独 自に措置 す る も

の。

(注3)人 口 は,戦 後 一貫 して上 昇 。今 後

は,2004年(1億2700万 人(低 位 推計))

を ピー ク に,2025年 には,1000万 人程

図1総 人口の推移

人 口 は 、戦 後 一 貫 して上 昇 。今 後 は 、2004年(1億2700万 人)

をピー クに減 少 し、2025年 に は1000万 人 程 度 減 少 す る見 通 し。
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資料:総 務ff『国勢鵠査報告j、「人口推計年報」、国立社会保障 ・人口問題研究所「日本の将来推計人口(低位推計)」
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寄 稿 ・、鰯 脱

皮減 少(図1参 照)。

また,2025年 には,65歳 人口 は1300

万 人増 加 。 高齢 化 率 は,14.5%(1995)

か ら,2025年 には先 進 主 要 国 の 中で も

際 だ った高 水 準 に な る(65歳 人 口 の全

人 口比 率,日28%,米18%,英20%,

独22%)。

(注4)2100年 にお ける地球 の平均 気 温 は

1.0～3.5℃ 上昇,海 面 水位 は15～95c

m上 昇 と予 測 され て い る(IPCCレ ポ ー

ト)。 地 球 温 暖化 を解 決 す る た め に は,

現在 のCO、 排 出量 を半 分 以下 にす る必 要

が あ る。

ま た,2010年 に は ア ジ ア諸 国 の エ ネ

ルギ ー の域外 輸 入 は現在 の1.7倍 と予 想

され てお り(1998年APECエ ネルギ ー大

臣会議),今 後,エ ネ ルギ ー需 給 は ア ジ

アを中心 と して逼 迫す る もの と考 え られ

る。

3.先 導 者 と して迎 え る21世 紀

時代環境の変化は新たな機会の到来

他方,高 齢化や環境問題が先進各国に共通

の課題であることを考えれば,こ の時代環境

の大 きな変化は新たな機会の到来 と捉 えるこ

ともできる。我が国のこれまでの経験 ・蓄積,

文化的 ・精神的土壌 とも合致 した形で,直 面

する諸課題 に日本 らしく対応することは,世

界に向けた価値発信 ともなろう。欧米へのキ

ャッチアップや石油危機への対応等 を通 じて

示 された環境変化 に対する日本人の適応 ・適

合能力の高 さを踏まえれば,新 たな時代環境

に相応 しい,米 型で も欧州型で もない日本 ら

しい経済社会 システムを再構築することは十

分可能であると考える。

このような認識の下,今 後の目指すべ き姿

として,「 躍動す る個人 と確か な国家」 を提

案 している。 これは,高 まる不確実性や,世

界に例 を見ない少子高齢化の下での活力溢れ

る経済の実現のため には,個 性 ・能力 を活か

しなが ら積極的な自己実現 ・価値創造の担い

手 となっている躍動する個人の姿が強 く求め

られ,他 方,国 家は,個 人が躍動す る環境

(国際秩序形成への主体的参画,国 内の各種

障害除去 ・ルール構築,セ イフティネッ トの

整備等)を 作 り出す とい う基本的機能 を果た

す確かなものでなければならないと考えるか

らである。

4.経 済 産 業 政策 の 基 本 的 方 向性

好循環する 「競争力ある多参画社会」の形成

「躍動する個人 と確かな国家」 を目指す上

で,経 済産業政策の基本的方向性 は 「競争力

ある多参画社会」の形成 と考える。即 ち,①

「経済社会 システムの競争力強化」 を目指す

と共 に,② 「個 人が輝 く多参画社会の構築」

を目指そ うというものである(図2参 照)。

これは,世 界的規模で市場が一体化する中

では,経 済構造改革の推進,各 種制約要因の

克服 によ り,我 が国経済社会 システムを国際

的に もより競争力ある ものとする政策が求め

られる一方,多 様 な価値実現へ の要求の高 ま

り,高 齢社会の到来の中では,多 様 な就業 ・

社会参画機会が提供 され,個 々人の能力が最

大限に発揮 される社会を構築する という政策
し

が求め られるか らである。こうした複眼的な

政策展開により,強 靱で活性化 された供給基

盤 を持 つ経 済産業 と,未 来 に希望 を抱 いて

個 々人が幅広 く参画する社会が形成 され,両

者が相侯 って,初 めて好循環す る持続可能 な

経済社会が達成 されるもの と考 える。

このためには,既 存の 日本 システムは太 き

一3一



く変 わ らざる を得ず,新 たな時代 に適合 した

新 しい システ ムへ の大胆 な転換が必 要 であ ろ

う。例 えば,年 功序 列 は,能 力評 価 に基づ く

処 遇 に変 貌す る こ とに よ り終焉 し,長 期 雇 用

は,基 幹 的社員 を中心 に継 続 され なが ら も,

転職 に対す る制度 の中立化 とセ イフテ ィ ・ネ

ッ トの整備 と相侯 って,ホ ワイ トカラー を中

心 に流動化 が進 む等,よ り弾力 化 した雇用形

態 に変 わ る と考 える。 また,自 己完結 型 は,

様 々 な機 会 ・情 報 ・評 価 等 が オ ー プ ンな開

放 ・分 散 型 に変 革 され る こ とが 求 め られ よ

う。 更 に,「 官 」 と 「民」 にNPOを 加 え た三

元論 的組織 へ の移行,再 挑 戦 ・再就業 の機 会

を創 出す るセ イフテ ィネ ッ トの充実 等が重 要

となろ う。

5.「 競 争 力 あ る多参 画 社 会 」 実 現 に 向

け た今 後 の 政策 展開

(1)我 が国経済の長期展望

人口減少下において,マ クロ経済の長期的

展望,特 に経済成長については種々の議論が

あるところであるが,本 ビジョンでは,① 手

取 り所得の増加 を図 りつつ,高 齢化が進展す

る中での所得再分配の円滑化,既 存の負の遺

産の圧縮 ② 国際社会 における国益の確保

(国際社会での発言力 には,経 済規模が影響

す るとい う現実)と 国際社会の中での義務の

履行 と諸外国か らの期待へ の対応,③ 個 々

人が将来 に期待 を持 ち,多 様 な価値実現のた

めの夢 に挑戦するフロンテ ィアの確保のため

に,技 術革新等 を原動力 として一定の経済成

図221世 紀の経済産業政策ビジョン

図3今 後のマクロ経済の方向

現 状のままで放置 した場合、我が国の成長 率はマイナスへ転 落。一人当たり

手取 り所得 が減 少すると共 に、財政赤字ストックは400%(対GDP比)を 超 える。

一方
、国 民負担率 の上昇を抑え、一 人当たり手取り所得の持続 的増加を目指

すためには、思 い切った諸改革を実施し、TFP(全要素生産性)の上昇を図ること

が必要。

2010～2025年 度

現状のまま推移

(放置ケース)

経済成長率 約▲0、3%

国民一人当たり経済

成長駆 約O.296

勤労者一人当たり手

腹り所得伸び皐 約 ▲1、1%

自民負担8 約63%

オ政赤字ストック

(対名目GDP比) 約▲442%

⇒

諸改革を実施

.(改革ケース)
約1.896

約2.396

約1.8%

約49%

約▲4096

※この推計はコブダグラス型の生産関数を用いた供給型のマクロモデルによって推計した

値であり、ある程度の幅を持って解釈されるべきものである。(資料)通産省試算
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寄稿 ・解説

長(2%程 度)が 不 可 欠 と考 える(図3参 照)。

しか し,こ の 目標 を達成 す るため には,上

述 の よ うな複 眼 的視 野 で の政 策 を展 開 の下,

技術 革新,教 育 に よる労働 の質 的向上,社 会

システ ム変 革等 に よ り,思 い切 った 「全要素

生 産性(TFP)」 の上 昇 に よる潜 在成 長 力 の 向

上 が必 要 であ ろ う。特 に,既 に大 きく進 展が

見 られ る情 報通信 技術 に加 え,バ イオテ ク ノ

ロ ジー,素 材等 の技術 に対 す る期 待 は非 常 に

大 きい。 また,産 業 につ いて は,我 が 国の も

の作 りの優 位性 を活 かす 「サ ー ドウェ ア産業

(ソ フ トとハ ー ドの融合)」 の他,我 が 国社会

のニ ー ズ に応 え る高齢 社 会 産業,環 境 産業,

感性 産業等 に今 後 の発 展が期 待 され よう。

(2)「競争力ある多参画社会」実現のための具

体的政策展開

上記の如 く経済成長の展望 と将来産業のポ

テ ンシャルを踏 まえて,「 競争力あ る多参画

社会」実現に向けた今後の具体的な政策展開

を以下 に紹介 したい。

なお,そ の際の経済産業政策の展開に当た

っては 「新たな レソ ト(創造的稀少価値)の 拡

大」,「コス トの削減」,「リスクの最小化」 と

いった視点が重要であると考 える。

○ 「経済社会 システムの競争力強化」のため

の政策

① 技術革新の活性化(オ ープン ・ネ ットワ

ーク分業 型技 術革新 システムの構 築,

重点分野設定のための国家的 イニ シア

テ ィブ,技 術 ガバ ナ ンスの 強化,大

学 ・企業 ・海外の研 究人材の よ り効果

的活用)

② 情報化 を活かす ビジネス環境の整備(情

報化 に よる ビジネス ・モデルの革新,

情報 インフラ ・社会ルールの整備)

③ 世界 に先駆 ける循環型経済社会の形成

(リサイクル ・リデュース ・リユ ースを

通 じた外部 コス トの内部化 による環境

と経済の統合)

④ 国内外の経済秩序 と経済安全保障の確

立(競争力の観点か ら国内経済 システム

の精査 ・改革,国 際経済ルールの構築,

世界 に顔の見える対応 と発信,エ ネル

ギー等のセキュリテ ィの確保)

⑤ アジア経済圏生成への対応(日本 とアジ

ア間の相互依存 ・補完関係 の進展,ア

ジアにとっての成長制約緩和(エ ネルギ

ー,環 境))

○ 「個人が輝 く多参画社会の構築」 のための

政策

① 創造性 ・専 門性 ・国際性 の高い人材の

育成(多 様 な専 門能力 の生涯養 成,初

等 ・中等教育改革,国 際 コ ミュニケー

シ ョン能力の向上)

② 多様 な就業 ・社会参画機会の提供(在宅

勤務,フ レックス ・タイム制 による多

様 な就 業,高 齢者の就業 ・社会参画機

会 を拡大す るエイジフリーモデル(年齢

を感 じさせ な い社会 の構 築)の 提 示,

NPO活 動の円滑化)

③ 個 人の起 業 が活発 化 す る環境 の整備

(SOHO・ マイクロビジネX.等 の支援)

④ 個 々人が誇 りと喜 びを持 って子供 を産

み育てる環境の整備(少子化の反転)
し

⑤ 再挑戦 の支援 とセ イフテ ィネッ トの充

実(起 業へ再挑戦 や労働 移動の円滑化,

格 差 の 世代 間 固定 の 回避,セ イフテ

ィ ・ネットの構築)

6.む す び

今回提示 した 「課題と展望」 は,今 後産業
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構造審議会で検討 を深化 させるための議論の

出発点 という位置づけである。重要なことは,

官民で今後我が国を取 り巻 く情勢をともに認

識 した上で,今 後目指すべ き方向性 を共に発

見 し,共 有 してい くプロセスであると考 えて

いる。

今 日,我 々にとっては,「 航海」の前 に完

壁 な 「海図」が与えられていないことよりも,

必ず しも常 に信頼で きる 「羅針盤」を持 って

いないことの方が,よ り深い問題であると考

えるものである。 この 「たたき台」が,国 民

の間での幅広 い建設的な議論の契機 となれば

幸 い と考 えて お り,今 秋か らの産 業構造 審議

会での議論 に向 けて,読 者 の皆様 か らの様 々

なパ ブ リ ックコメ ン トを期待 してい る と ころ

で ある。

(参 考)今 回公 表 され た 「21世 紀 経 済産 業政

策の課 題 と展 望[今 後 の検討 の たた き台]」

につ いて は,8月 に予定 され る次 回 産業 構

造 審 議 会 総 合 部 会 で の検 討 の 諮 問 に向 け

て,パ ブ リックコメ ン トを募集 中です 。詳

しくは,下 記 を参 照 して下 さい。

http://wwwmiti.go.jp/feedback-j/i90607kj.html
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情報化 白書1999年 版の概要
燥90年 代の情報化 と今後 の展望 ぷ

鯛査部

「情報化 白書1999年 版」 を6月 中旬 に発表

しました。本 白書は,1967年 に 「コンピュ

ー タ白書」 と して創刊 され
,1987年 版 よ り

「情報化白書」 に改名 し,わ が国情報化の動

向を総合的に紹介す る白書 として,今 回,通

算33冊 目の刊行 にな ります。

本 白書 の構成 は,① 毎年新規 テーマ を設

定 して まとめている総論,② 情報化編,情

報産業編,環 境 ・基盤整備編,国 際編の4本

の柱で構成 され,各 分野の最新動向 を解説す

る各論 ③ 最新統計,情 報化年表 な どの基

礎データを網羅 したデータ編,か ら成 ってい

ます。

今回の白書で は,「90年 代の情報化 と今後

の展望」 を総論のテーマ と しました。90年

代情報化 の潮流 と特徴 をとらえ,世 紀の変わ

り目を迎えるにあたってコンピュータ草創期

か ら50年 の情報化 の歴史 も概観,さ らに次

世紀の発展 につながる情報化の胎動 を,産業,

家庭,社 会の3つ の視 点か ら展望 しま した。

また,目 前 に迫った緊急課題のコンピュータ

西暦2000年 問題へ の対応 を呼びかけて緊急

提言 としてまとめてい ます。

なお,本 白書の編集にあたっては,石 井威

望氏(現 東京大学名誉教授)を 委員長 とす

る 「情報化 白書編集委員会」 において基本的

事項を審議 し,そ の具体的な対応については

廣松毅氏(東 京大学大学院 教授)を 主査 と

する 「同編集専門委員会」 において検討 を行

ったほか,多 数の執筆者の方々にもご協力い

ただきました。

以下,「 情報化白書1999年 版」か ら,総 論

の概要をご紹介 します。

1.序 章 一20世 紀 と情 報 化

(1)20世 紀 とは 一 この100年

20世 紀 か ら21世 紀 へ,100年 単 位 の世紀 の

変 わ り目 は,今 回 は さ らに1000年 か ら2000

年代へ と移行 す る千年紀 に重 な る。数 多の過

去 の歴 史が 証明す る ように,世 紀 の変 わ り目

に は社 会 の 転 換 期 が くる。14～15世 紀 の

「ル ネ ッサ ンス」 然 り,16～17世 紀 の 「宗教

改革」 然 り,さ らには,18～19世 紀 の 「第1

次 産業 革命 」,19～20世 紀 の 「第2次 産 業革

命」 もそ うで あ った。 そ して い ま,20～21

世紀 の歴史 的転換 期 に世界で進 行 してい る社

会改 革 が 「情 報革 命 」 で あ る と、い う認 識 は,

ほぼ共 通 して いる といって よいで あろ う。

20世 紀 とは どん な時 代 で あ っ たの か 。 ま
し

ず,ア メリカの世紀であった。 イデオロギー

の対立,戦 争や紛争の繰 り返 された時代で も

あった。人間の労力 を軽減 し代替する技術や

壮大な夢 を実現する科学の未知への挑戦 も相

次 いだ。19世 紀 末の重化学工業の発達 を機

とす る第2次 産業革命以降,産 業技術が発展

し,大 衆消費社会 を生み 出す とともに,電 力
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エ ネルギー を礎 とす る近代化 が図 られ た。 電

話 ・ラジオ ・テ レビの メデ ィアは民 主的 な社

会 をつ く り,ト ラ ンジス タが引 き起 こ したエ

レク トロニ クス技 術 は,今 日の携帯電 話や デ

ジ タルテ レビ放送 につ なが ってい る。 そ して

何 よ りコン ピュー タで あ る。今 世紀最大 の発

明の1つ であ り,今 日の技 術 革新 の原動 力 と

なった。 その誕生 か ら半世紀,コ ン ピュー タ

パ ラダ イムの力 をか りて進展 した科学技 術 は

数多 い。

世紀 の変 わ り目は,技 術 パ ラ ダイムの転換

を伴 う社会 の構造 改革 と重 なる。 そ こに繰 り

返 され るの は成 熟 と創 造 の新 旧交 代 で あ り,

転換期 には不 況や 混乱が つ きまとう。しか し,

不況 を契 機 と して 産業 の世代 交 代 が起 こ る。

20世 紀 か ら21世 紀 へ の転 換 期 にあ る現 在,

世 界 は冷 戦構造後 の新 た な世界秩 序 を模 索 し

てい る。 あ らゆ る面 での構造改 革 を必 要 とす

る社会 改革 が進 行 して い るが,100年 前 と異

なるのは,グ ローバ ルな規模 で時 間距離 を超

越 す る電子 環境が広 が り,情 報 イ ンフラの上

で,か つて ない ス ピー ドで物事 が動 く時代 を

前提 としてい る点 であ る。 この時代 を革新す

る突 破 口 を作 っ たの は20世 紀 を代 表す る技

術,コ ンピュー タ(エ レク トロニ クス)で あ

り,デ ジ タル情 報 の ネ ッ トワー クが 社 会 の

隅 々に まで行 き渡 る高 度情報化社 会 が現 実 の

もの にな ろ う と して い る。2000年 代 は未知

の世 界 だが,21世 紀 の針 路 を情 報 革命 が 握

ってい るこ とは間違 い ある まい。

(2)情 報 化50年

何 を持 って最 初 の コ ンピュー タとす るか の

議論 は あるが,コ ン ピュー タの方式 と情報 科

学 の理論 が1940年 代 に相 次 い で発 表 されて

い る こ とか ら,1900年 代 の半 ば を コ ンピュ

ー タの誕生 ,情 報化 の ス ター トと して よいで

あろう。

コンピュー タはアメリカで開発 されたが,

「情報化」の概念はわが国でいち早 く提唱 さ

れた。わが国で 「情報化」が着想 され,「 情

報化社会」のビジョンが提唱 され始めたのは

60年 代 である。 当時,高 度経 済成長 を背景

に,政 府や産業界のそれぞれの立場から長期

計画が模索 されてお り,コ ンピュータの導入

が産業に大 きなインパク トを及ぼ し始めてい

た。 また同時期,企 業活動 において情報が ヒ

ト,モ ノ,カ ネ に次 ぐ第4の 経 営資 源 ζ認 識

され始めた。脱工業化,情 報化が標榜 され始

めた時期である。

70年 代 には コンピュー タ産業 と情報処理

産業で構成 される情報産業 と情報通信業が発

展 した。「産業の情報化」 と 「情報の産業化」

が社会に浸透 して きた。工業 は画一的な大量

生産か ら緻密 な生産方式への変化 を必要 とし

てお り,73年 の石油危機 を契機 に産業構造

を知識集約化の方向に発展 させるべ く,情 報

産業が高度化の中核 と位置づ けられていた。

貿易 と資本 自由化の世界の枠組 みに呼応 し

て,75年 には コンピュータ産業 の資本 ・輸

入の完全 自由化,76年 には情報処理 の資本

自由化が完了 したが,わ が国 コンピュー タ産

業は世界で唯一,国 産機が過半 を占める健闘

をしていた。また,パ ーソナルコンピュー タ

が誕生 したのも70年 代であった。

80年 代前半 はニュー メデ ィアブームがあ

り,産 業の情報化 とOA化 が進展 した。経営

戦略に情報 システムを活用 しようという動 き

も現れた。80年 代後半は情報 ネッ トワーク,

ハ イテクの時代である。85年 の通信 自由化

を契機 にネットワーク化が進展 し,こ のころ

か ら,盛 んに 「高度情報化」が標榜 されるよ

うになった。産業界では製造業,流 通業,輸
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送 業が オル ガナ イザ ー とな る3パ ター ンの ネ

ッ トワー クが形 成 され た。 ネ ッ トワー クの複

雑化 に伴 うイ ンター オペ ラビ リテ ィ(シ ステ

ムの相互 運用性)の 確 保 が課題 とな り,接 続

プ ロ トコルの標 準化 を求 め る声 が高 ま り,国

際 レベ ルで連携 に関わ る検 討が進 め られ た。

90年 代 に 入 ろ う とす る こ ろ はマ ル チ メデ

ィアが旗 印 に なった。 コン ピュー タ,情 報 サ

ー ビス
,通 信 分野 のみ な らず放 送,出 版 な ど

情 報 コンテ ンツに関 わるあ らゆ る産業 が 情報

化 関連 産業 とな り,コ ンピュー タはそれ らす

べ て の基 幹技 術 とな っ て きた 。 そ して90年

代 半 ば か らは イ ン ター ネ ッ トの 時代 に な っ

た。 イ ン ター ネ ッ トに よ りコ ンピュー タは分

散 型,ダ ウ ンサ イ ジ ング化 が加 速 し,パ ソコ

ンが主役 にな り,メ イ ンフ レー ム,ミ ニ コ ン,

オフ コ ン,パ ソコ ンのデ ー タ,テ キス ト処 理

の時代 か ら,ネ ッ トワー ク技術 を核 にマ ルチ

メデ ィア コ ンテ ンツ を処 理 す る ク ラ イ ア ン

ト/サ ーバ ーの 時代 に なった。

2.90年 代 一 この10年 の情 報 化

90年 代の情報化 は,グ ローバ ルな情報社

会 を目指すインフラ整備 とインターネッ ト環

境の進展で代表 される。デジタル化 とネ ット

ワークの時代 といって もよい。 そ して90年

代の情報化 は,明 らかにそれ以前 とは異なっ

ている。その大部分 は,誰 も予想 しなかった

インターネッ トの発展に起因 している。これ

は,世 界的な傾向である。

わが国の90年 代 は,バ ブル崩壊 に始 まる

長期不況,金 融その他社会システムのさまざ

まな制度疲労や社会問題の噴出,震 災 と大 き

な出来事が相次 ぎ,戦 後体制の見直 しや世界

的な環境変化への対応など,社 会の構造改革

を課題 としてきた。この間,遅 れが ちとはい

え世界の情報化潮流 と同一歩調で情報化 は進

展 した。そ して,産 業,経 済,金 融の再生 と

21世 紀情報化社 会の構築 に向 けて,正 念場

の時 を迎えている。

1999年 の今,わ が国にとって何が問題で,

何 をすべ きか。そ う した視点 にた って90年

代情報化の流れ を時系列 に振 り返れば,き た

る21世 紀 に向けてわが国が とるべ きスタン

ス,処 方箋が浮かび上がって くる。以下 に,

90年 代 の情報化潮流 を,現 在 に至 る時間経

過を踏 まえてまとめた。

(1)90年 代の夜 明け前 一産業競争力 と情報技

術の活用

経 済大 国の地歩 を固めた70～80年 代 で,

一時はアメリカを凌駕する景況 を呈 したわが

国の産業経済は,90年 代 に入 る前 に成長の

限界 を迎 えていた。89年 に日米構造協議が

始 まり,個 別産業ではな く背景の構造的問題

に議論が移 り,93年 か らの枠 組み協議 でグ

ローバルな視点か らの協力アジェンダが加わ

り,わ が国のシステムはグローバルスタンダ

ー ドに合わない と問題視 され始めた。

モノ経済か らカネ経済へ,特 に,目 に見え

に くい情報やサービス,流 通が経済の主流に

なるにつれて,新 しい時代 に即 した方向に切

り替える必要が出て きた。それ をいち早 く実

現 したのが アメ リカであ る。90年 代 はアメ

リカの情報ハ イテク産業が世界市場 を席巻 し

た。 それ は冷戦終焉前 の80年 代 か らの取 り
し

組みが開花 した結果であ り,ク リン トン政権

の一連 の情報化施策に支援 されて90年 代 を

通 じてアメ リカ経済の好況に貢献 した。

70年 以降,国 際競争力 の低下 によ り日本

や ドイツな どの追 い上げ をうけ,80年 代 初

頭に技術優位の喪失への危機意識が高まって

いたアメリカでは,産 業競争力の強化 を図る
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こ とを優先 課題 と して,① 「大統 領 産業競 争

力協 議 会 」 の設 置,② 民 間 コ ン ソー シ アム

の推進,③ マサ チ ュ セ ッツ工 科大 学(MIT)

産業 生産性調査 委員 会 に よる調査,④ 通 商交

渉 その他 の産業支援 施策 を展 開,こ れが今 日

の アメ リカ産業競 争力 の源泉 となってい る。

① の成果 が ヤ ン グ レポー トで,産 業 力 回

復 の処方箋 であ る。税制 の再構 築,技 術 教育

の強化 な ど,そ こに示 され た多岐 にわ たる提

言 は,低 迷 してい たア メ リカ経済復 活へ の道

標 とな り,産 業再 活性 化 に大 き く寄 与 した。

この報告 後 も,民 間企業 に よる 「競 争力協議

会」(CouncilonCompetitiveness)が 組織 され,

87,88,91年 に ア メ リカの競 争 力 回復 の た

めの提言 を行 った。

② について は,「 国家共 同研究 法」(National

CooperativeResearchActofl984)に よ り共 同

研 究 開発 を独禁 法 の対 象外 とす るな ど,産 学

官連携 や企業 連合 の民 間 コ ンソー シアム に よ

る共 同研 究 が推 奨 され,特 に後 年,NII関 連

で 多 くの企 業連 合 が立 ちあが る礎 とな った。

スマ ー トバ レー公社 もその1つ であ り,シ リ

コ ンバ レー を中心 に情 報技術 関連 のハ イテ ク

ベ ンチ ャー企 業が 多 く立 ちあが り,経 済 の牽

引役 とな ったの は周知 の とお りで ある。

③ で は,コ ンピ ュ ー タ,半 導 体 な ど8産

業 の調 査 を開始(86年)し,「MadeinAmerica」

の発 表(89年)に 結 実 した。④ は,産 業支 援

の た め の 連 邦 機 関 の 強 化 で あ る 。88年 に

NBSか らNIST(NationalInstituteofStandard

andTechnology:国 家標準 技術 機 関)に 拡 大

改 組,89年 に商務 省 に技 術 庁 を設置,90年

以 降矢継 ぎ早 に産 業技 術 重視 の政 策 を打 ち,

対外 的 に は 日米半 導体協 定(86年),包 括 通商

競争 法(88年)な どで 国内産業 を保護 した。

アメ リカにおい ては,民 間は政府 の介 入 を

嫌い,政 府 も産業政策 には消極的で きた。そ

うした気風 は今 日にも続いている。 しか し科

学技術の向上が国際競争力の要である と認識

した80年 代 後半以降は,産 学官 が歩調 を合

わせ,基 本的 には民主導で,政 府 は規制緩和

等で産業活性化 を支援する立場である。 クリ

ン トン政権 も,先 の共和党政権下の遺産 を受

け継 ぎ,さ らに,民 間あるいは官民共同の科

学技術政策の充実 を図った。特 に,ゴ ア副大

統領のイニシアテ ィブの もと,情 報技術 を活

用 した行政府の効率的な運営や国家情報 イン

フラ整備 に積極的に取 り組 んで きた。情報基

盤の高度化が産業競争力の強化 と社会的課題

の解決に不可欠 との認識によるものである。

この ように,90年 代 の夜明け前,80年 代

か らの情報化へ の取 り組みが,90年 代 を通

じて競争力 を決定づけたということがで きよ

う。90年 代 に明暗 をわけた 日米の経 済 と情

報化の格差 は,80年 代 アメ リカにおけ る産

業競争力の強化策を掘 り起 こす ところか ら分

析 で きる。99年,わ が 国で も産業競争力強

化のための検討が始 まったが,こ こで情報化

が果たす役割は大 きい。産業活性化 に情報技

術の活用がいかに重要か という認識である。

(2)90年 代 の幕開け一情報価値の高 まりと経

済 インノ¶ク ト

90年 代 のス ター トが,冷 戦終焉後の新 世

界秩序 を模 索す る中で新 たな地域紛争や宗

教 ・民族の対立が噴出 し,湾 岸紛争が一応の

終結 をみた時期 と重なるのは,情 報化の面か

らも象徴的である。冷戦終焉 に及ぼ した情報

メデ ィアの影響,湾 岸紛争時 にテレビメデ ィ

アを介 してみたアメリカの高度に情報 システ

ム化 された兵器による軍事の情報化の鮮烈 な

印象は,そ の後のグローバルな情報化の幕開

けとして も記憶 される。
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そ して,冷 戦の終焉は経済戦略 も変質 させ

た。その端的な例はアメリカに見 られる。93

年 に発足 したクリン トン政権は 「アメリカ経

済の再生」 をスローガンに掲げ,外 交の基礎

に経済を据 えて,競 争力のある米産業の輸出

のために相手国の市場開放を求めてい くスタ

ンスで自由化を推進する一方,国 内の産業競

争力 を強化するために規制緩和や先端技術の

開発 などにイニ シアテ ィブを発揮 して きた。

世界 における技術的 リーダーシップを確保す

るため,「 科学 と軍事」か ら 「技術 と民 生」

への転換 を目指 してデュアル ・ユース ・テク

ノロジーの開発 を推進 し,コ ンソーシアムの

共同研究によるハ イテ ク産業 を振興,CALS

などで製造業の技術基盤強化 による活性化を

図 った。産業振 興 や経済再 建 のみ な らず,

NII(情 報 インフラ整備構想)に よる基盤整

備,NPR(政 府業績再評価)に よる行政改革,

教育改革 などの各種施策に一貫 して情報技術

の活用を盛 り込 んだ。

こうしたアメリカの取 り組みは,産 業競争

力の再活性化,雇 用拡大,金 融経済の活況な

どの成果へ と結実 し,そ の後のNII/GIIや

ECな どの情報化 イニ シアテ ィブにおいて世

界 をリー ドす る素地 ともなった。加えて,冷

戦終焉後の世界経済の一体化が情報の価値 を

高め,情 報化の経済 インパ ク トを一層強めた

ことも追い風 となった。市場経済で暮 らす人

口は,冷 戦末期の27億 人か ら55億 人 と10年

で2倍 になった と言われる。巨大なマー・・一ーケッ

トの中で競争が激化 し,世 界規模の大競争時

代 を迎えると同時に,情 報技術の革新 により

もた らされた情報流通のスピー ドが経済環境

に大 きな影響 を及ぼ し始めた。情報のデジタ

ル化が もた らしたスピー ドが価値 を生 む,情

報の速 さで経済が動 く,情 報の使い方で社会

が動 く時代 に な った とい うこ とで あ る。

しか し,そ の 一方で デ ジ タル情報 の流通 ス

ピー ドは資 本主義 市場経 済 の グローバ ル化 と

投機化 を加 速 させ,カ ネの流 れ は国の行政権

限 を越 えて コ ン トロールで きない ほ どに巨大

にな って きた。今 日の世界経 済の 混乱 は,蓄

積 した富 を金融市 場 で運 用 し国力 を保つ アメ

リカ型 の市 場経 済至上 主義 の問題 点 だ と して

反省 し,転 換すべ きとす る声 も出て いる。 デ

ジ タル経 済の広 が りは資本 の グローバ ル化 を

促 進 し,情 報化 に よる国境 を越 えた資本 移動

は国家規制 を無 力化 させつ つあ る。 国家の枠

組 みが 問われ てい るので あ り,金 融分野 にそ

れが象徴 的 に現 れ た と受 け止 め るべ きであ ろ

う。

(3)90年 代 半 ば 一時代 を変 え た イ ンター ネ ッ

トの技術 革新

95年 は,わ が 国 の情 報 化 に とって エ ポ ッ

ク メー キ ング な年 で あ った。85年 の 通信 自

由化以 来,コ ンピュー タ情 報処 理 と通 信 ネ ッ

トワー クの結 びつ きは情 報 ネ ッ トワー ク時代

を招来 させ てい たが,パ ソコ ンの普 及 に イン

ターネ ッ トの登場 が重 な り利用 者の裾 野 を一

気 に開拓 した。 わず か3年 余 りの 間 に,社 会

現 象 と もい うべ き大 きな波 とな って,時 代 を

変革す る情報 化 の先頭 に立 σてい る。 わが 国

で イ ンター ネ ッ ト接 続 の商用 サ⊂ ビスが始 ま

った の は93年 で あ るが,そ の後,パ ソ コ ン

にイ ンター ネ ッ トブ ラ ウザ が標 準装 備 され,
し

さ らにWindows95の 発 売 と相 まってユ ーザ

ー数 を爆発 的 に増 や した
。 その点 で95年 は,

イ ンター ネ ッ ト元年 で あ った。

イ ンターネ ッ トの普及 に合 わせ て イン ター

ネ ッ トビジネス も多数 出現 し,ま た,既 存 の

電気通信 サ ー ビス等 に も波 及効 果 を もた らす

な ど,経 済 的 に も大 き く貢 献 した。 イ ン ター
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ネ ッ トシ ョッ ピ ン グ(電 子 モ ー ル ・シ ョ ッ

プ),予 約 サ ー ビス,イ ン ター ネ ッ ト広 告,

電子 出版,情 報 配信 サ ー ビス,ホ ームペ ー ジ

の作成 ・運用 サー ビス,企 業 向 け イ ン トラネ

ッ トサ ー ビスな どは,も はや 当た り前 の ビジ

ネスにな った。消 費者 向 け電子 商取 引 も企業

内LANや 行 政サ ー ビス も イ ンター ネ ッ トを

基盤 に してお り,す で に社 会 イ ンフラ と して

機 能 してい る。 しか し,技 術 的 には まだ発展

途上 にあ り,次 世代 イ ンター ネ ッ ト技 術 の 開

発が 進め られ るな ど,今 後 に さらなる発 展 の

余 地 を秘 めて いる。

今後 の イ ンター ネ ッ トの発 展動 向 を見据 え

る上 で,コ ンテ ンツが カギ とな るのは明 らか

であ る。 メデ ィアの多様 化 と統 合 も進 むが,

サ ー ビス内容,コ ンテ ンツそ の もの の魅力が

ユ ーザ ーニ ーズ に合致す るか,需 要 を掘 り起

こせ るかが,社 会 に根 づ くキー ポ イ ン トであ

る。 昨今 の企業提携 等 の動 きも,そ う した先

を見 てい る。

今 後 はマルチ メデ ィア ・コ ンテ ンツの需要

が増 大 し,そ れは ネ ッ トワー ク上 のサ ー ビス

へ と移行 してい く。通信 も電話(音 声)か ら

デー タ通信 の比重 が高 まって くる。通信 量の

増加 に伴 うわが 国ユ ーザ ーの コス ト負 担 は大

き く,通 信 料 金の低廉 化 が強 く求 め られて き

た。大容 量 デ ー タ通 信 の需要 に見合 った通信

料 金の低廉 化 につい て,わ が国で は特 にその

遅 れが 指摘 されて い る。98年2月 の外 資規 制

撤 廃 以降 にわが 国で1種 免 許 を取 得 した外 資

系通信 会社 の本格 サ ー ビスが始 まれば,低 価

格 ・高 品質 のサー ビス競 争 も激化 す る とみ ら

れ る。欧米 で は企業 需要 の大 きい デー タ通信

分 野で料 金低 下 が進 んでお り,国 境 を超 えた

企 業提携 が進展 す るなか,世 界 同一価格へ の

動 き も強 まって い こう。競争 激化 と技術 革新

でユ ーザ ーの通信 コス ト低 下へ の期待 は高 ま

ってい る。

(4)90年 代 後 半 一 グ ローバ ル情 報 社 会 に向 け

た電子 政府 と電子 商取引 の展 開

90年 代 は 日米 の 好不 況 が 明 暗 を分 け,経

済 の み な らず 情 報 化 で もア メ リカ の ビジ ョ

ン先 行 型 で きた。 具 体 的 に は,NIIか らGII

〈 情 報 イ ン フ ラ整 備 〉,NPRか らAccess

America〈 電 子政 府 〉,CALSか らEC<電 子

商取引 〉 とい った情 報化 の系譜 で ある。 と り

わけ,電 子 政府 と電子 商取 引へ の取 り組 み は

情 報化 に よる グローバ ルな社会改 革へ の提 案

として,国 際社会 にお け る共通 基盤づ く りの

必然性 を持 ってい る。

電子政 府 は国内 的整備が先 行 す る各 国の個

別課題 で あ り,95年2月 の 「情報 社会 に関す

るG7閣 僚 会 合 」 で 合 意 され たGIS(Global

InfomlationSociety)8原 則 に則 る11の 共同 プ

ロ ジ ェ ク トの1つ と して も,ロ シ アが加 盟

(98年)し てG8と な って 定期 的 な国際 会 合

で進行調 整や情 報交換 が行 われ てい る。行政

運営 や国民サ ー ビスの オ ンラ イ ン化 に よる高

度化 ・効率 化 を 目的 に,各 国個 別 の取 り組 み

が進展 してお り,欧 米の み な らず,シ ンガポ

ー ル
,マ レー シア,韓 国,台 湾 な どの アジア

諸 国の活発 さが際 立 ってい る。

わが 国 にお いて も行 政改 革の課題 と合 わせ

て電子 政府 を目指す取 り組 みが推 進 され てい

る。行政情 報化推 進計 画 の継続 的実施 によ り,

これ まで の4年 間で 相 当程度 進捗 し,さ らに

ワ ンス トップサ ー ビスの実 現 な どに も取 り組

みが広が りつつ あ る。 また,規 制緩和 や情 報

公 開法 の制定 をは じめ とす る制度 面で の改革

も大 き く前進 した。国民 ・住 民 への行 政サ ー

ビス と行政 機 関内部の イ ンフ ラ整備 の両面 か

ら,ま た国際連携 の観 点か ら も情 報化 は重要
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な柱 とな って お り,2001年 の 省庁 再 編 とあ

わせ て情報化 施策 を総合 的 に推 進 す るための

組 織 が必要 と もな ってい る。

一 方
,電 子 商 取 引 は枠 組 み や 個 別 課 題 を

国 際 合 意 と同 時 進 行 で 整 備 して い く課 題 で

あ る。特 定 企業 間で の閉 じたEC(EDIな ど)

は古 くか ら行 われ て きたが,企 業 と消 費 者

間のEC,と りわ け イ ン ター ネ ッ トを利 用 し

たECは 取 り組 み が 始 ま って3年 に過 ぎな い

もの の,EC関 連 の技術 開発 や制 度 的対 応 が

展 開 され る な ど,国 際 規 模 で の取 り組 み が

活 発 化 して い る。 制 度 的 なハ ーモ ナ イ ゼ ー

シ ョ ン を 図 る 国 際 議 論 も,世 界 貿 易 機 関

(WTO),世 界知 的財 産機 関(WIPO),経 済

協 力 開発 機 構(OECD),国 際商 取 引 法委 員

会(UNCITRAL)の 国際機 関,政 府 間協 議,

サ ミ ッ ト,ア ジ ア 太 平 洋 経 済 協 力 会 議

(APEC)等 で 行 わ れ,国 際民 間 団体GBDe

(GlobalBusinessDialogonElectronic

Commerce)も99年1月 に結成 された。

制度 的対応 におい てはわが 国の 国際貢献 度

は高 い。電子 商取 引実証 推進協議 会(ECOM)

が 世界 に先 駆 けて作 成 した ガ イ ドラ イ ンが

98年 秋 に オ タワで 開催 され たOECD閣 僚 級

会合 にお いて,ビ ジネス界 か ら政府 機 関 に提

出 す る提 案 書 「AGlobalActionPlanfor

ElectronicCommerce:ECに 対 す る グローバ

ルな行 動計 画」 に盛 り込 まれた。 また,こ う

した民 間 レベ ルの 取 り組 み が奏 効 して,98

年11月 に高 度 情 報 通信 社 会 推 進 本 部 が改 定

した 「高度 情報 通信社 会推進 に向 けた基本方

針」 にお い て も,11項 目に わた るECの 環境

整備 課題 が盛 り込 まれ,国 際議論 へ の積 極 的

参加 も謳 わ れてい る。

以 上の ような活発 な動 きがあ る ものの,わ

が 国が グ ローバ ル情報 社会 に向 けて取 り組 む
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べ き課題 は多 い。 日本の産 業経済 を活性 化す

る ため に情報 技 術 をいか に活 用 して い くか,

新 た な リー デ ィ ングイ ンダス トリー とその担

い手 を どう育 成 して い くか,こ の10年 で広

が ったア メ リカ との情報化 の差 をい か に して

縮 めつ つ次世代 の情 報社 会の基礎 をつ くって

い くか,社 会 性 の高 ま りと ともに噴 出 して き

た負 の側 面へ の対 処,い まだ脆 弱 で不安定 な

情 報基盤 をいか に強 固 に してい くか,な どで

あ る。

3.21世 紀 に向 け た展 望 と課 題

21世 紀 に向けて産業構造,経 済構造,企

業活動,ワ ークスタイル,ラ イフスタイルす

べてが変化 して くる。そこで,次 世代につな

が る情報化の潮流 を,産 業,生 活,社 会の3

つの視点か ら展望 した。 また,21世 紀 の発

展段階を迎 えるにあたって,今 世紀の課題で

あるコ ンピュー タ西暦2000年 問題への対応

を緊急提言 とした。

(1)展 望1一 電子商取引に よる産業経済の活

性化

企業はい ま,厳 しい経営環境 に立たされて

いる。変革の時代に事業展開を図るに当たっ

て留意すべ き点 を集約すれば,① スピー ド

経営 と情報技術 を活用 した経営戦略,② ネ

ッ トワー ク経 済の連結性 を重視 した業界再

編,③ 国際的な市場お よび企業連携,④ 収

益源 の幅 を広 げる戦略的 な事業展 開,⑤ コ
し

ア ビジ ネスへ の集 中 と世界 のパ ー トナー との

相 補 関係 の構 築,の5点 が あ げ られ よ う。 い

ず れ も情 報技術 の活 用が カギ とな る。

また,今 後,発 展 が 見込 まれ るの はECビ

ジネス であ る。ECが 注 目 され るの は,マ ル

チ メデ ィア を使 った新 しい ビジ ネス で あ り,

企 業規模 や発信 場所 ・・時 間の制約 を受 けず に
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全 国規 模,世 界規模 の ビジネス展 開が 図 れる

点 で,東 京 ・大企 業 中心 の これ まで の産業構

造 を変 えて大 き く発 展す る可能性 が あ るか ら

であ る。 イ ンター ネ ッ ト活用 の ビジ ネスモデ

ルがEC分 野 か ら続 々 と出 て きた こ と も,そ

の現 れ と言 える。

今後 は ネ ッ トワー クと コンテ ンツの充実 を

図 りつ つECが 産 業 経 済 を牽 引 して い こ う。

次世代 の コ ンピュー タ支援技 術 は,ビ ジュ ア

ル,全 体 最適化 の イ ンテ グ レー シ ョンを指 向

してお り,こ れが,そ れ を助 けるで あ ろ う。

話題性 が先行 した企 業 と消 費者 間の イ ンター

ネ ッ トシ ョッピ ング も実 ビジネス にな り,企

業 間ECもEDIやSCMの 導 入事例 が急速 に広

が って きた。

(2)展 望2一 家庭 のデ ジ タル情 報革命

21世 紀 は家庭 の 情 報 化 が離 陸す る。2000

年 に試 験放 送 の 開始が 予定 され るBSデ ジ タ

ル放 送 な ど,地 上波,ケ ーブル,衛 星の デ ジ

タル放送 サー ビスが本 格化す れ ば,家 庭 の情

報化 の トリガーになろ う。 家庭 にマルチ メデ

ィア コンテ ンツが供給 され る よ うに なる と,

受信 専 門 だ ったテ レビな ど も双方 向,蓄 積,

編集 加工 が可 能 な情報端 末 に変貌 し,家 庭 内

のデ ジ タル情報 を統合管 理す るサ ーバ ー も必

要 になる。 あ らゆる家電が ネ ッ トワー クに繋

が り,白 物家電 は省 エ ネ用 に制御 され,セ キ

ュ リテ ィ会社 と接 続 されれば警備サ ー ビス も

受 け られ る。ECの シ ョ ッピ ングや決 済,行

政サ ー ビスは もちろんの こ と,在 宅 医療,在

宅勤 務や起 業,遠 隔教育 の環境 も整 う。 コン

ピュー タを包含 す る家電機器 が ネ ッ トワー ク

接 続 され る こ とに よ り暮 ら しが ど う変 わ る

か,外 部 と接続 されて家庭の情報化 が どう進

むか,新 た な可 能性 は さ らに広 が って くる。

家庭 の情報 インフ ラ整備 は,電 子政府 や電子

商取引の実現か らも不可欠な要素である。

(3)展 望3-21世 紀型情報社会の姿

すべてが連鎖 する時代 にな り,21世 紀 は

情報のネットワークで価値 を生み出す社会 と

なる。科学技術 と自然環境や人 との共生にお

いて も連鎖や循環の視点が重視 される。こう

した連鎖の仕組み に情報技術 をいかに活用す

るかが21世 紀型情報社会のキーポイ ン トと

なろう。

科学技術 は人間社会 にさまざまな恩恵 をも

たらしたが,自 然や地球環境 を犠牲 にした側

面 も多い。そ うした反省 と,限 りある資源の

有効活用や社会 コス トの視点 もあいまって,

自然や環境 と共生す るサステ ィナブル(持 続

可能)な 社会が標榜 され,情 報技術 を省エ

ネ ・省資源,環 境保全に活用す る取 り組みが

増 えてきた。今後の経済発展は工業化ではな

く情報化が核 になる。新 しい技術の導入に際

しては,過 去の工業化の過程で巻 き起 こした

環境破壊 を超 えて,地 球環境,自 然環境,人

間 との共生 を前提 と した開発 が期待 で きる

し,技 術 その もめが,今 後はそうした観点 に

立って開発 される機運 にある。

さらに,人 の価値観 も物質や金銭価値か ら

離れた豊かさを求め始めた。職場や組織 とい

った既成の枠組みにとらわれない個やグルー

プの行動が増 え,イ ンターネット環境がそれ

を助長 している。NPO等 の社会活動は,「場」

を中心 とした社会 システムが 「主体」中心の

仕組 みに変 わってい く発芽 とも見 て取 れ よ

う。情報化を見る視点にも,産 業,家 庭,社

会などの 「場」のみならず個人,グ ループと

いった 「主体」が重要になってきた。 インタ

ー ネッ トはNPOの ような活動 に適 したツー

ルであ り,実 は,イ ンターネッ トその ものが

NPOに 共通す る理念の元 に発展 して きたの
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である。

また,高 齢化社会の到来から,メ ロウ(円

熟 した)世 代 の社会参加や高齢 者支援 への

IT活 用 も重要 となる。元気 な高齢者が,情

報通信 システムなどを活用することによって

積極的に社会参加 し,本 人の生 き甲斐 を得つ

つ,地 域コ ミュニテ ィに貢献する。 また,情

報弱者や高齢者にとって使い勝手の よい情報

機器の開発,介 護分野での情報技術 の活用 も

進展 しは じめた。高齢化に情報化 を活かす こ

うした取 り組みが,行 政施策や社会活動 とし

て,ま た産業 ビジネスの視点か らも徐 々に広

が って きた。

(4)緊急提言 一2000年 問題への対応

コンピュータ関連で目下最大の懸案である

西暦2000年 問題 は,コ ンピュー タ情報処理

の歴史がわずか50年 に しか過 ぎないこ とを

象徴 している。情報技術の価格性能費の向上

は類 まれな進歩 を してきたが,西 暦の下2桁

処理はその当時の技術 とコス ト見合いの前 に

は大 きく問題視 されることな くきた。しか し,

その発展ス ピー ドで,す でに社会 システムに

深 く関与 している点で,情 報 システムや技術

の問題 としてのみならず社会論 ・経済論 とし

ての側面 も持つ。コンピュータはすでに社会

技術 である。西暦2000年 問題 は,は か らず

も社会が コンピュー タへの依存度を高める情

報化社会の機能,管 理,責 任のあ り方 を問題

提起 しているのである。

コンピュー タシステムの場合 は,シ ステム

の入れ替えやプログラム修正など比較的対策

をとりやすいが,多 種多様 な機械器具やシス

テムの中に組み込 まれたマイコンチ ップはい

たるところに散在 してお り,そ の所在 をすべ

て突 きとめて検査 し,問 題 を除去するのは現

実問題 として困難 を伴 う。加えて,発 生時期

がほぼ特定 し得るだけにシステムの切 り替 え

等の処理が同時期 に一斉に行われることも,

時間 と技術者が限 られているなか厳 しい状況

を強い られる。反面,発 生内容 は不確実性が

高いことも混乱の元 となってきた。具体的に

想定 される問題や責任 を負 うべ きことには対

処 して も,正 確にはわか らない予測不能なこ

とには積極的に問題 を掘 り起 こして解決 して

い く努力を怠 りが ちになる。何が起 こりうる

のか,予 めそのすべ てがわかっているわけで

はない。ネッ トワーク化の進展がその複雑 さ

を増長 し,影 響範囲を拡張 させている。

2000年 まで にす でに半年 とな った現在,

対応がすべて完了 しているところはさらに念

を入れてチェ ックを重ね,推 進中の ところは

完了を急がなければならない。時機 を逸 した

り,不 完全であるとすべてが水泡に帰するた

め,徹 底的な対応が求められる。 しか し,こ

こに至 っては時間と資金,人 材等の制約条件

と対応の現状 を勘案 して,い ま,な すべ きこ

とと して何 が最適 かの判 断が一層重 要 とな

る。

取引関係のある企業 と情報ネ ットワークで

結ばれていれば,事 故 ・障害が発生 した際,

自社だけの問題で済む とは限 らず,相 互の信

頼関係 にも関わって くる。国際間のネッ トワ

ー クが普及 した現代では
,国 際問題 にまで発

展 しない とも限らない。情報公 開によるお互

いの注意喚起 と万が一の場合 も想定 した危機

管理計画の用意が,被 害 を最小限に止めるた

めにも必要不可欠である。人々の 日常生活に

関わるライフラインの事故 ・障害 も影響範囲

が大 きいだけ に,金 融 ・証 券,エ ネルギ ー

(電力 ・ガス ・石油),情 報通信,交 通(航

空 ・鉄道),医 療(医 療用具 ・医療機関)等

は,特 に重要 な分野 として十分 な対応が求め
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られる。

2000年 問題 が 提 起 して い る課題 は,2000

年時の年号処理のみの問題ではな く,情 報化

社会の課題 なのである。

▲
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システム監 査 白書1999-2000塚 醸 の概 要
濠経営者隷 シス テム監査で情報システムの総点検 をぷ

情報セキュリティi雌 室

この たび システ ム監査 学会 と共 同で 「シス

テム監査 白書1999-2000年 版 」 を6月21日 に

刊行 しま した。 本 白書 は,シ ス テム監査 の普

及啓 発 の一環 と して,わ が 国 にお け る システ

ム監査 の実態,国 の シス テ ム監査 関連施 策,

今 日の情 報環境 に対 す る システ ム監 査 の必 要

性 につ いて取 り上 げてい ます。

また,本 白書 で は西暦2000年 問 題 を重視

し,万 全 を期 した対 応 を行 うため,「 緊急 時

対 応計 画(コ ンテ ィ ンジェ ンシー プラ ン)策

定 にあ た って の 具体 的 な手 順 を示 して い ま

す。

本白書の構成 は以下のとお りです。

第1部 シス テ ム監 査 関連 施策

情報化の進展 によ り情報 システムと社会全

般の係 わ りが深 まることにより,当 然の こと

なが ら情報 システムに対す るリスクが深刻化

して きています。情報 システムのよりよい利

用促進 を図るため,通 商産業省ではこれまで

にさまざまなセキュリティ関連の基準や制度

を策定 して きてい ます。

本編では,通 商産業省が行 っているシステ

ム監査関連の施策について概要 を紹介 してい

ます。

第1章 「システム監査関連施策」

通産省 で行 っているシステム監査 関連施

策,情 報 システム安全対策関連施策,コ ンピ

ュータウイルス対策関連施策,コ ンピュー タ

不正アクセス関連施策,ソ フ トウェア管理,

国際動向について紹介 してい ます。

第2章 「システム監査企業の動向」

平成3年 よ り実施 されているシステム監査

企業台帳制度 について,平 成10年 の台帳登

録企業の概要 を台帳 申告書のデータを基 に,

制度開始の平成3年 の状況 と比較 しなが ら分

析 しています。

第3章 「システム監査技術者試験の動向」

昭和61年 か ら実施 されてい るシステム監

査技術者試験 の動向について,受 験者データ

を基 に分析 しています。

第2部 企 業 変革 とシ ス テム監 査

本編では,個 人情報保護,ERP等 に関する

システム監査のあ り方や,激 変する情報環境

の進展状況 とシステム監盗人の関わ り方につ

いて とりまとめています。

第1章 「経営革新 とシステム」

システム監査 が経営 に与 える効果 につい

て,ア ンケー ト分析結果等 を基 に紹介 してい

ます。

第2章 「情報システムの進展 とシステム監査

人の役割」

アンケー ト調査等 を基に,情 報技術の利用

状況について紹介 してい ます。
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第3章 「ERPの 導 入 に お け る シス テ ム監 査

人の 関与」

ERP(企 業 資源 計 画:EnterpriseResource

Planning)の 現状,ERP導 入 にあた って シス

テム監査 人が ど う関与すべ きか,監 査業 務別

に監査項 目を提示 してい ます 。

第4章 「ネ ッ トワ ークセキ ュ リテ ィとシステ

ム監 査」

今 や企業経 営 にはずす こ との で きない ネ ッ

トワー ク環境 の安全 性 を確 保す る ため に何 を

すべ きか,シ ステ ム監査 で何 をチ ェ ックすべ

きか紹 介 して い ます。

第5章 「個 人情 報保護 とシステム監 査」

昨今,企 業の もつ個 人デー タ(顧 客 デ ー タ,

従業員 デー タ等)の 漏 洩事 件が 多発 して い ま

す。企 業の情報 資産 であ る顧 客 デー タ等個 人

情報 の保護 につ いて,国 内外 の施 策,当 協 会

で実施 してい るプ ライバ シーマ ー ク制度 等 お

よび数社 の企業事 例 も紹介 してい ます 。

また,個 人情報保護 に関す るシステ ム監査

の実施対 象,留 意 点,方 法 につ いてチ ェ ック

リス トと して と りま とめ,紹 介 してい ます。

第3部2000年 問題 と緊 急時 対応 計 画

本編では西暦2000年 まで残 り半年 あま り

となった現在,2000年 問題 を緊急度 の最 も

高い経営上の問題 と位置づけ,経 営者眉白ら

が2000年 問題解決 に取 り組み必 要が あると

訴 えています。

そこで,企 業 として どう対応すべ きか,ま

た実際 に2000年 問題 が発生 した際の緊急時

対応計画策定にあた り,シ ステム監査の視点

か らどう対応 した らよいかをとりまとめてい

ます。

第1章 「2000年 問題 とシステム監査」

2000年 問題 の発生す る可能性 のある障害

や業務活動に与える影響について説明 してい

ます。

企業 は2000年 問題 を事前 に回避iさせ る手

段 として,ま ず 自社の情 報 システムの2000

年問題への対応状況 を把握することが大切で

す。そこで,本 白書で は2000年 問題 に関す

るチェックリス トを作成 し,紹介 しています。

このチェックリス トを基に自社の実状 にあっ

たチェックリス トを作成 し,ト ラブル発生時

の対応作業や期間を大幅 に削減すべ きです。

また,後 述のシステム監査実態調査のデー

タを基に,2000年 問題 に関す る システム監

査の実施状況についても紹介 しています。

第2章 「2000年 までの対応作業」

西暦2000年 までの残 り半年で2000年 問題

に取 り組むにあた り,経 営者,情 報 システム

部門,シ ステム監査担当者のそれぞれの役割

について説明 しています。

(D経 営者層

2000年 までの残 された期 間で 自社業務 の

正常 な業務遂行 を再優先 し,対 応漏れのない

計画 を立案 し,そ の実行計画を推進する必要

があ ります。この際,自 社業務の正常化 はも

ちろんのこと,他 社,社 会活動 に影響 を与え

るような障害 を発生 させ ない ことが重要 で

す。

しか し,万 一 トラブルが発生 した場合 を想

定 し,緊 急時対応計画を策定 し,対 応 に備え

る必要があ ります。事前 に対応計画 を策定 し

ていれば実際に障害が発生 した際,ス ムーズ

に対応することがで きるで しょう。

(2)情報 システム部門

現在ではパ ソコン等の導入により,エ ンド

ユーザ部門が独 自に情報 システム構築,運 用

等 を行っている企業が多 く,必 ず しも情報 シ
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ス テム部 門が把握 で きない状 況 とな ってい ま

す。 しか し,残 り半年 となった今,専 門知 識

を有す る情報 システ ム部 門が 中心 とな り,自

社 の1青報 シス テムの総点検 を行 い,未 然 に障

害の発 生 を防 ぐ必 要が あ ります。

情 報 シス テム部 門は特 に重要 であ る情 報 シス

テ ムのチ ェ ッ ク,プ ロ グラム修 正,運 用 テス

ト,移 行 テス トを実施 し,万 全 に備 え る必 要

があ ります 。 また,エ ン ドユ ーザ に対 し,支

援,教 育,情 報提供 を します。

(3)シ ステム監査部門

システム監査部門(ま たは担 当者)は,自

社の2000年 問題 について システム監査 を実

施 し,そ の結果 を経営者層に報告す る必要が

あ ります。すでに監査 を実施 している場合は,

監査で指摘 した改善勧告,指 摘事項 に対する

フォローア ップを行 う必要があ ります。

第3章 「緊急時対応計画」

緊急時対応計画 を作成するにあたっての手

順お よびその内容例 を示 してい ます。(表1)

表1緊 急時対応計画策定手順例(サ マ リー)

ステップNo項 目

'

作業内容 担当部門/関 連部門

1,

緊急時対応計画

策定体制の確立

(1)緊 急時対応計画策定プロジェ クト

チームの編成
組織化 と役割,目 的の明確化と組織の確立。社内への通知 ・啓発 経営者層,企 画部門,プ ロジェ

クトチーム

(2)プ ロジェク ト活動計画の策定 プロジェク トの目標 と作業計画の策定,計 画の承認 プロ ジェ ク トチ ーム、経 営者 層

2,

想定事態の明確

化と対策立案

(3)調 査票(様 式)の 作成 調査項目の策定 と調査票様式のレビュー プロ ジェ ク トチ ーム,関 連部 門

(4)調 査の実施 各部門の業務 に対する調査,対 外部の調査(調 査票の記入) 各部門

(5)分 析(起 こり・うる事態の把握} リスク分析の実施。前提条件の明確化 各部門

(6)対 策の立案 具体的対策の立案 各部門

3,

対策案の評価 と

対策の決定

(7)調 査票の整理 調査票の回収と緊急事態の項目の整理 プロ ジェ ク トチ ーム

(8)対 策の評価 実現性と緊急度の検討 ・評価 プロ ジェ ク トチ ーム

(9)対 策と実現 目標の決定 コス ト,期 間等を考慮 した実施対策の決定と経営者層による承認 プロジェクトチーム,経 営者層

4.

対 策 の実 施 と レ

ビュー

(10)実 行計画の策定 実行計画(対 策内容,体 制,ス ケジュール}の 策定 とレビュー 各 部門,プ ロ ジェ ク トチ ーム

(1D対 策の実施,文 書化 対策の実行 とドキュメンテーション 各部門

(12)対 策のテス トと評価 部門内における対策の実効性の確認 各部門

(13)全 体計画のレビュー 対策の全体の整合性の評価,全社業務との整合性の確認 プロ ジェ ク トチ ーム

5,

教 育 ・訓 練

U4)教 育 ・訓練 カリキュラム策定 教育 ・訓練の目標設定 とカリキュラムの作成 各部門,教 育部門

(15)教 材準備 教材の作成 とレビュー 各部門,教 育部門
、

(16)教 育の実施 教育の実施 各部門

(17)訓 練の実施 ・検証 訓練実施環境の整備,対 策の検証,課 題の整理。評価(実 効性の確認) 各部門`

6、

対策の評価と調

整

(18)対 策の評価 全体の観点からの対策の評価と整理 プロ ジェ ク トチ ーム,各 部門

(19)対 策の調整 各対策の整合性確認,体 制の調整 プロ ジ ェク トチ ー ム,各 部門

(20)対 外部調整 対外部との調整,通 知 プロ ジ ェク トチ ー ム,各 部門

7,

計画の実行

(21)移 行作業(緊 急時対応) 通常業務形態から緊急時対応計画発動可能体制への移行と関係者へ

の通知
各部 門,プ ロ ジェ ク トチー ム

(22)計 画の実行,監 視,点 検,状 況把握 初期状態の正常状態の確認および通常作業への復帰 プロ ジェ ク トチ ー ム,各 部 門

(23)プ ロジェクトの総括 緊急時対応計画の実施後の評価を行 う、2000年 問題以降のリスク管理

の一環としてのコンティンジェンシープランの策定 に活かす,

プロジェク トチーム,経営者層

(システム監査白書1999-2000p143)
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第4部 シス テム 監 査実 態 調 査

本調査は,一 部の調査項 目を除 き,隔 年で

実施 している継続的な調査です。調査対象を

監査部門 と被監査部門(情 報 システム部 門)

とし,シ ステム監査の実態,情 報化 の進展,

2000年 問題,個 人情報保護等 につ いて意識

調査 を行い,分 析 してい ます。

実態調査概要

●調査対象

JIPDECが 実施 している 「システム監査普及

状況調査」の母集団4,741事 業体 を対象

●調査時期

平成10年11月6日 ～平成11年1月7日

●回収状況

発 送 数14,741

監 査 部 門:620(13.1%)

被監査部門:883(18.6%)

●回答事業体の平均従業員数

監 査 部 門:3,544人

被監査部門:3,066人

●調査項 目:

<監 査部門対象>

1.シ ステム監査一般 について

2.貴 社の監査体制について

3.1997年 度の システム監査実施 について

4.未 実施の理由について

5.実 施可能性について

6.2000年 問題について

7.個 人情報保護について

く被監査部門対象>

1.シ ステム監査一般について

2.1987年 度のシステム監査実施について

3.シ ステム監査の あり方について

4.情 報化の進展について

5.2000年 問題について

6.個 人情報保護 について

こ こ で は西 暦2000年 を約1年 後 に控 え,

回答 事 業 体 が2000年 問題 に どの よ うに対 応

してい るか,分 析 結果 を紹 介 します。

1.2000年 問 題 の 対 応 状 況

被 監査 部 門 に対 す る2000年 問題 の対 応 状

況 につ いて,す で に問題 が 「解決 して い る」

との 回答 は全 体 の18.6%で す。2年 前 に実施

した同様 の調査 では13.4%で あ り,こ の 間の

増加 率 はわず か5.2%と な りま した。調 査 時

点 が1998年11月 とあ って,2000年 まで まだ

1年 あ ま りあ った とはい え,実 施率 は低 い結

果 とな りま した。

「現 在 解 決 の た め の作 業 中 」 との 回 答 は

73.8%で,前 回の31.2%を 大 幅 に上 回 ってい

ます 。 「解決 すべ く検討 中」 との 回答 は4.0%

で,前 回調査 で は48.1%か ら大幅 に減 少 して

お り,こ の2年 間の 間で多 くの事 業体 が2000

年 問題解 決 に向 けて対応 に着手 してい るこ と

が わか ります。(図1)

一 方
,監 査 部 門 に対 す る同様 の調査 で は,

「すで に解決 してい る」 が21.3%,「 現在解 決

の ため の作 業 中」 が70.5%,「 解 決す べ く検

討 中」 が4.0%と,被 監査 部 門 とほぼ 同様 の

結 果 とな りま した。(図2)

2.2000年 問 題 の 課 題

2000年 問題 対 応 の ネ ック とな って い る の

は,「 影響 範 囲 や対 象が掴 め きれ ない」 が最

も多 く,29.6%で す。 これ は前 回調 査 で はほ

とん ど問題視 されて いなか った項 目です。次

に 多 か っ た の は 「対 応 す る 要 員 不 足 」

(27.9%),「 テ ス ト環 境 が不 十 分 」(22.2%)

となってい ます 。

一 方
,「 特 に ネ ッ ク は な い 」 との 回 答 は

23、3%で あ り,前 回調 査(31.8%)と 比べ,

∨ ・2b)一
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8.5%の 減少 とな りま した。(図3)

図1「2000年 問題」解決の状況(被 監査部門,%)

1998年

1996年

07 t1 5

3

1

0

1.10,8

98年「どうした絃 いかわからないj、96年 「その他」は選択肢なし

皿 すでに解決している

解決すべく検討申

取り組んでいない

田 無回答

口 現在、解決のための作泉中

口 その他

どうしたらよいかわからない

■ 無効

1

'

図2「2000年 問題」解決の状況(監 査部門,%)

4.e2.1

2t3

1

70.5

..,....

1{1}

0.3

6

口 すでに解決している

ロ 解決すべく検討中である

圏 取り組んでいない

■ 無効

口 現在、解決のための作業中である

ロ その絶

目 無回答

図3「2000年 問題」解決にあたってのネック(被 監査部門,%)

影響範囲や対象が掴みきれない

対応する要員が不足し鳳 、る

テスト環境が不十エである

ドキュメントの不

担当者に任されている

必要な情報が不足している

残された期間が短かすぎる

十エな予がなく適切な対策が取れない

経営者の理解がない

その他

特にない

無回答

(多重回答)

6.f

5.3

10.5

10,4

22.2

22,0

29.6

`

s

,●
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3.2000年 問 題 の テ ス ト状 況

2000年 問題 に対 す る シス テ ム テ ス トの 実

施状 況 につ いて被 監査部 門 を対 象 に調査 した

結 果,シ ステムテ ス トを 「終了 してい る」 事

業体 は13.5%,「 現 在実 施 中」 が50.4%,「 実

施予定 が あ る」 との 回答 が28.3%で あ り,こ

れ らをあ わせ る とほ とん どの事 業体が実 施 の

時期 に差 はあ る もの の2000年 まで に は シス

テムテ ス トを実施 す る こ とと して い ます。

4.2000年 問 題 の シ ス テ ム 監 査

2000年 問題 に対 す る システ ム監 査 の実 施

状況 につ いて両部 門 に調査 しま した。

今 まで に システ ム監査 を実施(受 けた)と

の回答 は監査 部 門で11.8%,被 監査 部 門で は

7.6%,現 在 実施 中は監査部 門が2.6%,被 監

査 部 門で は1.6%と,監 査 実施率 はか な り低

い結果 とな りま した。(図4)

システ ム監査 を実施 した事業 体 の改善勧告

の実 施状 況 につ い て は,「 改 善勧 告 を実 施 し

た」 の は75.3%で,勧 告 の具体 的 な内容 と し

ては 「情 報 シス テム部 門の対 応 」(39.7%),

「問題発 生 時の対 応 策」(38.4%),「 ユ ーザ部

門の対応 」,「他社 との影響 ・関連 」(37.0%)

との意見 が多 くあげ られ ま した。

システ ム監査 実施 後 に改 善勧告 の フォロー

の実 施状 況 につ い て,「 フ ォロー ア ップ を行

った」 との回答 は575%で,半 数以 上が何 ら

か の フ ォロー ア ップ を行 ってい ます 。

資料編

ここでは,第4部 で利用 したシステム監査

実態調査の集計結果,シ ステム監査関連団体

の活動状況,本 白書で紹介 しているシステム

監査 関連の基準,ガ イ ドライン等 を網羅 して

います。

図4「2000年 問題」に関するシステム監査の実施状況(%)

目受けた 囲現在受けている ロ監査計画の中に上がっている ロ受ける予定はない ■無回

1

被監査部門

監査部門

1.8

1.5

2.6

團実施した 樋現在実施中 口実施の予定がある ロ実施の予定はない ■無回答
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企業欝電子商取引の実用化に向けて

企業間電子商取引推進機構(JECALS]

当機構 では,企 業間電子商取引の普及促進

を図るため,ユ ーザ企業 に向けた企業間電子

商取引の導入の糸口 となる情報や導入時に役

立つ情報,さ らには対象業務を拡大するため

に有効 な情報の提供 を目的として,調 査研究

活動を行 っています。

本調査研究での調査項 目は,以 下の通 りで

す。

・利用実態の把握

(企業 間電子商取引に関連する国内,海

外の具体的な事例の収集 と分析)

一マ クロな観点からの実用化動向が把握

で きる情報の収集

一事例集 の作 成 と成功 要因
,課 題の分

析/整 理

一実用化 までのフェーズ分析 と課題の抽

出

一導入効果の提示(で きれば数値 として

表現する)

・国内,海 外 の先進事例の収集 と分析

・業務 に適合する製品,サ ービス情報

(利用で きるEC/CALS関 連製品,サ ー ビ

スの リス トの作成 と動向整理)

この程,そ の 中間成果 として平成10年 度

の調査結果が まとまりましたので,本 稿 では

その概要 を紹介致 します。

なお,調 査 結果 の詳細 につ きま しては,

「実 用 化 に 向 か う 企 業 間 電 子 商 取 引

EC/CALS調 査 委 員 会

して くだ さい。

調査報告書」を参照

1.調 査 項 目

(1)国 内の企業間電子商取引 に関連す る事例

の収集 と分析(国 内事例調査)

国内の企業間電子商取引(BtoBEC関 連,

CALS関 連)の 実用化 に関す る業界/業 種の

事例の洗い出 しを行 い,そ の結果 を業界マ ッ

プとする。さらに複数の個別事例 を選択 し,こ

れを対象 として ヒアリングを実施 し,こ の今

後の普及に向けた知見,課 題 を明 らかにす る。

また,企 業間電子商取引のテーマや技術 に

於いて先進的な事例 を抽出 し,そ れをまとめ

ることで普及促進の材料 とする。

(2)海外の動向調査(海 外動向調査)

日本の利用動向 と比較がで きるような調査

項目を設定 し,海 外 の状況 を調査す る。 さら

に海外 ならではの先進的な事例の情報 を収集

する。

(3)実 用化 に利用 で きる製品,サ ー ビスの一

覧の作成 と動 向整理(製 品,サ ービス調

査)

企業間電子商取引の実用化のために利用で

きる製品,サ ー ビス情報 を収集 し,対 象業務

などの利用場面 に応 じた分類や今後の普及拡

大 を考慮 した先進的 な技術 につ いて整理す

る。 ㌧
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2.国 内事例 調 査

調査研究テーマでは,業 界マ ップ作成 と個

別事例調査 を実施 した。

以下 に,そ れぞれの調査についての概要 を

示す。

(1)業 界マ ップ

企業間電子商取引 を推進 して成果を得 るた

めには,様 々な要因が絡んでいると考えられ

る。 これを明らかにするため,業 界/業 種の

違いだけでなく,電 子商取引実施 に至る意思

決定の過程,目 的とした事項,適 用業務範囲

の違い等,様 々な観点か ら事例 を調査する。

また,業 界 の動 向を幅広 く把握するために,

以下の調査項目(抜 粋)を 設定 し,調 査 を実

施 した。

業種(JIS大,中 分類),実 施企業 ・団体

名,事 例概要,背 景,ね らい/効 果,キ

ーワー ド(★1),事 例適用業務 など

調査事例の収集は,新 聞記事等の公開情報

をベースとし,こ の基礎 となる情報 は,当 協

会の産業情報化推進センターの協力を得た。

*1:関 連用語 か ら事例 を検索可能 にす る

ため,以 下 の キー ワー ドを設定 した。

CALS,EC,EDI,STEP,SGML

CITIS,IETM,XMＬIGES,IDEF,ワ

ー クフロー管理
,オ ブジ ェク ト管理,セ

キ ュ リテ ィ管理,PPDM,BPR,SCM,

ERP,MRO,ワ ン トゥー ワ ンマ ーケ テ

ィング,そ の他

2.1業 界 マ ップ調 査結 果

企 業 間電 子商取 引 に関す る事例 や 国内外 の

動 向 を収 集 して い るJEDICNewsletterの

No.29～38(1997年5月 ～1998年12月)の 掲 載

記事(約200件)か ら該 当す る事 例 を93件 選

び,業 界 マ ップ を作成 す る とと もに,以 下 に

その業界 マ ップか ら得 られ る情 報 を示す 。

業界 マ ップ を構成 す る事例 の実施 企業 業種

(大 分 類)の 分布 と,事 例 を特徴 づ け るキ ー

ワー ドの分布 を図2.1と 図2.2に 示 す。

電子 商取 引実施企 業 の業 種 で最 も多 いの は

製造 業で あ り,そ れ に卸 売 ・小 売業,飲 食店

が続 い てい る。 また,キ ー ワー ドと して最 も

多 か っ た の はEDIで あ り,ECと 近 年 注 目 を

集 め て い るSCMが これ に続 い て 多 く出 現 し

図2.1実 施企業業種(大 分類)毎 の事例数

緯‥ 已 蚕簿 ㌢輸 ぷ
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図2.2キ ーワー ド毎の事例 数

て い る。

図2.3に 企 業 間電子 商 取 引 の事 例 記事 の 出

現 傾 向 を示 す。 記事 出現 の傾 向 につ い て は,

全93事 例 中,平 成9年 度 の事 例 は26件 で あ

るの に比 べ て平 成10年 度 の事例 は67件 と約

2.5倍 に増 加 して お り,本 調 査 に於 い て は,

急速 に普 及が進 んでい る と考 え られ る。

年度別 にキー ワー ドの分 布 を見 る と,平 成

9年 度 には出現 しなか ったCALS,SCMと い

っ た キ ー ワー ドが 平 成10年 度 には 出現 して

い る。

企 業 間電 子 商 取 引 の事 例 は増 加 傾 向 にあ

り,使 用技術 範 囲 も拡 大 して きてい る と言 え

る。

図2.3企 業間電子商取引の事例の傾向

■平成9年 度

■平成10年 度

(2)個 別事例調査

ヒアリングに依 る個別事例調査 の候補につ

いては,採 取す る事例の多様性 を考慮 し,業

界マ ップの実用化事例 と平成10年 度の(財)日

MROSCMそ の他

本情報処理開発協会 『先進的情報システム開

発実証事業』の採択案件 を対象 として個別事

例調査 を実施 した。

上記の対象事例 中から次のような基準で調
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査 対象候 補 を選 定 した。

・ヒア リング調査 の コ ンタク ト先 が明確 な

こ と

・事 例 に関 しては効果 が把 握 で きて い る と

予測 され る もの

・業種 ,対 象 テーマ に偏 りが ない こ と

平成10年 度の調査 で は,表2.1に 示すllの

事 例/団 体 につ い て個 別事例 調 査 を行 った。

さ らに表2.1に は,各 個 別事 例調 査 先 と事 例

調 査項 目 との対 応 を記 述 して ある。

調査 項 目と しては,以 下 を設定 した。

企 業概要,業 界 環境,IT環 境,適 用 業務

の状況,全 体 スケ ジ ュール,意 思 決定 ま

での状 況,計 画,開 発,運 用状 況,現 状

の達成 度,今 後の 計画,ア ドバ イス

表2.1個 別事例調査項目との対応

案件名
実施企業・団

体 名

ヒアリング先

企業名

企業
概要 :‡ |T環境

適用業

務の状
況

全休スケ

ジュール

意思決

定までの

状況

計画
段階 罐 運用

現状の

違成度

今後の

計画

アドバイ

ス

取引先との見積情 報の変換にED|を フジタ フジタ
O O O O O O O ○ O ○ ○ O

導入(事 例)

総務部門の備品購買システムにイン 富士通 富士通

ターネットEDI導 入。プロセス30%削 減 ○ O O O O O O ○ ○ O O

(事例)

スポーツレジャー 用品 事業 における リョー ビ リョー ビ

SCM/EDI化 推進による物流の合理化 O O O O ○ o O O O

(事例)

靴下製造 、流通業 における製 流販一 ダン ダン

体 化を目指 したSCMに よる最 適 生 ○ o O O O O O O O O O O

産、最適販売(事 例)

造 船・舶 用メー カーで共 同情報 網 構 造 船 ・舶 用 メ 三井造船
O O ○ ○ O O O O o O O O

築。まず5品 目で検 討チーム。(事例) 一カー82社

小売 集におけるWEB-EDIに よる企業 ダイエー情 報 ダイエー
O O O O O O O

間電子商取引の実用化(補正) システム

CALS/EC公 共調達実 用化基盤技術 醐 日本 建設 ㈹ 臼本 建設

開発(補 正) 情報 総 合セ 情報 総合 セ O O O O O O O O O O O O

ンター ン歩一

SCMに 基づく精製プラント運転 ・保全

のためのISO標 準の適用(補 正)

ジャパ ンエナ
、.ソ ー

ジャパ ンエナ
、φ
ソ ー

O O O o O ○ O O O

中古車情報総合管理システムー中古 働 日本 自動 鮒 日本 自動

車情報のライフタイム管理による中古 車査定協会 車査定協会 O O O O O O O O O

車流通網の整備および高度化

化学産業の電子商取引共通基盤の 制化 学技 術 出光 石油化

高度化ならびに実用化(補正) 戦略 推進 機

構

学 O o O O O ○ O O

STEP適 用による製造サプライチェー

ンの統合 管理基盤の構築(補 正)

石川島 播磨

重工業

石川島播 磨

重工業
O O O O O O O O O ○ O

な お,表2.1の11事 例 の 概 要 に つ い て は,

以 下 の ホ ー ム ペ ー ジ に掲 載 して い る 。

http:〃www.jecals.jipdec・or・jp

さ ら に詳 細 に つ い て は,調 査 研 究 報 告 書 を参

照 され た い。

4.海 外 動 向 調 査

海外 の事例 につい ては,国 内の事例 と比較

が で きる事 を前提 と して,VirtualEnterprise

やSCMな どのBtoBECま たはCALSの 事例

を表す概念やIETMやERPな どの活用する情

報技術の両面か ら候補 を絞 った。

その結果 として,海 外動向マ ップ として

24事 例 を掲載 した。

また,個 別事例調査の項 目として,以 下の

項 目を設定 した。

企業概要,調 査対象 とする事業,プ ロジ

ェク トの概要,導 入理由,背 景,導 入前

の問題点,ソ リューションの選定理由,

導入後の問題点
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平 成10年 度 の個 別 事 例 調査 と して,下 記

に示 す よ うな特徴 を持 つ8海 外 企業 を掲 載 し

た。

・ITを 駆 使 した コ ンカ レ ン トエ ン ジニ ア

リングに よる共 同設計 開発 で抜 群 の実績

を誇 る航 空宇宙 産 業 か らBoeing社(米)

とLockheedMartinTacticalAircraft

Systems社(米)

・そ の巨大 ユ ーザ であ るFederalExpress社

(商 用 機,米)で は 「経 営 ス ピー ド」 に

挑 むサ プラ イチ ェー ンマ ネ ジメ ン ト

・STEPを 初 め て運用 維持 フェー ズ に適用

し た プ ロ ジ ェ ク トを 進 め る 国 際 機 関

NATOCALS(軍 用 機,米 ・欧 州)

・STEPの 他 の 産業 分 野 へ の 適 用 と して
,

電 機 プ ラ ン ト で はABBCorporate

Research社(独),製 品 モ デ ル に よ る情

報統合

・STEPを 中 心 と してVolvo
,SCANIA,

ASTRAと 言 った ス ウェ ーデ ンの企業 の

情 報 統 合 化 を 図 り,Concurrent

Engineeringを 推 進す るEuroSTEPの 事 例

・国内 で注 目 を集め てい るサ プ ライチ ェー

ンマ ネ ジメ ン トで は,食 品 メー カであ る

Nabisco社(米)と 小 売 りのWegmans社

(米)に よる製版 統 合 の協調 型 マ ー ケテ

ィング

・熾烈 な国際 競争 下で ラ イフサ イ クルの短

い製 品の多 品種生 産 に取 り組 むエ レク ト

ロニ ク スの 分 野 で は,独 特 のバ ー チ ャ

ル ・ア ウ トソー シング ・パ ー トナー シ ッ

プ 戦 略 を 掲 げ て 高 成 長 を 持 続 す る

Solectron社(米)

● 情 報 入 手 方 法

FederalExpress社,LockheedMartinTactical

AircraftSystems(LMTAS)社,ABBCorporate

Research社,NATOCALSに つ い て は 各 社 ・

団 体 の 担 当 部 門 に 直 接 ヒ ア リ ン グ を実 施 し

た 。

Nabisco社/Wegmans社 に 関 して は,両 社 に

サ プ ラ イ チ ェ ー ンマ ネ ジ メ ン トの ツー ル を提

供 して い るManugistic社 に ヒ ア リ ン グ を実 施

し,ユ ー ザ 事 例 と して情 報 を収 集 した 。

Boeing社 並 び にSolectron社 に つ い て は,

文 献 資 料 に 基 づ く分 析 で あ る。

上 記 の 企 業 の 内,本 稿 で は,以 下 の3企 業

の 事 例 の 概 要 を示 す 。

(1)Federa1ExpressCorporation(FedExと 以 下,

略 す)

● 年 間60億 ドル に上 る物 品購 入 コス トの

8%削 減 を 目標 と して,複 数 のパ ッケ ー

ジ製 品の統 合化 に よ り開発期 間 を2年 以

内 に短縮 し,世 界 的 なサ プラ イチ ェー ン

マ ネ ジメ ン トシステ ム を構築 中であ る。

調 査対 象 とす る事業,プ ロ ジ ェク トの概 要

・プ ロ ジ ェ ク ト名:GlobalSupplyChain

Integration

・Ariba社 とPeopleSoft社 の ソフ トウェ ア

に よ り,情 報部 門の ス タ ッフを増強せ ず

に,24ヶ 月 で世 界規 模 のSCMを 構 築 す

る計 画 で あ る(同 社 で は,理 論 的 には,

18ケ 月で構 築可能 と してい る)。

・調 達 シス テムの業務 改革 を行 い
,燃 料 や

用 紙 な ど,年 間60億 ドル に上 る物 品購

入 コス トを8%削 減 す る こ とが 目標 で あ

る。

・同社 は
,経 営 トップか ら情 報部 門 ス タ ッ

フ まで4階 層 とい う フラ ッ トな組 織 で あ

り,副 社 長 の指揮 の下,計 画,開 発,ユ

ーザ の3部 門 か らな るチ ー ム を組 成 して
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プ ロ ジ ェ ク ト を 遂 行 し て い る 。

(2)LockheedMartinTacticalAircraft

Systems(LMTASと 以 下,略 す)

● 米DoD-CALSの 経 験 か ら,機 能 別組 織

か ら柔軟 なチ ーム主体へ と体質転換 が進

む戦 闘機 メー カ。 従 来 のEDIを 超 え る

Web対 応CITISの 構 築 や,STEPの 本 格

運 用 な どに よ り,セ キ ュ リテ ィを確保 し

た情 報 共有 に よるチ ーム全員 の コラボ レ

ー シ ョンに よ り
,デ ー タ生成 の効率 化 に

よる設 計 の 自由度 の増 大,補 修 の トラブ

ル シュー テ ィ ングの時 間短 縮,情 報伝達

の正確 さで65%の 改善 を達成 。

調査対象 とす る事業,プ ロジ ェク トの概 要

1)CITIS

・旧来 の アパ ーチ ャカー ドに よる技 術 デ ー

タ管理 システ ムに代 わ って,イ ン トラネ

ッ ト/エ ク ス トラ ネ ッ トを 構 築 し,

CITISの 統合 デ ー タベ ー ス を電 子貯 蔵庫

(Electronicvault)と して導入 した。CITIS

には,従 来 のEDIを 超 え る効果 が期待 さ

れ てい る。

・これ によ り
,

一チー ム全員 による安 全 な コラボ レー シ

ョ ン

ー多 階層 のセキ ュ リテ ィ

ー内部
,外 部 で の暗号化

－Web技 術 に よる
,安 価 なユ ー ザ ア ク

セス

(全 てのユ ーザ が 自分 の席 にあ るパ ソ

コ ン/UNIXワ ー クス テ ー シ ョ ンか

ら,図 面 を検索,表 示,印 刷 す る こと

が で きる)

一デー タ開発 のサ イクル タイムの削減

一デー タの集 中的 なア クセ ス

(CD-ROM,FTP,Webな ど,多 様 な

出 力 形 式 の サ ポ ー ト)

を実 現 す る こ とが で き た。

・現 在
,4000ユ ー ザ がCAD環 境 で ス ピー

デ ィ に 図 面 を 編 集 す る こ とが で き る 。3

年 前 に,CATIAを 標 準 と して 導 入 す る

こ と を 正 式 に決 定 し,2400ユ ー ザ が 利

用 して い る 。 残 りは,現 在,CADAMを

使 用 して い る が,今 後 は使 わ れ な くな る。

2)STEP

・1998年 か ら ,戦 闘 機F-16,F-22,JSF

(JointStrikeForce),KTX-2,F-2と 多 く

の 機 体 の 開 発 に,STEPが 幅 広 く本 格 適

用 して い る 。 過 去 のAWS,PSI,STIR

な ど のSTEPプ ロ ジ ェ ク トの 教 訓 が 活 か

さ れ,STEPへ の 移 行 が 支 障 な く 行 わ れ

た 。

・ 終 了 し た プ ロ ジ ェ ク ト

ーPSI(PDESSTEPImplementation)-AP203

-AWS(AdvancedWeaponSystem)-AP203

-F -22DPM!DPD(DigitalProduct

Models!DigitalProductDefinition)-

AP203,AP232

-PAS-C(PDESApplicationProtocolSuite

forComposites)-AP209,AP222,AP232

--PDES
,lnc.FEAPilot-AP209

-一・TACOMPilot -AP209

・現 在 進 行 中 の プ ロ ジ ェ ク ト

ーVPDI(VirtualProductDevelopment

Initiative)FiniteElementAnalysisy-

AP209

-STEPwisePilot -AP203
,AP232

-MetaphaseSTEPinterface

・LMTAS社 は
,1988年 よ り,STEPツ ー

ル 開 発 会 社 で あ るPDES,lnc.社 の ス ポ ン

サ ー と し て 参 画 し て い る 。PDES,lnc.社
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に は,現 在,24の 民 間,政 府 メ ンバ ー

が参加 してお り,参 加 各機 関の年 間予 算

は6000億 ドル に上 る。

・CATIAに よる形状(Geometry)デ ー タの交

換 シ ステ ム を開発 した。STEP準 拠 に よ

る中 間デー タフ ァイルの評価 ツール を採

用 した 。CATIAホ ッ トラ イ ンの支 援 を

受 け,ト ラブル シューテ ィングの ツー ル

にはSTEP/WORKSを 採 用 した。 そ の結

果,STEP変 換 は,ソ リ ッ ドモ デ ル の直

接 交換 よ りも好成績 を上 げ てい る。

・STEPの 導 入 メ リ ッ トは次 の 通 りで あ

る。

一設計 の 自由度 の増 大

一設計 のサ イ クル タイムの削 減

一情 報 の再利用 と共有 の実現

一エ ンジニ ア リングプ ロセ スの簡素化

3)PDM

・PDMに は
,電 子 文 書管 理,製 品 デー タ

管 理 の 機 能 が 備 わ っ て い る。 こ う した

PDMの メ リッ トを活 か し,詳 細 設計 レ

ベル で,シ ステ ム ライ フサ イクル を延長

し,製 造 や運用 支援 の業務 や,資 源,製

品 の 構 造 化,業 務 分 析(WBS,Work

BreakdownStructure)の 機 能拡張 を図 る

こ とが で きる。

・さ らに
,各 種 業務 プ ロセ ス と製 品 デー タ

生成 を統合化 し,サ プ ライチ ェー ンや企

業全体 でのPDM統 合化 を目指 してい る。

4)IMIS(lntegratedMaintenanceInformation

System)

・F-16のIMISで は
,

一パ イロ ッ ト(操 縦士)か らのデ ブ リー

フ イング中の 自動 デー タ生成

一補修 要求 解析(不 具合 の診 断)シ ステ ム

とIETM(lnteractiveElectronicTechnical

Manual)と の統合化

一補 修後 の補修 管理 システムへの 自動 デ

ー タ転送 に取 り組 んでい る
。

(3)NATOCALS

● 製 品 ラ イ フ サ イ クル 全 体 の コ ス トの

80%を 占 め る 「運 用 コス ト」 を削 減 す

るため に,従 来 は設計 製造 を主 な ターゲ

ッ トと してい た 国際標 準STEPを,運 用

支 援段 階へ と拡 張 して い る。3カ 年 計 画

で,年 間予算 は525千 ドル。

調査対 象 とす る事業,プ ロジ ェク トの概 要

・プ ロ ジ ェ ク ト名:PLCS(productLife

CycleSupport)

・防衛 装備 品 の運用支援 を対 象 と して
,運

用 時の性 能 向上や メ ンテナ ンス な どの業

務 を支援 す るため の システム を開発 して

いる。

・今 年 まで は準 備期 間で あ り
,来 年 か ら3

カ年 計 画 で 新 しいSTEP規 格 を開 発 す

る。

一策1段 階:AAM(機 能 モ デ ル)の 開

発1人 年

一第2段 階:ARM(EXPRESS言 語 に よ

る業務 モ デル)の 開発5人 年

一第3段 階:AIM(EXPRESS言 語 に よ

る情報 モ デル)の 開発6人 年

・選択 した市 販 ツー ル間で のデ ー タ交換 の

デモ ンス トレー シ ョンシステ ムを開発 す

る。

・ISOに 登録 され た国際 プロ ジェ ク トであ

り,参 加 メ ンバ ー を募 集 中 で あ る。(10

以上 の スポ ンサ ー企業 ・団体 の参 加が 開

発 プ ロジェ ク ト成 立 の条件)

一ユ ーザ(ス ポ ンサ ー)

確定:MarconiElectronics社(イ タ リ
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ア),英 国 防 省,ノ ル ウ ェ ー 国

防 省,LSC社,Saab社(ス エ ー

デ ン)

予 定BAe社(UK),RollsRoyce社

(UK),米 国 防 総 省,Boeing社

(軍 用 機),NorthropGrumman

社,LockheedMartin社,NATO

CALS,Airbus社 他

未 定ABB社,Caterpillar社(USA),

Hagglunds社,ATA,Lloyds他

4.製 品,サ ー ビ ス 調 査

今 回 の調 査 にお い て,「 実 用 化 に利 用 で き

る」 製品 は ソフ トウエ アや ミ ドル ウエ ア を指

し(ハ ー ドウエ アは含 まない),サ ー ビスは企

業 間電子商 取引 の導入 や定着 のため の コ ンサ

ルテ ィングや コン ピュー タシステ ムの開発 や

運用等 を指す こと とした。 また,い ず れ も日

本 国内で入手可 能,あ るい は実施可 能 な もの

で,汎 用 的 な製 品やサ ー ビス は対 象外 と した。

平 成10年 度 の調 査 は,B本 にお け る企 業

間電 子商取 引 に関す る全 体像 を把握 す る とい

う位 置 づ けで は な く,JECALS会 員企 業が 提

供す る製 品,サ ー ビスか ら全体像 を推 測す る,

とい う位 置づ け とした。提 供 して頂 いた情報

をその まま活用 す る事 を想 定 し,ア ンケ ー ト

調 査 を実 施 した。 また,非 会 員企 業 は文献,

イ ンター ネ ッ ト等 を利 用 した調査 方法 をを採

用 した。

会員 企 業 へ の ア ンケ ー ト調 査 で は,29社

か ら回答 を頂 き,113個 の製 品,サ ー ビス情

報 を頂 い た。

この調査 項 目と しては,以 下 を設 定 した。

製品,サ ー ビス区 分,対 応 す る業務 プロ

セス,業 務機 能,シ ステム機 能,対 象業

種,キ ー ワー ド

一方
,非 会 員企業 の製 品,サ ー ビス に関す

る情報 は,雑 誌,商 品 デー タベ ー ス,イ ンタ

ー ネ ッ トで キ ー ワ ー ド検 索 して 収 集 した。

(キ ー ワー ドはEDI,CALS,EC等)

現段 階で 集計 で きた製 品,サ ー ビス情報 を

ま とめ る と,図4.1～ 図4.6の ようにな る。

図4.1製 品,サ ービスの区分
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・製品 とサ ー ビスを組 み合 わせ た ものは
,製 品 また はサ ー ビス単 独 の ものの約2倍 あ る。

図4.2支 援できる業務プロセス ・業務機能
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図4.3対 応できるシステム機能
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図4.4対 象業種別のべ数
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図4.5キ ーワー ド別該 当製品数
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第 建 図 欝独情報技術 フォーラムの籍欝

調査部

1.目 的 及 び 趣 旨

日独 情 報技 術 フ ォー ラム は,高 い技 術 レ

ベ ル と経 済 力 を有 す る ドイ ツ連 邦 共 和 国 と

わが 国 が,情 報技 術 分 野 にお け る両 国 の相

互 理 解 と交 流 を一層 深 め,活 発 な産 業,技

術 協 力 の展 開 を通 じて世 界 の情 報 化 に寄 与

して い くこ とを目的 に,1983年8月 ドイツ連

邦 共 和 国研 究 技 術 省(現:教 育 科 学研 究技

術 省)の ハ イ ン ツ ・リー ゼ ンフーバ ー(Dr.

HeinzRiesenhuber)大 臣 と当 時 の宇野 宗 佑

通商 産業大 臣 との間で その設置 が合意 され た

ものです。 当 フ ォー ラム は,両 国の情 報技術

分野 にお ける第一線 の学者,研 究者 が一堂 に

会 し,最 新 の情 報技術研 究 の成果 につ い て情

報 交流 を行 うと同時 に,人 的交流 を深 め る こ

とをね らい と して,両 国で交互 に開催 され て

きま した。

2.開 催 経 緯

当 フ ォー ラム は,こ れ まで に以下 の スケ ジ

ュ ールで開催 され て きま した。

第1回1984年(昭 和59年)4月

東京(経 団連 会館)

第2回1985年(昭 和60年)4月

ベ ル リ ン(国 際会議 セ ンター)

第3回1986年(昭 和61年)10月

東京(京 王 プラザ ホテル)

第4回1987年(昭 和62年)10月

シュツットガル ト(マックスプランク研究所)

第5回1988年(昭 和63年)11月

京都(国 立京都 国際 会館)

第6回1990年(平 成2年)5月

ベ ル リン(ベ ル リン日独 セ ンター)

第7回1991年(平 成3年)11月

東京(経 団連会館)

第8回1993年(平 成5年)5月

ワイマール(ワ イマール ヒル トンホテル)

第9回1994年(平 成6年)11月

大 分(別 府湾 ロイヤルホ テル)

第10回1996年(平 成8年)4月

ゼ ー オ ン(ク ロス ターゼー オ ン)

第11回1997年(平 成9年)11月

長 野(信 州松代 ロ イヤ ルホ テル)

3.組 織 体 制'

当フォーラムを実施するため,泪 独両国に

それぞれ 「日独情報技術 フォーラム推進委員

会」が設置 され,開 催に向けた企画 ・準備 ・

運営等の活動 を行 っています。当推進委員会

は,「 ニューメデ ィア分科会」,「 コンピュー

タ分科会」,「半導体分科会」の3つ の分科会

か ら構成 されてい ます(図1)。
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図1日 独情報技術フォーラム推進委員会 組織体制(敬 称略)

日独情報技術 フォーラム

推進委員会

日本側議長 東洋大学学長菅野 卓雄

ドイツ側議長 ドイ ツ国 立 情 報 処 理 研 究 所(GMD)理 事 長Pro£DrDennisTsichritzis

ニ ュ ー メ デ ィア分 科 会 日本側主査 学術情報センター 教授 羽鳥 光俊

ドイツ側主査 ロ バ ー ト ・ボ ッ シ ュPro£DrGe"Siegle

コ ン ピュ ー タ分 科 会 日本側主査 東京大学 教授 田中 英彦

ドイツ側主査 ド イ ツ 国 際 大 学Pro£Dr.AndreasReuter

半導体分科会 日本側主査 東京大学 教授 鳳 紘一郎

ドイツ側主査 マ ッ ク ス プ ラ ン ク研 究 所Pro£DLHans-JoachimQueisser
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4.第12回 目独 情 報 技 術 フ ォ ー ラ ム の

開 催

第12回 目独情 報 技術 フ ォー ラム は,1999

年5月2日 か ら5日 まで,ザ クセ ン州都 ドレ

スデ ンで開催 されました。 ドレスデ ンはチェ

コとの国境近 くに位置す る,「エルベの フィ

レンツェ」 とも称 される歴史 と文化の香 る街

です。 しか し,第 二次大戦中に町全体が破壊
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されたた め,ま だ無残 な姿 を晒 してい る建 物

も多数 あ ります。 しか しなが ら,本 来の姿 に

可 能 な限 り忠 実 にあれ と,聖 母教 会 の粉 々に

な った元 来 の集材 の破 片 に番 号 を付 け,一 つ

一 つ積 み重 ね てい くほ どに 自国の文 化 を愛 す

る ドレス デ ン市民 の誇 りと愛着 は,街 中の建

物 や収 蔵 品の美 しさ,そ の保存状 態 に溢 れる

ばか りに投影 されてい ま した。

写 真 で ご紹 介 してい るのはそ の設計 を手が

けた ゴ ッ トフ リー ト ・ゼ ンパー の名 を とった

「ゼ ンパ ー ・オーバ ー」 とい うオペ ラ座 です。

ここは ワー グナーの 「タンホ イザ ー」 の初演

も演 じられた,由 緒 あ る建 物 です。他 に,ザ

クセ ン ・バ ロ ック建 築の代 表作 であ るツ ヴ ィ

ンガー宮殿,ザ クセ ン王家 の宝物 を収 蔵 した

宝物殿 な ど,華 やか な中世 ヨー ロ ッパ文化 繁

栄 の跡 と,戦 争 の惨 禍 とい う歴 史の物 悲 しさ

が不思議 な調 和 と存 在感 を醸 し出 してい ま し

た。

第12回 フ ォー ラ ム は,ド レス デ ン市 の 中

心 を流 れ る絵 の よ うに美 しいエ ルベ河畔 にあ

るホ テル"TheWestinBellevue"で 開か れ ま

した。

第12回 フ ォー ラム で は,各 分 科 会 の仕 切

りに捕 わ れる こ とな く,幅 広 いテーマ につ い

て各 々が分野 を超 えて意見 交換 を行 う とい う

方針 が従 来以上 に強調 され,パ ネルセ ッシ ョ

ン枠 を多用 す る な どの工 夫 が な され ま した。

パ ネル とい う形 態 を採用 したためか ,参 加者

か らの質問,意 見 も多数発 せ られ,従 来 に も

増 して一層 活 気 ある フ ォー ラム とな った観 も

あ りま した。

以下 に プロ グラムの概 要 を示 します。

第12回 目独情報技術フォーラムプログラム(敬 称略)

PlenarySession1
"Welc

omeandOpeningSpeeches"

両国政府挨拶

ザクセン州 首相Prof.Dr.KurtBiedenkopf

連邦教育科学研究技術省(BMBF)次 官Dr .

UweThomas

通商産業省 機械情報産業局長 広瀬 勝貞

両 国議 長挨 拶

ドイ ツ国立 情 報処 理研 究 所(GMD)理 事 長

Prof.Dr.DennisTsichritzis

東 洋 大学 学長 菅 野 卓 雄

基調 講 演

京都 大 学 教 授 池 田 克 夫
"ApplicationofN

ewMediaintheUniversity"

PlenarySession2

基 調 講 演

エ ル フ ル ト大 学 教 授Prof .Dr.PeterGlotz
"U

niversitiesandtheNewMediain

Germany',

TOP c1:"QuantumComputing',

Topc2:``ITS(lntelligentTransportSystems)',

Topc3:``lntellectualPropertyinCyberspace　

Sessionl

NewMediaWorkshop:"DigitalBroadcasting"

ComputerWorkshop:"MobjleComputingand

NetWorking"

SemiconductorWorkshop:"Technologiesfor

Memories,,

Session2

NewMediaWerkshop:"MultimediaandNext

Generationlnternet"
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ComputerWorkshop:"ProgressofSoftvvare

Engineering"

SemiconductorWorkshop:"QuantumDots"

TechnicalVisits

(1)TUDresden&lnfineonTechnologies

Dresden

(2)WackerSiltronicsFreiberg

(3)Koenig&Bauer(printingmachines)

Radebeul&RutgersAutomotive(brakelinings)

Coswig

今回のフォーラムには,日 本側か らは議長

である東洋大学 菅野 学長,日 本政府代表 と

して通商産業省 広瀬 機械情報産業局長,当

フ ォー ラム推 進委 員 会委員 や各 セ ッシ ョンの

発 表 者,49名 が 参 加 され ま した 。 一方,ド

イ ツ側 か らは議 長で あ る ドイツ国立情報 処理

研 究所(GMD)Tsichritzis理 事 長,ド イツ政府

代 表 と して ザ クセ ン州Biedenkopf首 相,連

邦 教 育 科 学研 究 技術 省(BMBF)Thomas次

官,当 フ ォー ラム推 進委 員会委 員や各 セ ッシ

ョンの発 表 者,52名 が 参 加 とな り,両 国 に

お ける最 新 の情 報技術 に関す る活 発 な意見交

換 とデ ィス カ ッシ ョンが行 われ ま した。なお,

期 間中 に開かれ た両 国主査 会議 な らび にコ ア

メ ンバ ー会議 にお い て,次 回 の 第13回 フ ォ

ー ラム は2000年 秋 に関 西 方 面 で 開催 す る こ

とが両 国 間で合意 され ま した。
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来園の政府支援ハ イエ ンド
コンピューティング研究開発動向

i先端情報技術研究所

1.は じめ に

米 国 で は,情 報技 術 分 野 で世 界 を凌 駕 す

る こ とは 国 是 で あ り,政 府,大 学 ,民 間 な

ど,国 を挙 げ て情 報 技 術 の レベ ル ア ップ を

行 お う と して い ます 。 そ の 中で,情 報 技 術

の イ ンフ ラ とな りうるハ イエ ン ドコ ン ピュ

ー テ ィ ング技 術 の研 究 開発 は
,政 府 主 導 の

色 合 い が 最 も強 い もの の 一 つ で あ ります 。

ペ タ フ ロ ップス コ ン ピュ ー テ ィ ング は
,そ

の フ ロ ン トラ ンナ ー で あ り,今 や 国 家科 学

技 術 委 員 会(NSTC)の 管 轄 す るHpcc(High

Pe㎡o㎜anceComputingandCommunication)計

画の 主要 な柱 を形成 してい ます 。 これ らの動

き は,大 統 領 直 属 情 報 技 術 諮 問 委 員 会

(PITAC)の 答 申,そ れ を受 けた2000年 度 大統

領予 算教書 な どで強力 に加速 され ようと して

い ます。

一 方
,米 国 に限 らず,ハ イエ ン ドコ ン ピ

ュ ー テ ィ ン グ分 野 は市 場 規 模 が 小 さ く,そ

こで の研 究 開発 投 資 がす ぐに利益 に結 びつ

か な い こ とか ら,民 間 での 自主研 究 は成 立

しに くい こ とは衆 知 の事 実 とな って い ます 。

ハ イエ ン ドコ ン ピュー テ ィ ン グ研 究 開発 を

牽 引 す る ア プ リケ ー シ ョン と して従 来 か ら

存 在 す る,気 象,航 空 ・宇 宙 な ど科学 技 術

計 算 が い まだ に主 要 な部分 を占 め て い る こ

とは間 違 い な く,そ れ が市 場 の小 さ さの 原

因 とな ってい ます。

ハ イエ ン ドの一 歩手前 の コ ン ピューテ ィン

グ領域 で は,ビ ジ ネスア プ リケー シ ョン分野

で もデー タマ イニ ングや可視 化技術 な ど,デ
ー タイ ンテ ンシブな領域 で超 高速 コ ンピ

ュー

タが用 い られ る ように なって きてお り,す で

に出荷 台数 割合 は科学技術 用途 を凌 いで い る

とされ ます 。 この よ うな領 域 では,従 来のベ

ク トル型 コ ンピュー タでは な く,多 数 の スカ

ラー プ ロセ ッサ で構 成 され るSMPク ラス タ

が用 い られて い ます。

米 国政府 の高速 コ ン ピューテ ィング領域 を

育 成す る戦 略 は,す べ ての アプ リケー シ ョン

に対応 で きる コ ン ピュー タ シス テム と して,

ス カラー型並 列 システ ム を指 定 し,そ の適応

市 場規 模 を拡大 す る と ともに,ソ フ トウェア

を初 め と し,MPUな ど構 成 要 素 に至 る総 合

的 な技術 の底 上 げ をね らってい ます 。そ して,

その最先 端領域 と してハ イエ ン ドコン ピュー

テ ィング研 究 開発 が位 置づ け らガて いる と考

え られ ます 。

上述 した ように,現 状 での主 要 な アプ リケ

ー シ ョンであ る気 象 関連 な どの科 学技術 計算

で は,そ の アル ゴ リズ ムの特徴 や これ までの

ソフ トウェアの蓄積 に よ り,依 然 と してベ ク

トル型 コン ピュー タの支持 者が多 い こ と も事

実 で あ り,こ の解決 が(局 所 的 な)大 きな問題

とな ってい ます。 ベ ク トル型 コ ンピュー タの

有利 な領域 と して,科 学技術 計算 や可 視化 が
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あ るこ とは間違 い ない よ うであ り,ソ ニ ーの

プ レイステ ー シ ョン2(6.2Gflops)な どの よう

に コ ン シュ ー マ に直 結 す る時 代 で もあ りま

す。

一 方
,米 国で はハ イエ ン ドコ ンピューテ ィ

ング環境 を,よ り多 くのユ ーザ に提 供 す る仕

組 みの構 築が真 剣 に考 え られてい ます。NSF

のPACIを は じめ と し,Grid,Globus,

Legionな どネ ッ トワー クで計 算 資源 を提 供す

る システム,ツ ー ルな どに関す るコ ンセ プ ト

構 築,技 術 開発 が盛 ん に行 われて い ます。 そ

れ らの環 境 で用 い られ る言 語 と してJAVAが

取 り上 げ られ,そ れに対す る関心 は非常 に高

く,学 会 な どのセ ッシ ョンで は常 に参加者 を

引 きつけて い ます。

ここで は,米 国連 邦政府 の投資 す る情 報技

術研 究 開発 の うちハ イエ ン ドコ ン ピュー テ ィ

ング分 野 の動 向 につ いて,CIC研 究 開発 小委

員会 のBlueBook,大 統領予 算教 書,OSTP発

表資料 な ど,イ ンター ネ ッ ト上 で入手 で きる

情報,及 び海外調査 に よる情報 な どを参考 に

して述べ ます。

内容 は,米 国政府 での研究 開発 政策 を立案,

決 定,実 行 す る組 織 形 態,ま た,21世 紀 を

に らんだ研 究 開発 政策 の方 向 ・内容,さ らに,

その実行状 態 を示す研 究 開発 予算 につ いて述

べ ます。

特 に重 要 で あ る と思 わ れ るASCIプ ロ グラ

ム につ いて は,1項 を費 や して解 説 し,さ ら

に,ペ タフ ロ ップ スの1,000倍 の コ ン ピュー

テ ィング能力 をね らうウル トラスケ ール コ ン

ピューテ ィングを紹 介 します。

図1米 国科学技術政策立案 ・実行組織
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2.米 国 ハ イ エ ン ドコ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ

研 究 開 発 政 府 組 織

米国 の科 学技術 政 策 を決定 す る組織 を図示

す る と,図1の よ うに な ります 。大 統領 を筆

頭 とす る連邦 政府 は,議 会が成立 させ る法律

に則 り,政 策 を実現 す る予 算教 書 を作 成 し
,

議 会 に提 出 します。ハ イエ ン ドコ ンピューテ

ィ ング分 野 で の 基 本 法 は,1991年 に成 立 し

たHPC(HighPerformanceComputing)Actで

す。議会 で は,議 会証 言 な どの政府 説明 をも

とに審議 し,修 正 ・可 決す る ことに よ り,政

府実行 が可 能 とな ります 。

予 算 教 書 作 成 の も と と な る 科 学 技 術 政

策 は,大 統 領 府 の 科 学 技 術 政 策 局

(OSTP・Office・fS・i・nceandTech・ ・1・gy

Policy)が ま とめ,大 統 領 に進 言 し ま す 。

政 策 の 議 論 は 大 統 領 を座 長 と し,各 省 庁

長 官 な ど政 府 高 官 で 構 成 さ れ る 国 家 科 学

技 術 委 員 会(NSTC:NationalScienceand

TechnologyCouncil)で 行 われ ます が
,専 門

的議 論 は分 野 ご との 委 員 会 で な され,IT技

術 政策 は テ クノロ ジ委員 会(CT:Committee

onTechnology)で 議 論 され ます。

3.米 国 ハ イエ ン ドコ ン ピュ ーテ ィン グ

研 究 開 発政 策

3.1こ れまで

米国政府が実行する政策は,大 統領の名の

下に各政府機関が立案,執 行が行 われますが,

これ までの政策立案の経緯から,ハ イエ ン ド

コンピューティング分野におけるゴア副大統

領の役割 ・リーダーシップは特に重要である

と思われます。以下 に,OSTPの 文書 に示 さ

れた内容 をもとに,ゴ ア副大統領関連の政策

を列挙 し,米 国の情報技術政策の変遷 を簡単

に記述 します。

(http・〃www.P・b.whit・h・ ・se.9・v/・・i-

resA2R?urn:pdi://oma.eop.gov .us

/1999/1/25/12.text.1)

ゴ ア(AlGore)は ,20年 以 上 前,議 会 の

一 員 と し て
,最 初 に"Information

Superhighway"と い う言 葉 を普 及 した と記 述

さ れ て い ます 。

1984年 高 品 質 イ ン タ ラ ク テ ィ ブ な教 育

ソ フ トを 開 発 ・流 通 さ せ る 法 律

を提 出 しま した 。

1989年 連 邦 政 府 のHPCC研 究 プ ロ グ ラ

ム を起 こ す 法 律 を提 出 しま した 。

1991年 再 提 出 に よ りHPCActが 成 立 し

ま した 。

1993年 副 大 統 領 と して,NII(National

InformationInfrastructure)構 想 を

打 ち 出 し ま した 。 こ こ で は,次

の 項 目 が 提 唱 され ま した 。 遠 隔

通 信 市 場 の 競 争 の 増 加,イ ン タ

ー ネ ッ ト上 へ の 政 府 情 報 頒 布
,

新 規 無 線 企 業 へ の よ り多 くの 周

波 数 割 り当 て,個 人 情 報 の 保 護

強 化,イ ン ター ネ ッ トと情 報 技

術 の 非 営 利 ア プ リ ケ ー シ ョ ン の

パ イ ロ ッ トプ ロ ジ ェ ク ト。

1994年 米 国 中 の 全 て の 学 級 ,図 書 館 と

イ ン タ ー ネ ッ トを結 ぶ こ と を 目

標 に掲 げ ま した。

同 年GII(Globallnformtitionlnfrastructure)

を提 唱,G-7,ITU,サ ミ ッ ト,

APECで 同意 を得 ま した 。

1996年TelecommunicationsActに よ り
,

学 校 と 図 書 館 か ら の イ ン タ ー ネ

ッ トア ク セ ス を可 能 と しま した。

ゴ ア に よ り ,教 育 テ ク ノ ロ ジ

(コ ン ピュ ー タ,ソ フ トウ ェ ア,



教 員 訓 練)へ の投 資 は増 加 し,

1993年$23Mが,1998年$700M

とな りま した。

同 年NGI(NextGenerationlnternet)

の 名 の下 に,今 日の イ ンター ネ

ッ トの1,000倍 の ス ピー ドア ップ

を提 唱。

1998年NGI構 想 は議 会 承 認 を受 け,法

制化 され ま した。

同 年 個 人 プ ラ イバ シ ー保 護 の た め
"El

ectronicBillofRights"を 提

唱 。法律 に も りこまれ ます 。

この ように,米 国 の情 報技術 政策 の大 きな

流 れは,ゴ ア副大 統領 を中心 と して策定 され

て きた と考 え られ,彼 の去就 は,将 来 の米国

情 報技術政 策の行 く末 に大 きな影響 が あ る と

考 え られ ます。

ハ イエ ン ドコ ンピューテ ィング分野 に関連

す る政策 は,上 述 の1991年HPCActを 主 な

よ りどころ として研 究開発投 資が な されて き

たが,政 府 は,次 に示す項 目をその主 な成 果

と して主張 してい ます 。

(a)高 性 能 コ ンピュー テ ィ ングの商 用基 準

として スケー ラブルな並 列処理 を確 立 し

ま した。

(b)効 果 的 なハ イエ ン ドコ ンピュー テ ィ ン

グデバ イス と して超並列 システム を創 出

しま した。

(c)ハ イエ ン ドコ ン ピュー テ ィ ングの ため

の科学 的基 礎(教 育 訓練 を受 けた科学 者

と技 術者,ア ー キテ クチ ャに関す る新 し

い ア プロー チ,次 世代 技術 な ど)を 創 出

しま した。

(d)高 性 能 コ ン ピュー テ ィ ング使 用 を容 易

にす る20億 ドル規模 の ミッ ドレ ンジ高

性 能 コ ンピューテ ィ ング市 場 の技 術 的基

礎 を実 現可 能 にす る とと もに,政 府 の経

費 を削減 しま した。

(e)エ ネル ギー省(DOE)のASCI(Accelerated

StrategicComputingInitiative)プ ロ グラム

の ため に短期 的 な コ ンピューテ ィ ング技

術 を実 現可 能 に しま した。

テラ フロ ップ スが達 成 され た現在,米 国 は

次 の成 果 と して,1ペ タ フロ ップス(Pflops)

の持 続 的処 理 速 度 を掲 げ て い ます 。1999年

度BlueBookで は,適 切 な資金 と技 術 的 な注

目が集 ま り,特 定 の基 幹技術 が現在 の速度 で

進 歩 し続 け れ ば,2007年 まで に 目標 が 達 成

され る と予想 され てい ます 。

3.2大 統領 直属 情報 技術 諮 問委 員会(PITAC)

報告

(http:〃www.whitehouse.govパVH!EOP

/OSTP!NSTC/html/annualrpt98.

html)

1997年2月,ク リン トン大統領 はPITACを

設 立 しま した(前 述 しま した よ うに設 立 当 初

はPACと 呼 ばれ てい ま した)。PITACは,科

学技 術 を所 管 す る大 統 領補佐 官 でOSTP長 官

であ るNealLaneを 通 して,NSTCに 高度情 報

通 信 及 びIT技 術 の全 て の分 野 に関 す る方 針

と勧告 を与 え る責務 を負 い ま した。PITACの

委 員 は,産 業界 と大学 か ら広 く選 出 され た専

門家か らな ります。

1998年6月,PITACは,大 統領 に書 簡 を送

り,全 ての米 国民 の生活 の質 と水準 を常 に向

上 させ るため,情 報 通 信 お よびIT技 術 研 究

へ の公 的投資 を著 しく増加 すべ きで あ る と主

張 しま した。そ こで,大 統 領 は,科 学技 術担

当大 統 領補 佐 官 に,情 報 通 信 及 びIT技 術 分

野で野心 的 な新研 究 プ ログラム を作 成す る よ

う指示 しま した。PITACは,1998年8月 に大
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統領 に提 出 した 中間報 告書 にお いて,精 緻 な

意見 を述べ ま した。 中間報告 書 では,研 究 開

発 投 資 イニ シア テ ィブ(「 副 大統 領1999」 で

表 明 され たInformationTechnologyforthe

TwentyFirstCentury(IT2))に 関 して ,科 学 技

術補佐 官 に対 す る有益 な指針 が与 え られ た と

されてい ます。

1998年9月,PITACは そ のメ ンバ と他 の非

政 府専 門 家で な る6つ のパ ネル を召集 し,中

間報告 の提 案 を精 密化 し,最 終報告 に加 え て,

1999年2月 に大統領 に提 出 しま した。

3.321世 紀 に 向 け て の 情 報 技 術 政 策

(IT2:1・f・ ㎜ ・ti・nTech・・1・gyf・・th。

Twenty-FirstCentury)

(http://www.whitehouse.govハVH/EOP

/OSTP/html/fy2000it.htm1)

2000年 度 大 統 領 予 算 教 書 に お い て ,ク リ

ン トン大 統 領 と ゴ ア副 大 統 領 は情 報 技 術 研 究

の 政 府 投 資 の 大 幅 な 強 化 を表 明 して い ます 。

特 に,従 来 のHPCC予 算 とは 別 枠 で ,前 年 度

HPCC予 算 の28%増 加 に相 当 す る ,$366Mを

支 出 す る 新 イニ シ ア テ ィブ を創 始 す る政 策 を

打 ち 出 し ま し た 。 こ の 野 心 的 な 計 画 は 「21

世 紀 に 向 け て の 情 報 技 術 」(IT2:"IT

Squared":InformationTechnologyforthe

Twenty-FirstCentury)と 呼 ば れ,連 邦 政 府 の

情 報 技 術 研 究 に 関 す る 画 期 的 な新 公 約 で あ る

と され ます 。PITACとNSTCの ア ン ブ レ ラ の

リー ダ ー シ ップ の も と で ,1999年2月,研 究

開発 担 当 省 庁 は"lnformationTechnologyfor

theTwenty-FirstCentury:ABoldInvestmentin

America'sFuture"の ドラ フ トを ま と め ま し

た 。 こ の 文 書 の 付 録 に は各 省 庁 の 役 割 が 説 明

され て い ます 。

IT2ド ラ フ トで は,重 点 項 目が 以 下 の よ う に

指摘 され てい ます 。

(D長 期 的情報技 術研 究

・情報 通信基 盤の優位 を導 く

・1960年 代 に始 まる政 府 の投 資 が

現 在 の インターネットにつ なが った

(2)科 学,工 学 お よび 国家 の ため の先端 コ

ン ピュ ーテ ィング

・医薬 品の 開発期 間短 縮
,低 公害 ・

高効率 エ ンジ ンの設計,竜 巻 の高

精度 予測 の ブ レー クスル ー を もた

らす

(3)経 済 ・社 会 に生 じる情 報革命 の研 究

・大 学 で の増 加 す るIT技 術 者 の訓

練 を助 長 す る努 力

4.米 国 ハ イ エ ン ドコ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ

研 究 開 発 政 府 予 算

(http://www.access.9Po.gov/su _docs/b

udget/index.html)

4.1米 国HPCC予 算 の変遷

大 統領 予 算教 書 の 中で,HPCC予 算 は,主

要 な個別 予算 の 一つ と して取 り上 げ られてお

り,NSTC所 管 とな ってい ます。1991年HPC

Actが 成立 し,そ の後具 体 的 に予 算 が計 上 さ

れて きま した。 その変遷 を表1に 示 します 。

多 少 の増減 はあるが,概 略年 々増 額 されて

い ます 。1997年 度以 降$100M～$150Mの 増

加 が達 成,も し くは見 込 まれ てお り,2000

年 度 のHPCC予 算 は$1,462M(約1 ,754億 円,

1$=12円 換 算)で す。

ち なみ に,2000年 度 全 予 算 は$1 ,766B(約

212兆 円)で その う ち,自 由投 資 で きる分 は
,

$592B(約71兆 円)で す 。 全研 究 開発 予 算 は
,

$78,242M(約9兆3,890億 円)で,そ の うち ,非

軍事 関連予 算 は$39,761M(約4兆7700億 円)で

51%を 占め ます。 、
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表1HPCC予 算の変遷($M)

省庁 1993

Actual

1995

Actual

1996

Estimate

1997

Estinlete

1998

Actual

1999

Estimate

2000

Proposed

DOD 298 375 315 357 220 168 207

NIH 47 68 81 97 98 111 ll5

NASA 82 131 116 128 120 93 136

DOE 100 119 121 152 489 610 659

NSF 233 297 291 294 265 301 314

商務省 12 30 31 35 20 27 27

EPA 一 一 12 12 25 3 4 4

運輸省 一 一 24 23 12 一 一 一 一 一 一

教育省 一 一 16 12 22 一 一 一 一 一 －

Veterans 一 一 24 21 6 一 一 一 一 一 一

合計 772 1,096 1,023 1,128 1,215 1,314 1,462

4.2DOD,DOE,ASCI予 算

1998年 度 に は,DOE予 算 の大 幅 な増 加 が

見 られ ます が,こ れ は元 々DOE独 自の プ ロ

グラ ムで あ ったASCIがNSTCす なわ ちCIC

研 究 開発 小委 員会所管 にな り,予 算計 上 され

た こ とが 原 因 ですが,ASCIへ の予 算 配分 が

大 幅 に増加 してい る ことも原 因であ る と推察

します 。 同時 にDOD予 算 の大 幅 な減 少 が 見

られ ます が,こ の 原 因 と して,こ れ まで の

DODの 研 究 開発 をASCIに 組 み 入れ た可 能性

も考 え られ ます。

予 算配 分 か ら,1998年 度 にお いてASCIは

HPCCプ ロ グラム に組 み入 れ られ る こ とに な

った と解 釈 で きます。 ただ,予 算 教 書 で は,

ASCIは 「AdvancedStrategicComputing

Initiative」となってお り、 「Accelerated」 とな

ってい ない理 由は不 明 です。

DOEの1998年 以 降 の予 算 内容 を表2に 示

します が,非 軍 事 予 算 は1997年 度 とそ れ ほ

ど変 化 は あ りませ ん が,軍 事 予 算 で あ る

ASCIへ の支 出 が飛 び抜 け て大 き くな って い

るこ とがわ か ります 。

表2DOEのHPCC関 連予算の内訳($M)

予算種別 1998Actual 1999Estimated 2000Proposed

Energy(CivilianProgram) 115 126 116

Energy(ASCI) 374 484 543

計 489 610 659

ASCI:AdvancedStrategicComputingInitiative*2000年 度 予 算 教 書114ペ ー ジ

4.31T2予 算

2000年 度 に は,前 出 のIT2が 新 イニ シアテ

ィブ として新 たにス ター トし,強 力 に推進 さ

れ よ う と して い ます が,予 算 教 書 に は,

InformationTechnologylnitiativeと してHPCC

予 算 とは 別 に,表3に 示 す 総 額$366Mの 予 算

が 計 上 され て い ます 。
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表31T2予 算($M)

Agency

FundamentaI

Inform劔ion

Technology

Research

Advanced

Computingfor

Science,

Engineering,and

theNation

Ethical,Legal,and

S㏄ialImplications

紐dWorkforce

Pmgmms Total

DOD $100M 一 ー一 一 一 一 $100M

DOE $6M S62M $2M $70M

NASA $18M $19M $lM $38M

NIH $2M $2M $2M $6M

NOAA $2M $4M 一,一 $6M

NSF $100M $36M $10M $146M

Total $228M $123M $15M $366M

5.米 国 ハ イ エ ン ドコ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ

研 究 開 発 技 術 動 向(1999年 度Blue

Book)

BlueBookは,テ クノロ ジ委 員会(CT ,旧

CIC委 員 会)が 編纂 し,大 統領 予 算 教 書作 成

のため大 統領府 に毎年提 出 され る研 究 開発 計

画書 です 。 この 中で,HECCの 研 究 開発へ の

投資 は,ハ イエ ン ドコ ンピューテ ィ ングにお

ける米 国の指 導力 の基盤 を築 き,産 官学 のア

プ リケー シ ョン と広範 な社 会的 アプ リケ ー シ

ョンで のハ イエ ン ドコ ンピュ ーテ ィ ング/計

算 の利 用 を促 進す る と主 張 されてい ます。 ま

た,研 究 開発 分野へ の政 府機関 の慎 重 な投 資

によって,科 学 ・工 学 ・経 済分野 での将来 の

競 争力 を保 証 し,国 家の安全 のニ ーズ を満 た

すため に必 要 な計 算 中心型 やデー タ中心 型 の

分散 アプ リケ ー シ ョンの開発が 可能 になる と

されてい ます。

HECCの 研究開発が貢献す る重大 な米国連

邦政府の ミッシ ョンニーズ として,具 体的に

次の項 目が挙げ られています。

(1)国家の安全

(2)環境/気候/気象

(3)航 空探 査 と宇宙探 査

(4)エ ネル ギー研 究(太 陽,燃 焼,核 融合)

さ らに,HECC推 進 の原 動力 とな る社 会的

アプ リケー シ ョンは,次 の ような広 範 な領域

に及 ぶ と主 張 され てい ます。

(1)保 健医療

(2)危 機 管理/自 然 災害警 告

(3)長 期 的 な環 境 ・エ ネルギ ー管理

(4)教 育 と生涯 学習

上 記 の 目的 を達成 す るため,HECC研 究 テ

ーマ を次 の よ うに規定 してい ます
。

(1)複 雑 な シ ステ ム にお け る物 理 的 ・化 学

的 ・生物 学的 モ デ リ ングおよ び シ ミュ レ

ー シ ョンのた めの アル ゴ リズ ム

(2)大 量 の情 報 を必 要 とす る科 学 ・工 学 の

ア プ リケ ー シ ョン
し

(3)今 後何年 にも渡 って コンピューテ ィン

グ分野の最先端 を米国が歩み続 けること

を可能にする量子 ・生物 ・光 コンピュー

テ ィングの先進概念

このような思想のもとに行 われてきた連邦

政府のHECC研 究開発 の成果 として,ス ケー

ラブルな並列処理の確立デ超並列 システムの
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創 出,科 学 的 基礎(教 育訓 練 を受 け た人 材,

アー キ テ クチ ャに関 す る新 しいア プ ローチ,

次 世代技 術 な ど)の 創 出,20億 ドル規模 の ミ

ッ ドレンジ高性 能 コ ンピュー テ ィング市場 の

技術 的基礎 の実 現,政 府 の経 費 削 減,ASCI

プ ログラムの短期 的技 術 目標 実現 が挙 げ られ

てい ます。

次 の 目標 は,1ペ タフロ ップス の持続 的処

理速度 の実現 です 。適切 な資金 と技 術 的 な注

目が 集 ま り重要視 され る ことに よ り,こ の 目

標 は2007年 まで に達 成 され る と示唆 されて

い ます。

BlueBookで は,連 邦政 府 のHECCに 対 す

る投 資 をス ラス トと呼 ぶ次 の4分 野 に分類 し

て述べ て い ます。

(1)ス ラス ト1:シ ステム ソ フ トウェ ア技術

テ ラフロ ップス規模 の シス テムの有用

性 と効果 を産官学 の各種 の アプ リケー

シ ョンにつ いて改善 す る ことを 目的 と

し,中 期 的 な技術 開発(3～5年)が 中

心 です。

(2)ス ラス ト2:未 来世代 コ ンピューテ ィン

グの ための最先端研 究

重 点 目 標 は,ペ タ フ ロ ッ プ ス

(Petaflops)の 持 続 的処理 速 度 とエ クサ

バ イ ト(ExaBytes)の 記憶 容量 を達 成す

る た め の長 期 的 な研 究 と技 術 開発 で

す 。

(3)ス ラス ト3:ア プ リケ ーシ ョンへ の新技

術導 入

多 くの政 府機 関 は,開 発 され た新 アプ

リケー シ ョ ンを最 初 に導 入す るた め,

また,問 題解決 に計算科 学の ア ルゴ リ

ズ ムを使 うため に,大 規模 な計 算 中心

型 や デー タ中心 型の省庁 ミッシ ョン駆

動 型の科 学 アプ リケー シ ョン開発 に投

資 します。

(4)ス ラス ト4:HECC研 究 用 の イ ンフ ラ

最大 の処理 パ ワー とバ ン ド幅 を備 えた

バ ラ ンスの とれ たR&Dイ ン フラ を保

証す る こ とを 目標 とし,大 規模 テス ト

システ ム上 と大規模 ・高性 能 の計算網

/ネ ッ トワ ー ク上 に構 築 され る研 究 設

備 を支援 します。

6.ASCIプ ロ グ ラ ム

6.1は じめ に

1995年6月,10年 で10億 ドル の予 算 支 出

を 予 定 し たASCI(AcceleratedStrategic

ComputingInitiative)プ ロ グラ ムは,4年 目を

迎 え,2004年100Tflopsに 向 けて順調 にマ イ

ルス トー ンを達 成 してい ます 。米 国は,核 反

応 の未臨界 実験 を繰 り返 してお り,そ れ と相

補 的 な関係 にあ るASCIプ ログラムの達 成 は,

最 重要 戦略 的政策 の一 つ とい え るで しょう。

大 統 領 の予 算 教 書 に よる と,1998,1999,

2000年 度 の3年 間の総計 だ けで約14億 ドル を

支 出予 定 とな っ てい ます 。1997年 度 の予 算

要 求が約1.22億 ドル なので,予 算面 で か な り

Acceleratedに なってい ます 。この こ とか ら も,

ASCIが 米 国 のハ イエ ン ドコ ン ピュー テ ィ ン

グ研 究 開発 を強 力 に牽 引 してい る様 子が うか

が えます。

以 下 に,ASCIマ シ ン開発 の現 状 と ソ フ ト

ウェア,ア プ リケ ー シ ョン開発 状況 を記述 し

ます。

6.2ASCiマ シ ン開発 の現状

6.2.1ASCIRed(Sandia国 立研 究所)

Intelが 担 当 して い るSandia国 立 研 究 所 の

Redは,ASCIが 最 初 に開 発 したマ シ ンで,

唯 一,分 散 メモ リ型MIMDア ー キ テ クチ ャ
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を採用 して い ます。

図2ASCIRed

(http://www.sandia.gov/ASCI/images/RedPictures .

htm)

竃 謬ii難::i:;:::::ゴ:::1

::" .、.・ 群::一..嚢.§ 漁 緊

1998年11月 の ト ッ プ500で は
り

Rmax1.34Tflops(理 論 ピー ク性 能1 .83Tflops)

で世 界 最 速 で す 。

(httP・〃www…tlib.・ ・gfO・n・hm・・k/t。P500

/top500」ist.html)

この マ シ ン は,ユ ー ザ か ら見 る とUNIXマ

シ ン と し て 使 用 で き ま す 。 実 際 のOSは
,

PragonのOSで あ るSUNMOSを ベ ー ス と した

Cougar(Pumaの イ ン テ ル版)を 用 い て い ます
。

現 状 の性 能 を以 下 に ま とめ ます 。

(http://www.sandia.gov/ASCI/rFLOP/

Home _Page.html)

(1)ピ ー ク性 能:1.8Tflops

(2)構 成:9,326PentiumPro/200MHz(4 ,536

computenodes)

(3)メ モ リ:0.68Tbytes

(4)ス トレー ジ:39×1.2Tbytes

(5)消 費 電 力:??Mwatts

(6)フ ァイ バ ケ ー ブ ル長:??㎞(miles)

(7)床 面 積(デ ィス ク領 域 をの ぞ く):149

m2(1,600ft2)

(8)キ ャ ビ ネ ッ ト数:84(CPU),10(disk)

一_
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6.2.2ASCtBlue-Pacific(Lawrence

Livemore国 立 研 究 所)

IBMが1996年 に$94Mで 開 発 を 契 約 し た

Blue-Pacificは
,1998年10月,そ の 完 成 が ゴ

ア 副 大 統 領 に よ り 直 々 に 発 表 さ れ ま し た
。 そ

の 諸 元 は 以 下 の 通 り で す 。

(http:〃www・news・c・m1N・wsAtem/0 ,4,28051,0

0.htm1?st.ne.2.head)

(http:〃www.llnl.gov/asci!platforms/bluepac/sst

gallery/)

(http://www.rs6000.ibm.com/resource/features

/1998/asci _oct/asci_fact.html)

図3ASCIBIue-Pacific

(http・"www・11・1・9・v/・ ・ci/pl・tf・m・fOluepac/sstg・

llery/)

(1)ピ ー ク性 能:3.88Tflops(Livemlorecode

に よ る測 定)(1998 .10.28)

(2)RS/6000SPで 構 成:1,464hodes(4.way

SMP:5,856PowerPC604e/332MHz)

(3)メ モ リ:2.6Tbytes

(4)ス トレー ジ:75Tbytes、(米 国 国 会 図 書

館 蔵 書 が 全 て格 納 で き ます)

(5)消 費 電 力:1.OMwatts(本 体 は

0.5Mwatts?)

(6)ケ ー ブ ル 総 延 長:6.4km(4miles)以 上 の

No・4ワ イ ヤ と80㎞(50miles)の フ ァ イバ

ケ ー ブ ル

(7)床 面 積:900m2(8,000ft2)



ぷ

,

(8)重 量:52.5tons(105,000pounds)

(詳 し く は

http://www.11nl.gov/asci/news/phasel _SST.

htm1を 参 照)

こ の マ シ ンは,核 兵 器 シ ミュ レー シ ョ ンの

3次 元 化 に用 い られ ます が,ゴ ア 副 大 統 領 は

医 療,製 造,航 空 機,気 象 の 分 野 へ の 適 応 も

指 摘 して い ます 。IBMは,ス ー パ ー コ ン ピュ

ー タの よ り広 い 応 用 と して
,デ ー タ マ イニ ン

グや ウ ォー ル ス トリ ー トで の ポ ー トフ ォ ー リ

オ最 適 化 な どの ビ ジ ネ ス分 野 を見 て い ます 。

RS/6000SPの よ り小 さ な タ イ プ はSchwab

の よ う な会 社 で 用 い られ て お り,そ こ で は,

BluePacificの1/14の100-nodeシ ス テ ム が

Web-basedstocktradingの た め に稼 働 して い

ます 。 また,UnitedAirlinesで は,旅 客 輸 送

管 理 に用 い ら れ て い ます 。 現 在,全 世 界 で

5,000台 のRS/6000SPシ ス テ ム が 稼 働 して い

ます 。

62.3ASCIBIue-Mountain(LosAlamos国

立研 究 所)

3研 究 所 の 中 で は 最 も情 報 の 開 示 が 少 な

い 。 現 在,LosAlamos国 立 研 究 所 のWeb

図4ASCIBIue-Mountain

(http://www.lan1.gov/asci!bluemtn/ASCしfly.pdf)

ペ ー ジ(http:〃www .lanl.gov/asci/)の 中 に

開 設 さ れ たStrategicComputingComplex

な る ペ ー ジ が 充 実 さ れ つ つ あ り ま す

(http://www.lanl.gov/asci/scc/)。

一 方
,HIPPIネ ッ ト ワ ー ク(http:〃ext.lanl.

gov/lanp/hipPi-maps.html)とATMネ ッ ト ワ ー

ク(http://ext.1anLgov/lanp/atm-maps.html)に つ

い て は,詳 し い 記 述 が あ る 。

1998年11月 に,SiliconGraphicsに よ り 開

発 さ れ たBlue-Mo皿tainの 実 性 能 が 以 下 の よ

う に 発 表 さ れ ま し た 。

(http://www.lanl.gov/pr()jects!PAINews/111298.

html#anchor263034)

(http://www.1anLgov/asci!bluemtn/ASCI_fly.pdf)

(1)ピ ー ク 性 能:1.6TeraOps

(2)構 成:480rigin2000(128-WaySMP:全

6,144processor/250MHz)

(3)メ モ リ:1.5Tbytes

(4)ス ト レ ー ジ:76Tbytes

(5)消 費 電 力:1.6Mwatts

(6)フ ァ イ バ ケ ー ブ ル 長:766㎞(476miles)

(7)床 面 積:929m2(10,000ft2)

(8)キ ャ ビ ネ ッ ト数:384(CPU),48(meta

router),96(disk),8(HIPPIswitch)

BlueMountainは,1999年 中 にnuclear

stockpileに 関 連 し た 何 千 も の シ ミ ュ レ ー シ ョ

ンを計 算 し,80×10'80psを 実行 す る こ とが

期待 され てい ます 。
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6.2.4ASCIWhite(LawrenceLivemore国 立

研 究 所)と そ れ 以 降 の 計 画

IBMが 受 注 したASCIWhiteは
,10.2Tflops

達 成 を め ざ したRS/6000SPで す が ,2000年 半

ば にLivemore国 立 研 究 所 に納 入 され る予 定

で す 。512nodesを 有 し(表4参 照)
,全 必 要 電

力6.2Mwatts,設 置 面 積1 ,579m2(17,000ft2)を

必 要 と し ます 。 こ の た め,新 建 屋 を建 築 して

い ます 。(http:〃www .llnl.gov/asci-scrapbook/)

次 の30Tflopsマ シ ンはLosAlamos国 立研 究

所 で開発 され る予 定 ですが,IBMが 公表 す る

ASCIBIue以 降のハ イエ ン ドマ シ ン性 能 の開

図5ASCIWhite(予 定 図)

(http・"www」1・1・9・ ・/・・ci!im・g・・!・pti・n-whit・-larg・ .jp9)

一{

発 ロー ドマ ップ は,表4に 示 す ように,よ り

ア グ レ ッシブ な計 画 とな ってい ます
。

表41BMのASCIマ シン開発ロー ドマ ップ

1999年 2000年 2002年 2004年
総合演算速度 3-4Tflops ユ0+Tflops 60+Tflops 120+Tflops

デバ イス 1GF/proc

lGF/chip
1.3-1.6倍 3+倍

6+倍

2倍

S匝)構 成 8procs/SMP 2倍 2倍 同左
ノー ド性 能 6-8GF/node 2.5-3倍 6-8倍 2倍
ノー ド数 512nodes 同左 同左 同左

Afte「 αW・n・ ・e・ ・LP・ ・c ・ ・nl…W・ ・k・h・p・nN・x・G,。,,a,i。nCli
。、,,M。d,ls

intheAdvancedComputingFacilities
,March1999.

LosAlamos国 立 研 究 所 のSCC(http:〃www .

lanl.gov/asci/scc/)の 文 書 に よ る と
,2004年

100Tflopsマ シ ン ま で の シス テ ム要 求 環 境 が

表5ASCIマ シン環境 ロー ドマップ

表5の よ う に 明 示 さ れ て い ま す 。 こ れ は
,

ASCIBIue-Mountainを 構 成 す るOrigine2000

を ベ ー ス に した 見 積 も りで す 。 よ

System 6Tflops 30Tflops 100Tflops、
Date 2000年1月 2002年1月 2004年9月
Power(CPU+disk) 5MW 7.5MW 9.OMW
Heatdissipation 16MBTU/hr 25MBTU/hr 30MBTU/hr
面積(CPU+disk) ～12

,000ft2 >40,000ft2 >40,000ft2
Power(cooling) 3.4MW 4.5MW 5.OMW

(
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7.ウ ル トラ ス ケ ー ル コ ン ピ ュ ー テ ィ ン

グ(UltraScaleComputing)

(http://www.darpa.mil/ito/research/ultra/

index.html)

7.1は じめ に

米 国ハ イエ ン ドコ ンピューテ ィング研 究 開

発 政策 の根 幹 は,呼 称 は どうあれ,HPCAct

で 規 定 され て きたHPCC計 画 と新 設 のIT2イ

ニ シアテ ィブであ り,そ の現在 の情 報処 理能

力 目標 は,ペ タフロ ップス コ ンピューテ ィン

グを実 現す る こ とです。 この ため,米 国政 府

は,ASCI(Rainbow)マ シ ンに代 表 され る,多

数 のス カ ラプロセ ッサ で構成 され る超並列 コ

ンピュー タの 開発 に注 力す る一方 で,超 伝 導

素子RSFQをMPUと し,各 種 の 半導 体 ・光

技 術 を結 集 したHTMTア ー キテ クチ ャに よる

実現 に も投資 を し,目 標達 成 に適遣 して い ま

す。

ペ タフ ロ ップ スマ シ ンは,一 般 に は まだ

遠 い 目標 で あ る と考 え られ てい ます が,米

国 は早 け れ ば2007年 に 目標 を達 成 す る準 備

を して い ます 。 さ らに米 国 は,す で にペ タ

フ ロ ップ ス の次 をめ ざす 研 究 に も着 手 して

い ます 。 そ の 目標 は,エ クサ フ ロ ッ プ ス

(Exaflops=1,000Pflops)で す 。

図6DARPAの ウ ル トラ ス ケ ー ル コ ン ピ ュ ー タ 計

画 の 位 置 づ け

(httP:〃www.sainc.com/ar画ultrascale/perfo㎜ ・htm)

DARPAが 開 発 投 資 を して い る ウ ル トラ ス

ケ ー ル コ ン ピュ ー テ ィ ン グ研 究 計 画 は,現 在

の 半 導 体 技 術 をベ ー ス と した コ ン ピ ュ ー テ ィ

ン グ技 術(COTS:CommercialOff-The-Shelf)

とは異 な る 方 法 を 開発 す る こ と に よ り,よ り

早 く,よ り高 い コ ン ピュ ー テ ィ ング 能 力 を実

現 しよ う と して い ます(図6)。

こ の 研 究 計 画 の 記 述 は,NCOが 発 行 す る

1998年 度lmplementationPlanと1999年 度Blue

Bookか ら登 場 して い ます 。 す な わ ち,こ の

名 称 でHPCC予 算 が 割 り振 られ て い ます 。 両

報 告 書 は,と も に1998年8月 に発 行 され ま し

た 。1998年lmplementationPlanに は,ウ ル ト

ラス ケ ー ル コ ン ピュ ー テ ィ ングの1997年 度 の

マ イ ル ス トー ンが 掲 載 さ れ て い ます が,1998

年 度BlueBook,1997年 度lmplementationPlan

に は,そ れ に 関 す る 記 述 が あ りませ ん 。 こ の

こ と か ら,こ の 計 画 は,1998年 度 の1997年

11月 か ら1998年8月 ま で の 間 に,こ れ ま で の

テー マ を整 理 統 合 して で きた と考 え られ ます 。

1998年 度lmplementationPlanで は,ウ ル ト

ラ ス ケ ー ル コ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ は,DARPA

の ス ケ ー ラ ブ ル シ ス テ ム/ソ フ トウ ェ ア の 項

に,ス ケ ー ラ ブ ル コ ン ピュ ー テ ィ ン グ,ス ケ

ー ラ ブ ル1/0コ ン ソー シア ム
,Quorumと と も

に 含 ま れ て い ます 。 ス ケ ー ラ ブ ル シ ス テ ム/

ソ フ トウ ェ ア は,NSF,NASA,NSAを パ ー

トナ ー と して お り,1998年 度 予 算 要 求 額

は,$40.2Mで す(内 訳:HECC=$35.2M,

HCS=$5.OM)。

7.2研 究 開 発 の 目標(httpV/www.sainc.cornl

arpa/ultrascale/slidestTendex.htm)

数 値 目標 が次 の よ う に規 定 され て い ます 。

(1)性 能:1Exaflops(=1,000Petaflops)以 上

(2)コ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ ユ ニ ッ ト数:1011
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processors以 上

(3)素 子 の大 きさ:原 子 間距 離 レベル

(4)消 費電 力:10'90ps/joule以 下

(5)複 雑 さ:手 に負 えな い複 雑 さ を扱 うこ

とがで きる ように します

(6)賢 さ:推 量 や創造性 を もたせ ます

7.3研 究 分 野

プ ロ グ ラ ム の研 究 分 野 は3つ に 分 類 さ れ
,

各 分 野 で の 研 究 目標 と達 成 の た め の研 究 項 目

が次 の よ う に提 案 され て い ます 。

(1)計 算 方 式 の 新 モ デ ル

104-105プ ロ セ ッサ は ,固 定 ア レ イ,

AdaptableSoftwareの 適 用 ,IO6-IOgプ

ロ セ ッサ は ,Address-Freeの ハ ー ドウ

ェ ア の 適 用,2Nプ ロ ッセ ッサ は 量 子

コ ン ピュ ー テ ィ ン グ を適 用 す る と され

て い ます 。

(a)並 列 コ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ(Continuum

ComputerArchitecture:CCA)

CMOSの 可 能 性 探 求,CCア ー キ テ ク

チ ャ に よ る100Tflops実 現 ,1012演 算

素 子

(httP:〃www・sainc.c・m/arPa/ultrascale/calt

echc.htm)

(b)群 コ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ(Swarmor

AmorPhousComputing)

偏 微 分 方 程 式 を解 くた め の 百 万 要 素 を

持 つ 自動 機 械 の シ ミュ レー シ ョ ン とテ

ス ト

(httP:〃www.sainc.com/arPa/ultrascale/mit

.htm)

(c)量 子 コ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ(QUIC

QuantumInfo㎜ationandComputation)

量 子 状 態 を利 用 して 情 報 の 書 き込 み ,

処 理,読 み 出 しを行 い ます 。

(http:〃www・sainc.c・m/arpa/ultrascale/calt

echq.htm)

(2)物 理 的新 メ カニ ズ ム

(a)DNAコ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ(DNA

ComputationofSu㎡aces)

DNAも し くは他 の 生 体 分 子 中 に デ ー

タ を 蓄 え た り,分 子 中 で演 算 を行 った

り し ま す 。IO2]Bits/cm3以 上 の 密 度 の

実 現

(http://www.sainc.com/arpa/ultrascale/slid

es/index.htm)

(http://www・sainc.com/arPa/ultrascale/uw

.htm)

(b)細 胞 工 学(CellularEngineering)

バ ク テ リ ア の 遺 伝 子 の 配 列 や そ の書 き

換 え を用 い て有 限 状 態 機 械 を実 現 しま

す 。

超 低 コ ス ト実 現

(httP:〃www・sainc.c・m!arPa/ultrascale/cell

ular.htm)

(c)ニ ュ ー ラ ル ネ ッ トワ ー ク(Cultural

NeuralNetworks)

ニ ュ ー フ ル 不 ッ トワ ー ク プ ロセ ッサ の

アー キ テ ク チ ャ研 究 を進 め
,脳 型 コ ン

ピ ュ ー テ ィ ン グ を確 立 を探 求 し ます
。

例 と して シ リ コ ン上 に培 養 した 神 経 物

質

(httP:〃WWw・SainC.C・m/arPatUltraSCale/neU

ral.htm)

(3)ハ イ ブ リ ッ ド情 報 装 置

(a)情 報 処 理

各 種 信 号 を化 学 プ ロ セ ス に変 換 す る バ

イ オ技 術 に よ る双 方 向 通 信

(b)周 辺 機 器

生 物 的 な セ ンサ や ア ク チ ュエ ー タ と通

常 の コ ン ピュ ー タ との 接 続

●



(http://www.sainc.com/arpa/ultrascale/slid

es/index.htm)

(c)ス ト レ ー ジ

器 官,細 胞,組 織 で 形 成 さ れ る メ モ リ

へ の 入 出 力 機 構

(http://www.sainc.com/arpa/ultrascale/slid

es/index.htm)

8.お わ りに

本報告を終わるに当た り,こ れまで記述 し

てきたことを筆者の主観 によってまとめると

ともに,感 想を述べ ます。

米国における情報技術研究開発政策 は,大

統領の指導力のもとに,最 終的には各省庁が

実行 します。当然,予 算執行 も各省庁が行い

ます。 この意味で,省 庁の持 っている権限は

強大で,か つ縦割 りの弊害が生 じるのは必然

です。 しか しなが ら,優 先項 目の選定,政 策

の整合性,予 算配分 などの決定をNSTCの テ

クノロジ委員会やCIC研 究開発小委員会 に権

限と責任 を持 たせて決定 させることにより未

然 に防止 しようとしています。権限は,委 員

会の答申が直に政策に反映 されることでその

効力を発揮 します。責任 は,委 員個人の社会

的評価 に負 うところが大 きいが,最 終的な責

任を大統領が とることが特徴で,そ れによっ

て米国ではすべてが解決 されているように思

われます。

現在の クリン トン政権の特徴である情報技

術強化政策の推進は,ゴ ア副大統領のイニシ

アティブによるところが大 きい と思われます

が,今 や米国の遠い将来 をもにらむ基本方針

になってお り,基 本 となるシステム!ソフ ト

ウェア指向は政権が変わっても変わることは

ないで しょう。また,研 究領域 としてのハイ

エ ン ド/フロンテ ィア分野 は,政 治,軍 事,

経 済の 各分 野 にお いて,米 国が世界 で常 に優

位 を保つ ため に必要不 可欠 であ り,PITAC答

申やIT2イ ニ シア テ ィブで 主 張 され る長期 的

な研 究 開発 重視 政策 は時 の情 勢 に よ り トー ン

の違 いは出 て くる ものの,他 国 に比 べ研 究投

資 を緩和 す る こ とは予 想 しが たい。

2000年 度大 統領 予算 教書 に よる と,HPCC

予 算 が$1,462M(約1,754億 円),IT2予 算 が

$366M(約440億 円)で す。HPCC予 算 の うち半

分 近 い$543MはDOEの 軍 事 的 計 画 で あ る

ASCIに 支 出 され,さ らに,DARPAの$207M

を差 し引 い た残 りは,$712M(約854億 円)と

な ります 。 この ような投 資が 一時 的 な景気 対

策 で はな く,各 省 庁 ミッシ ョン実現 に必 要 な

技術 開発 の ため,ポ リシー を持 って継続 的 に

な される ところ に米 国情報技術 研 究の強 みが

あ る と考 え られ ます 。

米 国ハ イエ ン ドコン ピュー テ ィ ング技 術 の

め ざす とこ ろ は,こ の先10年 を見 通 す と1

Pflopsの 計 算 能力 で あ り,そ の ための ソフ ト

ウ ェア/ハ ー ドウ ェ アの研 究 開発 に注 力 して

い ます 。 その実現 の原 動力 はDOEのASCIで

あ る こ と は 間 違 い あ りませ ん が,さ ら に

NSA,NASA,DARPAは 超 伝 導 素 子 や

PIM(Processors-ln-Memory)で 構 成 され る

HTMTア ーキテ クチ ャに よ りペ タフロ ップス

を短 期 に達 成 しよ う とす る動 きもあ ります 。

これ は,暗 号解 読,ネ ッ トワー ク情 報 デ ー タ

マ イニ ングな どの グローバ ルネ ッ トワー ク戦

略へ のペ タフロ ップスマ シ ン早期 適用 を目論

んで い るので はないか と推 察 され,国 家 ミッ

シ ョン としての研究 開発 テ ーマの存在 が,研

究 開発 推進 にいか に重要 で あるかが示 されて

い ます 。 さ らに,量 子 コ ン ピュ ーテ ィ ング,

DNAコ ン ピュー テ ィン グな ど,次 世 代 の コ

ンピューテ ィングアーキ テ クチ ャ研 究 をひ と
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ま とめ に し,1Exaflopsを 目標 と した 「ウル

トラ ス ケ ー ル コ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ」 を

DARPAが 推 進 す る な ど,フ ロ ンテ ィア を極

め る努力 を怠 って い ませ ん。

ここで,情 報技 術研 究開発 におい て
,米 国

が最 も意識 して いるの は 日本 であ る ことは間

違 い あ りませ ん。 それ は,組 織 予算 ,研 究

開発 テーマ等が揃 ってい る ように見 えるか ら

で す。例 えば,組 織 で は,表6の よ うに比較

で き ます。

表6科 学技術政策

米国 大統領 OSTP NSTC PCAST PITAC

日本 総理大臣 科学技術会議

(科技庁)
科学技術会議 科学技術会議 (高度情報通

信 社 会推 進

本部?)

t

表6は,科 学技術 庁科学技術 政策研 究所

の調査資料No .55を 参考 に した ものですが,

()内 は,筆 者が書 き加え ました。これか

ら,科 学技術会議の責任は非常 に重 く,重 要

な位置にあることが うかがえます。

政府支出の情報技術研究開発予算は,そ の

ようにまとまった費 目がないので明確ではあ

りません。だだ し,科 学技術基本計画により

平成8年 度から5年 で17兆 円を予定 し,平 成

11年 度 には科学技術 全体で3兆1 ,552億 円 を

支出する力 は侮れないと見 られて当然です。

研究 テーマで は,科 学技術庁主導の2001

年度 に ピー ク性能40Tflopsで 稼働 し,気

象 ・気候 ・地殻変動 を計算機上 に実現す る

「地球 シ ミュ レー タ」計画や,2004年 度 に1

Pflopsの 速度で分子動力学計算や生体化学反

応計算がで きる専用計算機実現 をめ ざす理化

学研究所の計画があ り,こ れ ら計画自身は米

国のHPCCやASCIに 勝 るとも劣 らない もの

です。

このような観点 に立つ と,わ が国の情報技

術開発は順風満帆ですが,こ の分野で,将 来

の不安 を持つ関係者が多いのはなぜ で しょ

う。 筆者 は次 の点 を危惧 します 。

(1)組 織 ・予 算 で,科 学技 術 会 議 は,省 庁横

断 的 な科 学技 術 振 興 調 整 費 を有 して い ます

が,そ の 額 は 科 学技 術 全 体 で270億 円(1998

年度)で,米 国のHPCC予 算(非 軍事)と 比べ て

も約1/3で す。 また,省 際調 整 の実 施段 階が

トップ ダウ ンで な く,省 庁 間のバ ランス を崩

す ような運用 はや りに くいの では ないで しょ

うか。

(2)研 究 プ ロ ジェ ク トテー マ が単 発 で,そ の

先 をに らんだ グ ラ ン ドデザ イ ンが見 当 た りま

せ ん。 地球 シ ミュ レー タや理研 の コン ピュ ー

タは,次 に どの よ うにつ なが ってい くの か明

確 にすべ きで はない で しょうか。

米 国の情 報技 術研 究 開発 政策 に関 す る情 報

は,イ ンター ネ ッ ト探索 だけで 明確 な コ ンセ

プ トが 入 手 で き,さ らに ,Implementation

Planの よ うに,HPCC関 連 の研 究 開発 内容
,

テーマ毎 の参加省 庁名,予 算 の配 分 な どが親

切 に記 述 され て い る文書 が公 開 され てお り
,

上述 の ような危 惧が 生 まれ る余 地 を未 然 にな

くして い ます。

わが国 におい て も,イ ン ター ネ ッ トに よる
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省庁 の情報 開示 は,最 近 とみ に著 しいですが,

米 国 の よ う に納 税 者 へ の説 明責 任 を前 提 と

し,全 体像 とその根 拠 とな る基礎 デー タをわ

か りやす く提供 しようとい う意欲 は,結 果 と

して伝 わ って きませ ん。

ハ イエ ン ドコ ンピューテ ィ ング研 究 開発 推

進には,国 民合意形成が最重要であることは

言 うまで もな く,そ れ を達成するためには,

政府か ら各研究機関に至る全ての階層で,よ

り進んだ情報公開の努力が必要不可欠な もの

と考えます。

工
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一一
総務部

1.理 事 会 の開 催

平成11年6月17日(木)に 平成11年 度第1回

理事会が開催 され,次 の議案が審議 ・承認 さ

れました。

・平成10年 度事業報告書 について

・平成10年 度収支計算書
,正 味財 産増減

計算書,貸 借対照表および財産目録 につ

いて

・就業規則の変更 について

・給与規程の変更 について

・職員退職手当支給規程の変更について

・規程の変更について

・平成ll年 度補助金 の受入れお よび これ

に伴 う補助事業の実施について

2.評 議 員会 の 開催

平成11年4月8日(木)に 評議i員会が開催 さ

れ次の議題が審議 ・承認 されました。

・平成10年 度事業実施状況について

・平成11年 度事業計画お よび収支予算 に

ついて

【卦 報 】(平 成11年4月 以 降)

11.3.31稲 垣早苗(元 理 事

元 日本 アイ・ピー ・エム社長)

11.5.6米 澤 滋(元 理事

元 日本 電信 電話 公社総 裁)

一一情報セキュリティ対策室

情 報 セ キュ リテ ィ対 策室 で は,セ キュ リテ

ィ対 策,シ ステム監査 に関 す る調査研 究 及び

プ ライバ シーマ ー ク制度 の運用 を行 って い ま

す 。 また,コ ン ピュ ー タ緊急 対 応 セ ン ター

(JPCERT/CC),シ ス テム監 査 学 会 の事 務 局

運 営 を推 進 してい ます 。

1.セ キ ュ リテ ィ対 策 に 関 す る調 査 ・

研 究

当協 会では平成2年 度 に 「21世紀へ飛躍

す るセキュ リテ ィ産業 一宇ー一2010年におけるセ

キュリテ ィ産業市場一」 を刊行 しました。そ

の後,イ ンターネ ットの普及や情報技術の急

速な進展 によって,セ キュ リテ ィ対策や技術

のあ り方 も変化 を見せています。 そのため,

平成9年 度 よ りセキュ リティ技術の現状 と今

後に関 して,当 協会 にセキュリテ ィ対策検討

委員会(委 員長 今井秀樹 東京大学生産技

術研究所教授)を 設けて,情 報環境の変化 を

見据えた見直 しを行って きました;そ の成果

と して,2010年 にお け るセ キ ュ リテ ィ産 業

の規模 を表1-1の よ うに予測'し ま した
。

なお,成 果は 「情報セキュ リティの術 と産

業の将来動向に関す る調査研究報告書」 に取

りまとめましたので,詳 細 につては報告書 を

参照 して ください。

●



表1-12010に おけるセキュ リテ ィ関連産 業の市場予測

産業
市場予測

(億 円)
補足

1.コ ン ピ ュ ー タ 製 造 500 コ ンピュー タ市場 の3%を 占め る

2.周 辺 機器 ・製品製造 4,300 年率10%の 伸びで推移する

3.ネ ッ トワ ー ク(HW製 造) 900 年率20%の 伸びで推移する

4.ネ ッ トワ ー ク(SW製 造)
一 市場的には難 しい

5.セ キ ュ リテ ィソ フ ト製造 9,500 年率10～60%の 伸びで推移する

6.ネ ッ トワー ク管 理

監視

認証

ア ウ トソー シング

鍵管 理

100

100

100

100

7.コ ン テ ン ツ 管 理 114

8.バ ッ ク ア ッ プ リ カ バ リ ー 940

9.警 備 74,000 年率5～15%の 伸びで推移する

10.金 融
一 セキ ュリテ ィ分野 の市場 としては難 し

い

11.保 険 ・保 証 1,100 年率3%の 伸 びで推移する

12.シ ス テム イ ンテ グ レー シ ョン

教育

評価

監査

ソ リューシ ョン提 供

10

30

30

1,900 5.セ キュ リテ ィソフ ト製造 の20%

計 93,700

2.シ ステム監 査 に関 す る調 査 ・研 究

昭和61年1月 に通商産業省 よ りシステム

監査基準 が公表 されて以来,当 協 会では シ

ステム監査の推進 に努 めて きま した。その

一環 として
,わ が国の システム監査の実態

を把握す るために隔年で アンケー ト調査 を

実施 してい ます 。前号で も報 告 した通 り,

平成10年 の秋 にユ ーザ ー企業約4,700社 に

対 して実施 し,そ の調査結果 を 「わが国 に

お けるシステ ム監査 の現状」 と して報告書

に取 りまとめ ま した。

3.プ ラ イバ シ ー マ ー ク制 度 の 運 用

平 成11年3月20日 に 日本 工 業 規 格 「個 人

情報 保護 に関す る コンプラ イア ンス ・プログ

ラム」(JISQ15001)が 制 定 され た こ とに伴

い,平 成11年4月 以 降,当 該JISと の適 合性

を評価 す る第三者機 関 と して,引 き続 き運用

してい ます 。 この措置 に伴 い,そ れ まで に 申

請 を受 けて認定 した事 業者 につい ては,改 め

てJISに 準 拠 す る見直 しを奨 め て い ます。 平

成H年5月 末 日現 在63事 業 者 とな って い ま

す。

なお,最 新 の状況 につ いて は,当 協会 の ホ

ームペ ージ をご覧 下 さい
。

一54一
一
辰



月別付与認定時業者数

平成10年9月 3

平成10年10月 13

平成10年11月 4

平成10年12月 11

平成11年1月 0

平成11年2月 6

平成11年3月 18

平成11年4月 8

平成11年5月 0

合 計 63

業種別付与認定時業者数

業 種 事業者数

情報処理 サービス業 47

医療機関 1

結婚紹介業 3

就職情報提供業 3

人材派遣 ・斡旋業 2

DM発 送業 1

マーケティング㌔リサーチ業 6

合 計 63

3.JPCTRT/CC(コ ン ピ ュ ー タ 緊 急

対 応 セ ン タ ー)の 運 営

PCERT/CCが 平 成11年1月 か ら3月 の3ヶ

月間 に受 けた不正 アクセ スの情 報提供 は255

件 で した。 これ は前 四半 期 とほ ぼ横 ばい で,

報告件 数 だけか らみ る と若干落 ち着い た状 況

にあ ります。

JPCERT/CCで は,こ れ らの報告 か ら技 術

的な対 応策 を検討 し,関 連す るサ イ トへ 情報

の提供 あ るい は交換 を行 な ってい ます。

また,対 応 策 は 「緊急情報 」 や四半期毎 の

「活動概 要」 に と りまとめ,JPCERTICCの ホ

ームペ ージ にア ラー トと して掲 載 してい ます

ので,ネ ッ トワー ク管理 の方 はそ ち らも是非

ご覧下 さい。

その他,啓 発 活動 と して ネ ッ トワー ク関係

の イベ ン トにおい て各種 セ ミナー を開催 した

り,企 業等 のセ ミナ ーに協 力 す るこ とな どを

通 じて,ネ ッ トワー ク管理 者 に安全対 策 につ

いての注 意 を喚 起 して い ます。

JPCERT/CCの 活 動 状 況 や ,不 正 ア ク

セ ス に 関 す る 最 新 の セ キ ュ リテ ィ技 術 情

報 に関 して は,今 後 もホ ー ムペ ー ジ(URL

http:〃www.jpcert.or.jp/)を 活 用 して発 信 して

い きますの で ご利 用 くだ さい。

調査部

1.高 度 情 報 ネ ッ トワ 一白ーク社 会 に 関 す

る調 査研 究

ユ ーザニーズに応 えた情報通信サー ビスの

あ り方について検討するため,東 京工業大学

令 田高俊教授 を委員長 に,委 員会を開催 して

います。前年度は,主 としてサプライヤー側

が考 える新サー ビスの可能性や,そ の提供 に

あたっての問題点,制 度 ・商慣習面での障害

などについて検討 しました。今年度 は,こ れ

をベースに,ユ ーザの実際の利用動向につい

てアンケー ト調査 を実施 し,そ こか ら浮かび

上がる望 ましいサー ビスの姿 を明 らかにする

予定です。

2.情 報技 術の 活用 と環境 整備 に関 す

る調査研 究

情報通信技術が企業等に与える影響および

情報化投資の効果や,情 報通信技術を活用す

るにあたっての環境整備のあり方を明らかに

することにより,日 本経済の再活性化を促す

マ



ため,慶 応義 塾大学 の 國領 二郎助 教授 を委員

長 に,委 員 会 を開催 してい ます 。

これ まで,企 業 のITガ バ ナ ンス の 向 上,

情 報化 に よる産 業構 造 の革 新,日 米EC市 場

規模 の比 較,情 報化投 資 と生 産性,通 信料 金

問題,イ ン トラネ ッ ト/エ クス トラネ ッ トの

日米比 較 な どを重要 課題 と して取 上 げて検討

して きてお り,そ の成果 は,当 協 会 のホ ーム

ペ ー ジで公 開す る ほか,様 々 な機 会 を捉 え,

広 く発 信 してい く予定 です。

3.情 報 化 白書1999年 版 の 発 刊

「情報 化 白書1999年 版」 が ま とま り,6月

16日 プ レス発 表,19日 発刊 に到 りま した。

99年 版 白書 の副 題 で もあ る総論 テー マ は

「90年代 の情報 化 と今 後 の展 望」。

90年 代 情 報 化 の 総 括 を中 心 と して お り,

この10年 の情 報 化 を特 徴 づ け る潮 流 を,産

業競争 力,経 済 イ ンパ ク ト,イ ンター ネ ッ ト

の技 術 革新,電 子 政府 と電 子商 取引 の4つ の

視 点 か ら時 間経過 を踏 まえて ま とめ たほ か,

主 要 トレン ドを分野 別 に8項 目 と りあ げて お

ります 。

また,世 紀 末 を迎 え,千 年紀 に も重 なる こ

とか ら,1000年,100年 の視 点 か ら今 日の情

報 革 命 を傭 撤 し,コ ン ピュ ー タの誕 生 か ら

50年 の情 報化 の歴 史 を10年 スパ ンで概括 し

て90年 代 へ の導 入 と しま した。

さ ら に,21世 紀 に 向 け て発 展 が 見 込 まれ

る最 近 の情 報 化 の胎 動 を,産 業,家 庭,社

会 の3つ の 視 点 か ら展 望 し,目 下 最 大 の 課

題 と な っ て い る コ ン ピ ュ ー タ西 暦2000年

問題 へ の 対 応 につ き,総 論 の 最 後 と続 く各

論 の最 初 の部 に と りあ げて 緊 急提 言 と致 し

ま した。

この2000年 問題 と合 わせ て今 回 白書 で大

き く取 り上 げたの は,急 速 に実 ビジネス とな

って きた電子 商取 引です 。総論 で特徴 的事項

を と りあ げた ほか,本 年版 よ り各論 に部 を新

設 して,こ れ までの動 向 を体 系的 に整理 して

お ります 。

以上 のほか,各 論 は従来 の基本構 成 を継承

しつ つ最 近1年 の動 向 を 中心 に ま とめ て お

り,そ の裏付 け とな る統計 数値 や年表 をデー

タ編 に付 してお ります。

全598ペ ー ジ,5,250円 。 一般 書 店,政 府

刊行物 セ ンター等 で お求め いた だけ ます 。

(な お,詳 細 レポ ー トを7ペ ー ジ にて紹 介

してお ります ので,合 わせ て ご覧 くだ さい。)

4.主 要 国 に お け る情 報 政 策 に関 す る

調 査 研 究

平成10年 度 よ り 「主要国 における情報政

策に関する調査研究」という事業名に変更 し,

従来以上 に米菓独仏,欧 州連合(EU)の 情

報政策に焦点 を当てて調査 を行 って参 りまし

た。1999年3月 末 には1年 間の調査研究の総

括 として資料 「主要国における情報政策に関

する調査研究」 を取 りまとめ,こ の中では上

記4カ 国,1機 関の他 に,経 済協力 開発機構

(OECD),世 界知的所有権機 関(WIPO)な

ど,多 様な機関の特筆すべ き情報政策 を取 り

上げてお ります。

分けて も,電 子商取引の普及,促 進 を目指

しての法整備 に関す る動 きは全世界的に活発

であ り,本 資料 で も1998年11月 アメ リカ政

府発表の 「電子商取引ワーキ ンググループ年

次報告書」などの電子商取引政策を中心 とし

て,他 に知的財産権,プ ライバ シー ・セキュ

リテ ィ,暗 号政策 などの多様な法的側面に関

する重要な政策発表を調査,取 りまとめ まし

た。
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また,1993年 の ア メ リカ政府 のNII提 唱 に

よ り全 世界 的 に活発 に行 われ てい る各 国の情

報 政策動 向 は年 々多様 とな り,国 家横 断 的 な

予算 規模,主 要 イニ シアチ ブ を把 握す るこ と

は,わ が 国の情報 政策 に も大変有益 で あ る と

の判 断 か ら,平 成10年 度 よ り,先 進 主 要 国

政 府 の情 報技術 政策 関連予 算 に関す る調査 を

行 ってい ます。

ア メ リカ につ い て は,連 邦 政 府 の1999年

度 予 算 教 書(98年10月 ～99年9月)で は ,

情報技 術 政策 予算 を大 き く2系 統 に分 類 して

い ます 。連邦 政府業 務効率化 の ための情報技

術予 算 と先 端 的情 報技術 のための研 究 開発予

算 です。前 者 の情 報技術 予算 では,コ ンピュ

ー タの2000年 問題
,省 庁 業務 の効率 化 を 目

指 した情 報技術 導 入等が あげ られ ます。1999

年 度 の情 報技 術予 算 は,41億6,400万 ドルで

す。 また,後 者 の研究 開発予算 で は,先 端的

な情 報 技術 の研 究 開発 と して,Hpcc(High-

PerformanceComputingandCommunications)計

画 の 後 続 プ ロ ジ ェ ク トのCIC(Computing,

Info㎜ation,andCommunications)計 画,次 世

代 イ ン タ ー ネ ッ ト(NGI:NextGeneration

Internet)等 が あ げ られ ます。 最近,話 題 に な

って い ますNGI計 画 の予 算 は,1998年 度 が

8,500万 ドル,1999年 度 が1億1,000万 ドル と

な って い ます 。

カナ ダにつ いて は,同 国の情 報技 術政 策 を

推進 して い るの は,産 業省(IndustryCanada)

です。 産業省 が推進 している主要 な情 報政 策

は,(1)「CANARIE」(CanadianNetworkfor

theAdvancementofResearch ,Industryand

Education):情 報 ハ イ ウェ ー構 築 を促 進す る

プ ロジ ェ ク ト,(2)「SchoolNet」:国 内の 公

立学校,図 書館,大 学 を情報 ハ イ ウェーで 連

結 させ る プ ロ ジ ェ ク ト,(3)「Community

AccessProgram」:カ ナ ダ国民 にイ ン ター ネ

ッ トへ の ア クセ ス と利用技術 を提 供す るプ ロ

グ ラム等 で す。1998年9月,カ ナ ダの ク レテ

ィエ ン首 相 は,「ECス トラテ ジー」 を発表 し

ま した。産 業 省 は,同 国 のEC開 発 の ため に

「ECタ ス ク フ ォー ス(ElectronicCommerce

TaskForce)」 を設立 し,1998年 度 の予算 は,

300万 ドル とな ってい ます。

イギ リス につ いて は,同 国 が推進 している

情 報技 術 政 策 の 一 つ に 「lnformationSociety

Initiative(ISI)」があ ります。ISIは ,貿 易 産業

省(DTI:DepartmentofTradeandIndustry)が,

中心 となって実施 してい る情 報技術 政策 の一

つ で,1996年2月 に開始 され,2000年 までの

4年 間 の予 定 で実 施 されて お り,情 報 通信 技

術 の 発 展 と利 用 促 進 を 目的 と して い ます 。

1996年 度 か ら1997年 度 の2年 間 の予 算 総 額

は,3,200万 ポ ン ドです 。 また ,同 国 の電 子

政 府 の実 現 の ため に,1997年10月,ブ レア

首相 は,「25%andBeyond」 とい うキー ワー

ドで,「5年 以 内 にテ レビ,電 話 あ る い は コ

ン ピュー タ等 を通 して,政 府 の情報 の四分 の
一 を電 子 的 に オー プ ンにす る

。2002年 まで

に電 子 政 府 を実 現 す る。」 と発 表 しま した。

電子 政 府 計 画 の1999年 度 か ら2001年 度 の3

年 間 の予 算 は,1億5,000万 ポシ ドと な って

い ます。

ドイツにつ いて は,同 国の情 報技術 政 策 を

含 む科学 技術 分野 を所 管 して い るのは,教 育

科学研究技術省(BMBF)で す。科学技術の第

一線 を担 っている学術界 と技術 開発 の主体で

ある産業界 に自由な研究活動 を任せ,政 府は

そのための環境整備 に専念するという産業技

術政策 を推進 して きています。1998年 の連

邦政府における情報技術 に対する研究開発予

算 は,9億8,600万 マルクで,こ の予算 は,
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情 報工学,基 礎 テ クノロ ジー,マ イクロ ンス

テ ム工学,製 造技術,マ ルチ メデ ィアの5項

目か ら構成 されて い ます 。大学 や公 的研 究機

関 の 研 究 開 発 を 支 え て い る 予 算 制 度 は,

BMBFが 所 管 してい る 「機 関助成(公 的研究

機 関の 人件 費 や設 備費等 の基本 的 固定 費 を助

成 す る)」 と 「プ ロ ジェ ク ト助 成(研 究 者 が

研 究 テーマ ごとに企画 書 を作 成 し,助 成 申請

した上 で 審 査 を受 け る)」 の2種 類 に分 類 さ

れ ます。

フラ ンス につ いて は,同 国の最近 の情 報技

術 政策 の流 れ は,1997年8月,ジ ョスパ ン首

相 が行 った 「フラ ンスの情報 社会へ の参加準

備 」 か ら始 ま り,1998年1月,経 済 ・財務 ・

産業省 へ の提 案 であ る 「ロー レンツ ・レポー

ト」,同 年 同月,「 情 報社 会へ 向 けた フラ ンス

政 府 プロ グラムー フラ ンス政 府 ア クシ ョン ・

プ ラ ンー」 とつ なが ります 。 さ らに,1998

年9月,コ ンセ イユ ・デ タ(国 務 院:政 府 の

行 政上 の諮 問機 関)か ら,「 イ ンター ネ ッ ト

とデ ジ タル ネ ッ トワー ク」が発 表 され ま した。

アクシ ョン ・プ ラ ン予算 は,教 育 関係,文 化

関係,産 業 関係 の3分 野 か ら構成 され てお り,

この中の大 きなプ ロジェ ク トとして は,産 業

関係 の 中の プロ ジェ ク トであ る中小 企業対 策

であ り,1998年 は総 額5,000万 フラ ン となっ

てい ます 。

独情報技 術 フ ォー ラムの報告」をご覧下 さい。

6.情 報 化 に 関 す る 海 外 向 け 広 報 活 動

(JIQ)

わが 国の情報 通信 産業 及 び情報 化一般 の最

新 の動 きを海外 に紹 介す るため,英 文 季刊誌

JIPDECInformatizationQuarterly(JIQ)を 発

行 してい ます。

最 近 号 で は,No.ll5で 日本 にお け る個 人

情 報 保護 へ の取 組 み,No.116で 日本 の情 報

通 信 産 業,No.117で 電子 商 取 引 推 進 プ ロ ジ

ェク トをテーマ と して取 上 げ,そ の現 状 や課

題 等 を紹 介 して い ます 。 次 号No.118で は,

モバ イル コ ンピューテ ィングをテーマ に,現

在急 速 に普 及 して きてい る携 帯電 話 をベ ース

に した新 しいサ ー ビス及 びその イ ンパ ク トを

展望 す る予 定 で,以 後,ICカ ー ド,日 本 の

情報 通信 産業(毎 年)な どをテーマ に取上 げ

てい く予定 です 。

一一 技 術 企 画 部 一…

技術企画部 の新規 お よび継続 事業の平成

11年 度 の具体的 な活動内容が固 ま りました

のでお知 らせ します。

5.日 独 情 報 技 術 フ ォー ラム の開 催

1999年5月2日 か ら5日 にザ クセ ン州 ドレ

スデ ンで,第12回 目独情報技術 フォーラム

を開催 しました。両国の情報技術分野におけ

る第一線の学者,研 究者が一堂に会 し,最 新

の情報技術研究の成果 について情報交流 を行

うと同時に,人 的交流 を深めることができま

した。なお,詳 細 は49ペ ー ジの 「第12回 目

1.ネ ッ トワ ー ク エ ー ジ ェ ン トに 関 す

る 調 査 研 究

ネ ッ トワー クエ ージ ェ ン トは,ユ ーザ の代

理 として他 の ソフ トウェアや人 間 と交渉 な ど

をす る新 しい タイプの ソフ トウ ェアです 。今

後,イ ン ター ネ ッ トで展 開 され る様 々な アプ

リケー シ ョンで有効 に適用 され るこ とが期待

され ます 。最近 では,エ ー ジ ェ ン ト構 築用 プ
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ラ ッ トフ ォー ムの公 開や標 準化 活動が 国際 的

に展 開 されてお り,実 用化 へ の取 り組 みが活

発 になって い ます。

この よ うな状 況 を踏 まえ,本 事 業 では,以

下の項 目につい て調査 ・検 討 を行 うこ とと し

てい ます(今 年 度 よ り2年 間の予定)。

(Dネ ッ トワ ー クエ ー ジェ ン トに関 わ る研 究

開発 の現状 と動 向

(2)標 準化 の現状 と動 向

(3)エ ー ジェ ン ト技 術体系 の整理

(4)今 後 の研 究 開発 の進 め方 につ いての提 言

初年度 は,ネ ッ トワー クエ ージェ ン ト技術

委 員 会(委 員 長:西 田豊 明東 京 大学 大 学 院

教授,下 記 名簿 参照)を 設置 し,以 下 の項 目

を調査 ・検討 します。

(1)開 発 事例 を中心 と して調査 ・把 握

(2)今 後 重点 的 な研 究 開発 が必 要 とされ る研

究課題 の整 理

(3)産 業 ・社会 的側面 との 関係 ・影響

〈ネットワークエ一往 ント技 術委 員会名簿 〉(敬称 略)

委員 長

西 田豊 明(東 京 大学 大 学 院工 学系研 究科

電 子情報 工学専攻)

幹 事

木 下哲男(東 北 大学 電気 通信研 究所)

北村 泰彦(大 阪市立大学 工学部 情報工学科)

委 員

上 田隆 也(キ ャノン(株)情 報メディア研究所)

大 沢英 一((株)ソ ニー コ ンピュー タサ イエ

ンス研 究所)

大須 賀 昭彦((株)東 芝 研 究 開発 セ ン ター

コンビ。ユータ・ネットワークラホ"ラトリー)

岡田 誠((株)富 士通研 究所 ネ ッ トメデ ィ

ア研 究 セ ンター)

木野 茂徳(三 菱電機(株)情 報技術総合研究所)

金 淵培(日 本放送協会NHK放 送技術研究所)

桑原和 弘(日 本 電信 電話(株)NTrコ ミュニ

ケー シ ョン科学 基礎研 究所)

小 暮 潔(日 本電信 電話(株)NTTコ ミュニ

ケー シ ョン科学基礎研 究所)

須 栗裕樹((株)コ ムテ ック)

豊 内順 一((株)日 立製作所 システム開発研究所)

中嶋 宏(オ ム ロン(株)技 術本部IT研 究所)

中村祐 一(日 本 アイ ・ピー ・エ ム(株)東 京

基礎研 究所)

服 部 文夫(NTTソ フ トウェ ア(株)技 術 開発

部 エ レク トロニ ック コマー ス技

術 セ ンター)

藤 田 悟(日 本電気(株)C&Cメ ディア研究所)

保 科 剛(日 本 ユ ニ シス(株)シ ステム技術

本部 知識 システム部)

益 岡竜介((株)富 士 通研 究所 コ ン ピュー タ

シス テム研究 所)

間瀬健 二((株)エ イ ・テ イ ・アー ル 知能 映

像 通信 研 究所)

三吉 秀夫(シ ャー プ(株)技 術本 部 マルチメ司 ア

推進 本部 システム開発センター)

和 田英 彦(横 河電機(株)情 報技術開発センター)

渡 辺光 一((株)野 村総合研究所 情報技術調査室)

2.産 学 官 研 究 開 発 コ ミ ュニ テ ィに関

す る構 築 ・運 用

電子情報通信技術 に関す る自由な情報収

集 ・提供 お よび意見交換 などを行 う研 究 開

発情 報 インフラと して,WWWサ ーバ によ

る産学官研究 開発 コ ミュニテ ィの構築 ・運

用 を引 き続 き行 ってい ます。電子情報通信

の分 野 に関す る最 新情 報 を提供 す る 「La

testNews」 で は毎 週,月 ・水 ・金 にデ ー

タを更新 してお り,ま た,研 究 開発 や イベ

ン ト,出 版等 諸 々の ニュ ー ス を提 供 す る
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「BBS」,産 学 官 の研 究 交 流 に関 す るニ ュ ー

ス を提 供 す る 「TechnologyMap」 も適 時

更 新 を行 っ て い ます 。 また,ユ ーザ が よ り

使 い 易 いWebペ ー ジ とな る こ と を 目指 し

て,最 新 の 高速 処 理 が可 能 な マ シ ンに置 き

換 え,非 常 に高 速 か つ 的確 な情 報 検 索 サ ー

ビスの提 供 を図 りま した。

さ らに,ユ ーザが独 自に検索 情報 の絞 り込

みが可能 な環境 を自分 のマ シ ン上 に構築 で き

るビジュ アル ツー ルキ ッ トの開発 を行 い,現

在,リ リー ス準 備 中です。 また,本 年度 は さ

らに幾 つか の機能 を追加 した高機 能版 の ビジ

ュアル ツール キ ッ トの 開発 を行 う予定 で,現

在 その仕様 を検討 してい ます。

また,G7の グロ ーバ ル ・イ ンフ ォメ ー シ

ョン ・ソサ イエ テ ィ ・パ イ ロ ッ トプ ジェ ク ト

の1つ の プロ ジェ ク トと して5年 前 に発 足 し

た グ ロー バ ル イ ンベ ン トリ ・プ ロ ジ ェ ク ト

(GIP)の 日本(通 商産業 省)イ ンベ ン トリの

運営 につい て は,GIP自 体 は今年 一 杯 でパ イ

ロ ッ トフェーズ を終了 しますが,参 加 各 国 と

も引 き続 き運 用 して い くこ とで 合 意 して お

り,こ れ まで 同様 にG7各 国 と有 機 的 に連係

し,本 コ ミュニテ ィのサ ー・…ビス機能 の1つ と

して運用 を行 って い きます 。現 在,日 本 イン

ベ ン トリの新 しいデー タを追 加す るため,プ

ロ ジ ェ ク トに関 す る情報 収 集 を行 っ て い ま

す 。

本 事 業 の 関 連 サ イ ト

・G7GlobalInventoryProject(G】P)

〈http://www.9三P.int!〉

・産 学 官 研 究 開 発 コ ミ ュ ニ テ ィ

〈http://www.gip.jipdec.or.jp!〉

・情 報 化 関 連 政 策 ホ ー ム ペ ー ジ

〈http:〃www.gip.jipdec.or.jp/policy!〉

3.次 世 代 電 子 図 書 館 シ ス テ ム 研 究 開

発 事 業

平 成10年 度 に引 き続 きプ ロ トタ イ プ シス

テム構築 を中心 と した研 究 開発 を行 って い ま

す 。

平 成10年 度 で は以 下 に示 す3テ ーマ の個

別技術 を組込 ん だプ ロ トタイプ システ ム を作

成致 しま した。

・情 報発信 型 エー ジ ェ ン ト技 術

・知的情 報検索 エ ー ジェ ン ト技術

・情報 フ ィル タ リング技術

プロ トタイプ システ ムは当 プ ロジェ ク トで

研 究 開発 を行 って きた個 別技術 に電子 図書館

システムで必 要 とな る既存 技術 を組合 せ て構

築 してい ます。

平 成11年 度 は昨 年 度作 成 の プロ トタイ プ

シス テ ムに以下 の8テ ーマ の個 別技 術 を組 込

み,9月 末 まで に プ ロ トタイ プシ ステ ム構 築

を完了致 します。

・エ ー ジェ ン ト基盤 技術

・マルチメ碕 アテLタベース基盤技術

・アブ.リケーションシステムアーキテクチャ技 術

・マルチメ碕 ア入力 ・変換 ・登録 ・編 集技 術

・高 度文書 入力 システム技術

・用途別統 合検索 技術

・知的財 産権運 用管理 技術

・統合技術

また,完 成 した プ ロ トタイプ シス テムの実

証 実 験 を10月 よ り開始 す る予 定 と して い ま

す。プロ トタイプ システ ム構 築 に当た っては,

ユ ー ザ ニ ー ズ の 反 映 と具 現 化 等 が必 要 な た

め,今 年度 も国立 国会 図書 館 の ア ドバ イス を

受 け なが ら実施致 します 。

な お,平 成11年 度 は当事 業 の最 終 年 度 に

あた りますの で,年 度末 に成 果報告 会の 開催

を計 画 して い ます。
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一 中央情報教育研究所 一一

中央情報教育研究所(CAIT)で は,高 度

情報化人材の育成のために次の研修事業,調

査研究事業および普及啓蒙事業 を実施 してい

ます。

1.平 成11年 度上 期研 修 事 業

(1)高 度情報化人材の研修

本研修 は,高 度情報化人材育成カリキュラ

ムに準拠 した 「モデル研修」 と時宜およびニ

ーズに合致 した 「特別テーマコース」 を
,毎

年継続 して実施 しています。

表1モ デル研修上期日程

コース名 期 間 日 数
(1)シ ス テ ム アナ リス ト

・経営戦略 と情報戦略

・情報技術動向 と情報利用の環境変化

・情報 システムの全体計画

8.26～8.27

9.2～9.3

9.9～9.10

2日 間

2日 間

2日 間
(2)シ ステム監査技術者

・システム監査総論
7.2～7.16 7日 間

・システム監査実践
8.26～9.7 7日 間

(3)プ ロジ ェク トマ ネー ジ ャ

・プ ロジ ェク ト管理総 論
9.29～10.1 3日 間

(4)ア プ リケー シ ョンエ ンジニ ア
5.21～8.5 24日 間

(5)プ ロ ダク シ ョンエ ンジニ ア

・構造化 アプローチによるシステム設計
8.2～8、4 3日 間

・デー タ中心 アプ ロー チ による シス テム 開発

・オブ ジェ ク ト指 向 に よる アプ リケー シ ョン開発
8.25～8.27

9.8～9.10

3日 間

3日 間
(6)ネ ッ トワー クスペ シャ リス ト

・通信回線 と通信機器
、・不 ッ トワー ク通信 技術

5.18～5.20

6.16～6.18

3日 間

3日 間
・LANの 要 求定義 ・設計 ・構 築 ・評価

6.23～6.25 3日 間
・WANの 要求 定義 ・設計 ・構 築 ・評価

9.28～10.1 4日 間
(7)デ ー タベ ース スペ シ ャ リス ト

・デー タベ ース の基礎理 論
7.12～7.13 2日 間

・デー タベ ース シス テムの設 計 と運用
7.28～7.30 3日 間

(8)第 一種共通カリキュラム研修
・コ ンピュー タ科 学基礎

・コ ンピュー タア ーキテ クチ ャ
9.8～9.10

9.16～9.17

3日 間

2日 間
・通信 ネ ッ トワー ク

9.20～9.22 3日 間

表2特 別テーマコース上期日程

コー ス名 期 間 日 数
●提案型設計行動力修得 7.14～7.16 3日 間
● ソフ トウェア営業SEの 基本 と実際 7.8～7.9 2日 間
●C/Sシ ステム開発におけるプロジェク ト管理 7.12～7.13 2日 間
●デー タベース製品の動向 とデー タベース構築の実際 7.8～7.9 2日 間
●Y2K危 機管理計画 とシステム監査 8.12 1日 間
●個人情報保護とシステム監査 8.13 1日 間
● ア ウ トソー シ ングの シス テム監査 8.20、 1日 間

↓
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本 年 度 の上 期(4月 ～9月)に 開催 す る研

修 は,表1お よび表2の とお りです。

今 後 の研 修 日程 や 内容 の詳 細 につ いて は,

教 務 第 二課(TEL:03-5531-Ol76)ま で お 問

い 合 わせ い た だ くか,CAITホ ー ムペ ー ジ

(http:〃wwvv.cait.jipdec.or.jp/)をご覧 くだ さい。

(2)情 報処 理技 術 イ ンス トラ クタ研 修

本研修 は,情 報処 理教育 に携 わ るイ ンス ト

ラク タ等(情 報処理 教育推 進指導 者)の さら

なる資 質 の向上 に向 けて,毎 年継 続 して実施

してい ます 。研 修 コースは,情 報処理技 術 イ

ンス トラ ク タ研修 と企業 内研修 リー ダ養成研

修 の2種 類 が あ ります 。前者 は,情 報処理 専

門学校等 の教員 や企業 等 にお ける情 報処 理教

育担 当者等 を対 象 に,指 導 上の ポ イ ン トや技

術 ・知 識 の修得 を,後 者 は,地 方 におけ る情

報 処理教 育担 当者等 を対 象 に,技 術 ・知識等

の修得 を,主 た る 目的 に して い ます。

① 情報 処理技術 イ ンス トラ クタ研 修

本 年度 の上 期(7月 ～8月)に 開催 す

る研 修 は,表3の とお りです。

また,平 成10年 度 に作 成 した マ ル チ

メデ ィア コンテ ンツ教材 「情 報 リテ ラ シ

ー教育 支援 者お よび情 報 リテ ラ シー教育

指 導 者 育 成教 材 」(CD-ROM教 材)と,

イン ター ネ ッ トを効 果的 に統 合 したマル

チ メデ ィア教育 システ ムの総仕 上 げ とな

るスクー リングコース 「JIT(JustInTime)

教 育 シス テ ム コー ス」(「① パ ソ コ ン環

境 整備 ・運 用実 践 コー ス」,「② パ ソ コ

ン教 育 指 導 法 実 践 コー ス」)を,9月 よ

り平 成12年3月 まで の期 間,毎 月1回 開

表3情 報処理技術インス トラクタ研修の上期日程

コー ス名 期 間 日 数

●教育エ ンジニア コース
・教 育 エ ンジ ニ ア ～ イ ンス トラ ク シ ョ ン業 務 ～ 8.23～8.27 5日 間

・教育心理学 入門 8.2～8。4 3日 間

● シス テ ム ア ド ミニ ス トレー タコ ー ス

・システムア ドミニス トレータ育成カ リキュラムの指導 7.29～7.30 2日 間

ポイン ト
・システムア ドミニス トレータのための表現技法～マル 8.9～8.10 2日 間

チ メデ ィアブレゼ ンテーシ ョン技術編 ～

・シス テ ム ア ド ミニ ス トレー タの た め の デ ー タベ ー ス利 8.23～8.24 2日 間

用と設計の基礎
・ExcelとWordを 使ったQC7つ 道具 と統計確率 7.26～7.27 2日 間

・シ ステ ム ア ドミニス トレー タの ため のWebマ ス ター 8.18～8.19 2日 間

入門 ～HTML入 門編～
・上級 シス テ ム ア ド ミニ ス トレー タ

○上級 システムア ドミニス トレータの実態 と今後の役 8.17 1日 間

割 ・期待

○業務改善やデータ分析の推進ができる実践的情報化 8.18～8.19 2日 間

リーダ養成

●情報化 人材育成 ・指導 コース
・第二種共通 カリキュラム共通知識の指導ポ イン ト 7.27-7.30 4日 間

・第二種情報処理技術 者の学習ポイ ント 8.24～8.25 2日 間

●システム技術コース
・C言 語プログラミング入門とその指導ポイン ト 8.2～8.6 5日 間

・VisualC十 十の実践演習(基 礎) 8.2～8.3 2日 間

・VisualC十 十の実践演習(応 用) 8.9～8.10 2日 間

・Javaプ ロ グ ラ ミン グ入 門 7.22～7.23 2日 間

・Javaプ ロ グ ラ ミン グ応 用 7.26～7.27 2日 間

・SQLプ ロ グラ ミン グ 7.29～7.30 2日 間
・ネ ッ トワー クの基 礎 ～WindowsM4 .0+mndows98のL 8.5～8.6 2日 間

ANと イ ン ター ネ ッ ト～

・Webア プリケーション作成基礎～mW+VBScript, 7.22～7.23 2日 間

田W+JavaScriptに よ る プ ログ ラ ム作 成 ～

・オブジェク ト指向プログラミング入門 8.6 1日 間

・小規模 ネ ッドワー クにおけるプロ トタイプシステム作 7.27～7.28 2日 間

成実習～クライア ン ト・サーバ とイン トラネット～
・日米 におけるインターネ ット/イ ントラネッ ト利用動

向

7.23 1日 間
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催 します。(学 習開始 は8月)

今後 の研 修 日程 や内容 の詳 細 につい て

は,教 務 第一課(TEL:03-5531-Ol75)ま

でお 問 い合 わせ い ただ くか ,CAITホ ー

ムペ ー ジ(http://www.cait .jipdec.or.jp/)を

ご覧 くだ さい。

② 企 業 内研 修 リー ダ養 成研修

本研修 は,す べ て地域 ソフ トウェ アセ

ンター に委託 して実 施 してい ます。

本年度 の研修 内容 は,以 下 に示す とお

りです。

・システ ム開発 技法 関連 コース

・ネットワークの構築 ・管理技術 関連コース

・デ ー タベ ース技 術 関連 コース

・プ レゼ ンテー シ ョン技法 関連 コー ス

・情 報処 理利活用技術 関連 コース

2.調 査研 究事 業

(1)情 報処理教育実態調査

わが国における情報処理教育に関する実態

および最新 の動向 を継続的に把握 し,情 報処

理教育施策 の検討 に資す ることを目的 と し

て,本年度 も継続 して当該調査 を実施 します。

調査方法は,学 校等教育機関(大 学,短 大,

高専,情 報処理専門学校,高 等学校)と 企業

(情報サービス企業,ユ ーザ企業)を 対象に,

学生や情報処理技術者への情報処理教育の現

状 をアンケー ト調査 によ り把握 し,特 に情報

処理技術者に対するニーズの変化に対応 した

人材育成方法 を中心 に調査分析 する予定 で

す。

(2)高度情報化人材育成に関する調査研究

情報通信技術 の進展や利用環境の変化 に対

応 した高度情報化人材の育成に関 して,本 年

度は以下の事業を実施 します。

① 高度情報処理技術 者育成指針 に関す る

調査研究

産業構造 審議会情報産業部会情報化人

材対策小委員会(以 下,「 産構審情報化

人材対策小委員会」 とい う。)で の人材

育成 に関する検討報告 に沿 って,今 後の

人材育成のための情報化人材の認定や教

育機関等の認定の制度的仕組みや方策に

ついて調査研究 を実施 します。

② 高度情報化人材育成のための基盤整備

前記の産構審情報化人材対策小委員会

での検討報告に沿って,ユ ーザ企業の戦

略的情 報化投 資 を支援す る 「ITコーデ

ィネータ」人材等 について調査研究 を実

施 します。

③ 新 しい標準 カ リキュラムの開発

前記の産構審情報化人材対策小委員会

での検討報告に沿って,今 後の試験制度

との連携 を強化 し,ま た,情 報化人材育

成の動向を踏 まえ,新 しい標準 カリキュ

ラムの開発作業 を実施 します。

(3)国 際化 に対応 した情報処理技術者の育成

に関す る調査研究

わが国の情報化人材類型や標準 カリキュラ

ム等の情報化人材育成関連情報についてイン

ターネ ッ ト等 により積極的に海外へ公表する

とともに,海 外の情報化人材育成 システムや

情報処理技術者の人材類型,育 成状況お よび

公的試験等の情報の収集分析,ま た,国 際相

互認証関連の調査 を実施 します。

(4)高 度情報化人材育成のための応用調査研

究

標準 カリキュラムに沿った教育の普及 ・向

上 を図るため,こ れまで標準 カリキュラムに

準拠 した学習用テキス トをは じめ とする各種

マルチメディア教材,教 育手法等の調査研究

等 を行 って きました。本年度か ら,こ れ らの
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成果の一つである情報 リテラシー教育指導者

と支援者 を育成す るためのマルチメデ ィア教

材および学習者管理等の利用 システムの試行

的運用を実施す るとともに,マ ルチメディア

教材お よびシステム等の維持管理,機 能強化

等 を実施 します。

(5)新 技術 を利用 した情報処理技術教育 シス

テムに関する調査研究

平成9年 度 か ら3年 計画 で,「 いつ で も,

どこからで も学習で きる教育システム」の実

現に向けたプロ トタイプを構築 し,各 システ

ム構成要素 を連携 した実験 ・評価 を行 ってき

ています。

最終年度である本年度 は,前 年度の実験結

果 を踏 まえ,一 部の プロ トタイプ機能 を改

善 ・拡充 し,ま た,プ ロ トタイプ評価実験用

の教育 コンテンツと各種 データベースを作成

し,本 プロ トタイプ等 を使用 したモデル研修

の実施 と評価 ・検証 を実施 します。

3.普 及 啓 蒙 事 業

(1)情 報処理教育機関等 に対す る普及啓蒙

産業界のニーズに即 した高度情報処理技術

者教育の推進 と,地 域における情報処理技術

者の育成 を活性化 し,地 域の情報化の推進に

資するため,情 報化人材育成学科認定校 をは

じめとする情報処理専 門学校の教職員や企業

における情報処理教育担当者を対象に,講 演

や意見交換等 を内容 とした 「地域交流セ ミナ

ー」等 を開催する予定です。

(2)高 度情報化人材育成標準 カリキュラム等

の普及 ・頒布

① 高度情報化 人材育成標準 カリキュラム

の普及 ・頒布

13種 の改訂版標 準 カリキ ュラム を未

改訂の4種 とともにCD.RoM1枚 に格納

し,販 売 してい ます 。

口 「SC1997高 度 情報 化 人材 育成 標準 カ

リキ ュラムCD-ROM版 」

定価:12,600円(本 体価 格12,000円+

消費 税。送料 別)

② テ キス トの普 及 ・頒 布

改訂 版 シス テム ア ドミニ ス トレー タ育

成 カ リキュ ラムに準拠 したテキ ス トを作

成 し,販 売 してい ます 。

口改 訂版 システム ア ドミニス トレー タテ

キ ス ト

定価:3,675円(本 体価 格3,500円+

消費税)

また,当 研究 所 が監修 した第二種共 通

テキス トは,コ ンピュー タ ・エ ー ジ社

か ら出版 され,販 売 して い ます。

③ 購 入等 の問 い合 わせ 先

調査 企画 部普 及振 興 課(TEL:03-5531-

0177)ま でお問い合 わせ いただ くか,CAIT

ホームページ(http:〃www.cait.jipdec.or.jp/)

をご覧 くだ さい。

情報処理技術者試験センター一 …

1.平 成10年 度 事 業報 告

1.1情 報処理技術者試験 の実施

当協 会は,昭 和59年4月 に通商産業大 臣

より情報処理技術者試験の実施機関に指定 さ

れ,情 報処理技術者試験センターにおいて年

2回(春 ・秋期)の 試験 を実施 してい ます。

平成6年10月 の秋期試験か らは,通 商産業

省のi新情報化人材育成策に即 して設定 された

試験制度 に移行 しましたが,情 報化の急速な

進展 を反映 して制度移行後の4年 半で応募者
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は232万 人 を突 破 し,合 格 者数 も26万 人 に達

してい ます。

平 成IO年 度 には,応 募者 が570,904名 ,合

格 者 が71,688名 とな り,昭 和44年 度 試 験 開

始 以 降 の30年 間の 合格 者 は合計 で75万 人 を

数えています。

本年度における試験の実施概要は次表のと

お りで,試 験区分別 ・試験地別の状況は下記

の とお りです。

平成10年 度情報処理技術者試験 実施概要

平成10年 度春期試験 平成10年 度秋期試験
試験期 日 平成10年4月19日(日) 平成10年10月18日(日)
試 験 案 内

書 ・願書の

配布および

受付期間

平成10年1月6日(火)
～平成10年2月6日(金)

平成10年7月1日(水)
～平成10年8月7日(金)

試験区分 プロジェク トマネージャ試験

システム運用管理エ ンジニア試験

プロダクシ ョンエ ンジニア試験

データベーススペ シャリス ト試験

マイコン応用 システムエ ンジニア試験

第一種情報処理技術者試験

第二種情報処理技術者試験

システムアナ リス ト試験

システム監査技術者試験

アプ リケー ションエ ンジニア試験

ネ ッ トワークスペシャリス ト試験

第二種情報処理技術者試験

上級 システムア ドミニス トレータ試験

初級 システムア ドミニス トレータ試験
試験地 札幌 帯広 旭川 函館 青森 盛岡 仙台 秋田

山形 郡山 水戸 宇都宮 前橋 東京 埼玉 千葉

柏 八王子 横浜 川崎 厚木 新潟 長岡 長野

甲府 静岡 岐阜 名古屋 豊橋 四日市 富山 金沢

福井 京都 大阪 神戸 姫路 和歌山 松江(春)

米子(秋)岡 山 福山 広島 山口 徳島 高松 松山

新居浜 高知 福岡 北九州 佐賀 長崎 熊本 大分

宮崎 鹿児島 那覇

応募者数 236,603名 334,301名

受験者数 151,412名 220,130名

合格者数 22,000名 49,688名

合格者発表

(官報公示)

第二種情報処理技術者試験

(平成10年6月17日)

第一種情報処理技術者試験

(平成10年7月3日)

プロジェク トマネー ジャ試験

システム運用管理エ ンジニア試験

プロダクションエ ンジニア試験

データベーススペ シャリス ト試験

マイコン応用 システムエ ンジニア試験

(平成10年7月17日)

第二種情報処理技術者試験

初級 システムア ドミニス トレータ試験

(平成10年12月8日)
システムアナ リス ト試験

システム監査技術者試験

アプリケーシ ョンエ ンジニア試験

ネ ットワークスペ シャリス ト試験

上級 システムア ドミニス トレー タ試験

(平成11年1月29日)
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また,試 験 の啓 蒙普 及の ため,試 験案 内 ポ

ス ター,上 級 ・初級 シス テムア ドミニ ス トレ

ー タ及びマ イコン応用 システムエ ンジニア試

験 の パ ンフ レ ッ トを作 成 し配布 しま した。

L2高 度情報化人材育成 に対する支援協力

当協会中央情報教育研究所が実施する高度

情報化人材育成 に関す る調査研究等 に関す る

作業に協力 を行い ました。

1.3情 報処理技 術者 試験 に関す る国際 交流

当協 会 中央情報 教育研 究所 が実施 す る 「国

際化 に対 応 した情 報処 理技 術 者の育 成 に関す

る調査研 究」 に協 力 し,オ ース トラ リア及 び

シ ンガポ ールで 開催 され た東 南 ア ジア地 域 コ

ンピュ ー タ連 合(SEARCC)・ 情報 処 理技 術

者育 成標準 部会(SRIG-PS)に 職 員 を派遣 し,

試 験 の 統 計 分 析 結 果 の 紹 介 な ど を通 じ,

SRIG-PSの 活動 につ いて協力 を行 い ま した。

〔オース トラ リア〕

・期 間 平成10年7月6日 ～7月10日

・派遣 員 林 佐利(当 協 会情報処 理技術

者試験 セ ンター総務 部企画 課

主任 部員)

・派遣 先SEARCC・SRIG-PS

〔シ ンガポ ール〕

・期 間 平成11年3月5日 ～3月7日

・派遣 員 林 佐利(前 掲)

笠 井優 一(当 協 会情報 処理技術

者試験 セ ンター技術 部技術 第

二課 主任部 員)

・派遣 先SEARCC・SRIG-PSコ ア メ ンバ

会議

1.4情 報処理技術者試験に関する海外調査

わが国における情報処理技術者試験の試験

実 施 ・運 営 に 関 す る課 題 を検 討 す る上 で 基 礎

と な る情 報 を得 る た め,海 外 の 試 験 機 関 に お

け る試 験 の実 施 状 況,運 営 体 制 に 関 す る調 査

を行 い ま した 。

〔ア メ リカ 〕

・期 間 平 成10年10月8日 ～10月17日

・派 遣 員 富 永 孝 雄(当 協 会 情 報 処 理 技

術 者 試 験 セ ン ター 所 長)

池 田 宏((財)鉄 道 総 合 技

術 研 究 所 技 術 支 援 部 長)

杉 野 隆((株)シ リ ウ ス 事

業 開発 本 部 長)

林 佐 利(当 協 会 情 報 処 理 技

術 者 試 験 セ ン タ ー総 務 部 企 画

課 主 任 部 員)

・派 遣 先TexasboardofProfessional

Engineers(PE委 員 会)

InternationalInformation

SystemsSecurityCertif輌cation

Consortium(ISC)2

1nstituteforCertificationof

ComputingProfessionals

(ICCP)

SYLVANPROMETRIC

1.5情 報処理技術者試験 に関する調査

情報処理技術者試験の改善 に資す るため,

受験の目的,試 験に対する評価 ・取 り組み ・

要望,ベ ンダー試験 との対比等 について委託

調査 を行いました。

2.平 成11年 度 事 業計 画

2.1情 報処理技術者試験の実施

通商産業大臣の指定試験機関として当協会

が実施 している情報処理技術者試験 は,情 報

化の急速 な進展 を反映 して,平 成10年 度 に
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は,応 募 者570,904人 ,合 格 者71,688人 に達

し,本 年 度 も引 き続 き増加 が見込 まれ てい ま

す。

本 年 度 も以 下 の13区 分 の 試 験 を年 二 回

(春 ・秋期),全 国59地 区 にお い て実 施 しま

す。

なお,初 級 シス テム ア ドミニス トレー タ試

験 は,従 来 は秋期 のみ実 施 して き ま したが ,

本 年度 か らは第二種情 報処 理技 術者試験 と同

じく,春 ・秋期 の年二 回実施 します。

◆ 春期実 施 の試験 区分◆

① プロジ ェ ク トマ ネー ジャ試験

② シス テム運用管 理エ ンジニ ア試験

③ プ ロダ クシ ョンエ ンジニ ア試験

④ デ ー タベ ース スペ シャ リス ト試験

⑤ マ イコ ン応用 システムエ ンジニ ア試験

⑥ 第一種情 報処理技 術者試験

⑦ 第二種情 報処理技術 者試験

⑧ 初級 システ ムア ドミニス トレー タ試験

◆秋期 実施 の試験 区分◆

① シス テム アナ リス ト試験

② シス テム監 査技術 者試験

③ アプ リケー シ ョンエ ンジニア試 験

④ ネ ッ トワー クスペ シャ リス ト試験

⑤ 第二種情 報処理技 術者試験

⑥ 上級 シス テムア ドミニ ス トレー タ試験

⑦ 初級 システ ムア ドミニス トレー タ試 験

2.2情 報処理技術者試験 に関する内外 の調

査 と国際交流の推進

(1)産 業構造審議会情報化人材対策小委員会

の審議 を踏 まえ,情 報処理技術者試験の

実施 ・運営体制 の整備 ・改善 に資す るた

め,内 外の試験実施機関について実態調

査 を行 います。

(2)東 南 アジアの情報処理技術者の育成等 に

貢 献す るた め東 南 ア ジア地域 コ ンピュ ー

タ連合(SEARCC)の 活 動 に協 力 します。

また,国 際情 報 処理 連合(IFIP)等 との情報

交換 を通 じてIFIP等 関連 国際機 関の活動 に協

力 します。

2.3高 度情報化人材育成 に対する支援協力

中央情報教育研究所が行 う高度情報化人材育

成 に関する調査研究に協力 します。

一一産業情報化推進センター一一

1.ビ ジ ネ ス プ ロ トコル に 関 す る 検 討

当セ ンターで は,平 成9年 か ら,パ ソコ ン,

ソ フ トウェ ア 及 び 関 連 商 品 の 業 界 にお け る

EDI標 準 の 策 定 を 目指 して ,「 小 型 コ ン ピュ
ー タ業界EDI取 引委 員会」 を設 置 して

,検 討

を進 め て き ま した。 当 委 員 会 で は ,平 成ll

年3月 に,「 小 型 コ ン ピュ ー タ業 界EDI取 引

標 準(バ ー ジ ョン1)」 を策 定 し,公 表 致 し

ま した。 メ ッセ ー ジ仕 様 は次 のURLで 参 照

す るこ とがで きます。

(URL:http:〃www.jipdec .or.jp/cii/HWSW.h㎞)

また,当 セ ンター では,学 識 者 ,業 界有 識

者等 か らなる電子 デー タ交換 標準 化調査 研 究

委 員 会 を設 置 して,EDIFACTシ ン タ ックス

ル ール バ ー ジ ョ ン4及 び ,CIIシ ン タ ッ クス

ルー ルバ ー ジ ョン3 .00のJIS化 の作 業 を行 っ

て い ます 。前 号 で お知 らせ した通 り,平 成

11年4月20日 に 下記 のJISが 制 定 され ま し

た。

JISX7011-1行 政,商 業 及 び輸 送 の ための

電子 デ ー タ交換(EDIFACT)

一業 務 レベル構文 規則 一 第1部:
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共通構 文規 則及 び共通構文 デ ィレ ク トリ

JISX7011-2行 政,商 業及 び輸送 の ための

電子 デー タ交 換(EDIFACT)

一業 務 レベ ル構文 規則 一 第2部:

バ ッチEDI用 構文規 則

JISX7011-3行 政,商 業 及 び輸 送の ため の

電子 デ ー タ交換(EDIFACT)

一業務 レベ ル構 文規則 一 第3部:

対 話型EDI用 構文 規則

JISX7011-8行 政,商 業及 び輸 送 の ための

電 子 デー タ交換(EDIFACT)

一業務 レベ ル構文規 則 一 策8部:

EDI関 連 デ ー タ

JISX7012-1行 政/産 業情 報交換 用構 文規

則(CIIシ ンタ ックス ルール)

一第1部:構 成要 素

JISX7012-2行 政/産 業情 報交換 用構 文規

則(CIIシ ンタ ックスルー ル)

一策2部:メ ッセー ジ グルー プの構造

JISX7012-3行 政/産 業 情報交換 用 構文規

則(CIIシ ンタックスルー ル)

一策3部:短 縮形 メ ッセ ー ジ グルー プの

構造

なお,今 回JIS化 され なか った,CIIシ ン タ

ック スル ー ル第4部 及 びEDIFACTシ ン タ ッ

クス ルー ル第4部,第5部,第6部,第7部,

第9部 は平 成11年 度 以 降順次JIS化 して い く

予定 です。

当セ ン ターで は,XML!EDIの 検討 を実 施

して い ます 。前 号 で ご紹 介 した 「CII標 準 ベ

ースXMLIEDIの 提案」

(URL:http://www.jipdec.or.jp!cii1cii _xmLhtml)

は,当 セ ンターに寄 せ られた意見 を反映 しつ

つ,現 在 第5版 を公 開 してい ます 。

当セ ン ターで はEDIの 普 及 に資 す るた め,

業 界横断 的に使 用可能 な標 準企業 コー ドの登

録管 理 を行 って い ます 。 この 登録 社 数 はCII

標準 に基づ くEDIを 実 施 して い る企業 数 の 目

安 とす る こ とが で きます が,平 成11年5月 に

5,000社 を超 えま した。

2.ユ ー ザ シ ス テ ム の 高 度 化 に 関 す る

検 討

(1)情 報 システ ム ・ユ ーザ問題 に関す る検 討

情報 システム ・ユ ーザ にお け る様 々 な問題

点 につい て現状 を調 査 し,多 くの業界 団体 の

代 表者 を交 えて解決 に向 けて検 討 を行 ってい

ます 。今年度 はTCO(TotalCostofOwnership)

につ い て研 究 を深 め る ため,TCO研 究 会 を

設立 して情 報 シス テム ・ユ ーザ にお ける情 報

化投 資効果 を測定 す るた めの研 究 を行 い,研

究結 果 を広 く公表 して関係 各組織 に情報 を提

供 してい く予定 です。

(2)ADCメ デ ィアに関す る検 討

通信 ネ ッ トワー ク上 のEDIと 並行 して,実

際 に生 じる物流 を情報 と一体 化 させ るため の

ADC(AutomaticDataCapture:自 動 デー タ収

集)メ デ ィア を利 用 した 「AIDC(Automatic

IdentificationandDataCapture:自 動認 識お よ

びデー タ収 集)技 術 」 の普及動 向お よび標準

化動 向 につい て検討 を行 い ます。

今 年 度 は,RFID(RadioFrequency

IDentification:無 線 認 識)の 物流 業務 にお け る

利用事 例 に焦点 を当 て,モ デル システ ム を想

定 して の実用 性能 や将来 的可 能性 な どを広 く

検討 し,産 業界 に与 える影響 を検討 してい く

予定 です 。

3.ECの 基 盤整 備 に関 す る調 査研 究

産業界 を取 り巻 くECに 関す る法制度問題

については,こ れまで 「産業界のシステムお

よびそれに関す る制度問題の調査」 を継承す
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る形 で進め て きてい ます。

従来 は受 け払 い中心 で,特 定企業 間 にお け

る クローズ ドな ネ ッ トワー ク環境 を前提 に し

たEDI取 り引 きに重 点 をおいた検討 を加 えて

き ま したが,現 在 は企業 間電子 デー タ交換 と

して も最近注 目 されて きた オー プ ンネ ッ トワ

ー クに関す る環 境 や技術 を も視野 に入れ た検

討 を進め てい ます。

今年 度 は,国 際 化,ネ ッ トワー ク化が進 む

企 業 間取 引 につ いての産業界 の実態 に対 応す

るた め,イ ンター ネ ッ トを利用 したEDIに つ

いて,そ の可能性 と法制度 面か らの問題点 を

検 討す る予 定です 。

4.ECの 普 及 促 進 に 関 す る調 査 研 究

わが 国 のECの 普 及 ・啓 蒙,業 種横 断的 な

共通課 題 の検 討 お よび関係 者の情報 交換 の場

と して,61(平 成11年6月 現在)の 業界 団体

お よび関係4省 庁(オ ブザ ーバ:運 輸省 ,大

蔵 省,建 設 省,通 商 産 業 省)で 組 織 す る

「EDI推 進協 議 会 」 の事 務局 と して,今 年度

も各種 活動 を行 ってい ます。

まず,平 成11年 度 の普 及 ・啓 蒙 活動 と し

て は,年4回 の普 及研 修 会(平 成11年6月4

日,9月3日,12月3日,平 成12年3月3日)

と平 成6(1994)年 か ら開始 したEDIフ ォー

ラ ム(7月7日)を 開催 してお ります。6月4

日 に 開催 した 第1回 普 及研 修 会 「国 内外 の

EDI最 新 事情 」 には250名 と,当 初予 定の定

員 を大 き く超 え る ご参加 をい た だ き ま した。

また,7月7日 に は 「製 品及 び導 入事 例 紹 介

か ら見 るEDI導 入指 針」 と題 してEDIフ ォー

ラム1999が 開催 され,233名 の ご参 加 をい

ただ きま した。 また7月 にはEDI推 進 協 会総

会が 開か れ,新 会長,副 会長 の選任 とむ こう

1年 間の 同協 議 会 の活 動 内容等 が確 認 され ま

した。

今後の研修会等のプログラムの詳細 はEDI

推進協議 会のホームペー ジを参照 して下 さ

いo
(URL:http://www.jipdec.or.jp/cii/jedic/news/semi

99.htm)

EDI推 進 協 議 会の 会員 の皆 さ まの ご協 力 に

よ り平成10年 度 に実 施 しま した 「国 内外 の

EDI実 態 調査 」 を,今 年 度 も年 内 の実施 を予

定 してお りますの で,ご 協 力 を程 お願 い致 し

ます。 なお,昨 年度 の調査 結果 につ きま して

は,「 国内外 のEDI実 態 調査 報告書1999年 度

版」(平 成11年6月 発行)を ご参照 下 さい。

また,本 調査 の概 要 につ きま して は,ホ ー

ムペ ー ジで公 開 してお ります。

(URL:http:〃www・jipdec.or.jp/cii/jedic/activity/jit

taig9.pdf)

さ らに,EDIに 関す る各種 の国 際活動 へ の

対応 の検討 や情報 交換 を行 って い ます。 そ の

一環 と して
,本 年度 は既 に,4月 のDISA'99

(米 国:ネ バ ダ州 ラ スベ ガ ス市)と,同 じ く

4月 に 日韓EC推 進協 議 会 設立 準 備 会(京 都

市),そ して7月 には 日韓EC推 進協 議 会(韓

国:ソ ウル)とCALS/ECKOREA'99(韓

国:ソ ウル)に 参 加 し,9月 に 開催 予 定 の

EDICOM'99(韓 国:ソ ウル市)に は調査 員

の 派遣 を予 定 して お ります。 また
,11月 に

東 京で 開催 予定 のCALS/ECJapan1999に ,

EDI推 進 協 議 会 の 立 場 で わ が 国 に お け る

EDI/EC等 についての報告 を行 う予定です。

5.産 業 の 情報 化 に係 る普 及 ・広 報

(D「産業情報化 シンポジウム」の開催

平成11年 度 の 「産業情報化 シンポジウム」

を,平 成11年10月29日(金)に 開催致 しま

す。会場は 日経ホール(東 京都千代 田区大手
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町)を 予 定 してお ります。 プ ログラ ムの詳細

は,9月 下旬 にEDI推 進協 議 会 の ホ ームペ ー

ジ に,又10月 上 旬 に 日本 経 済 新 聞本 紙 に公

開予定 です 。

(2)広 報誌 「産業 と情 報」 の発 行

わが 国産業界 の情 報化 動向 を広 く各方面 に

周 知 す る ため,「 産業 と情 報」 を発 行(年2

回:9月,3月)し,会 員 ・関係 者へ 配付 して

お ります。 また会員外 の方 には有料 で お分 け

してお ります 。

6.先 進 的情 報 シ ス テ ム 開 発 実 証 事 業

推進 室

(1)事 業の 目的

わが国の経済を力強い回復軌道に乗せると

ともに,21世 紀 にお ける活力ある経済社会

を実現するためには,世 界的な趨勢 となって

いるデジタル経済革命に対処 し,情 報技術の

活用による企業の生産性 の向上や企業システ

ムの改革,新 規 ビジネスの創造等 を促す こと

が重要な課題 となってい ます。

電子商取引等の先進的情報システムは,こ

のようなわが国経済の再活性化 と国際競争力

の強化を押 し進め,景 気の好循環,さ らには

その根底 にある経済構造改革 を実現するもの

と期待 されています。 しか しなが ら,そ の実

現においては,広 範な業種 ・業態の企業が参

加 しての技術開発 と実証実験等が実用化お よ

び商業化の観点から具体的に推進 されること

が必要です。

(2)実施事業

このため,平 成10年 度の補正予算 を活用

し,電 子商取引等の本格的実用化 を促進す る

ことにより,わ が国経済の構造改革,景 気浮

揚 を図ることを目的 として,当 推進室では,

情報処理振興事業協会(IPA)か らの委託 を

受けて,平 成10年 度第一次補正予算 に係 わ

る事業 「先進的情報 システム開発実証事業

(電子商取引の実用化等)」 と第三次補正予算

に係 わる事業 「産業 ・社会情報化基盤整備事

業」の公募か ら審査,採 択業者 との契約,中

間成果物の検収等の業務 を実施 しています。

(3)プロジェク トの進捗状況

a.第 一次補正事業

第一次補正事業においては,平 成10年7月

6日 に公募 を開始 し,同年9月1日 に締め切 り,

589件 の応募があ りました。先進的情報 シス

テム開発実証事業評価委員会における厳正な

る審査 の結果,156件 を採択候補 とし,契 約

を完了 しました。

第一次補正事業 においては中間納品期 日と

して平成11年3月10日 と,平 成11年6月30

日としてい ます。既に,3月10日 付けでの中

間納 品の受 け入れ検収手続 きが済み,6月30

日付 け中間納 品については,7月 以降検収手

続 きを進めてお ります。

また,当 該事業で進めている開発 ・実証事

業の概要 を周知するため,日 本語および英語

での概要書を作成中です。

今後の予定 としては開発お よび実証実験に

対する立会検査や最終的な事業成果報告会の

開催 に向けて準備 を進めてい ます。

b.第 三次補正事業

第三次補正事業においては,2回 に分 けて

公募 を行 うこととな り,第1回 目の公募 を平

成11年1月18日 か ら開始 し,同 年2月5日 に

締 め切 り,第2回 目の公募 は,同 年3月8日

か ら開始 し,3月15日 に締め切 り,合 計106

件の応募があ りました。

第一次補正事業の場合 と同様,評 価委員会

に よる厳正 な審査 の結果,43件 を採択候補

とし,現 在契約の手続 きを進めています。
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〈電子商取引実証推進協議会〉

1.運 営 委 員 会 ・理 事 会 の 開 催

平 成11年3月23日 に運営 委 員 会 が,同26

日に理事 会 が 開催 され た。 平成11年 度 事 業

計 画(案),同 収 支予 算(案)に つい て審議

され,原 案 通 り承 認 され た。 また ,平 成10

年 度事 業実施状 況 につ いて報 告が行 われ た。

平 成11年6月18日 に運営 委 員 会 が,同23

日に理事 会 が 開催 され た。 平成10年 度 事 業

報告(案),同 収 支決 算報 告(案)に つ いて

審議 され,原 案通 り承認 され た。

2.中 間成 果 報 告物 の作 成

ワーキ ンググループ等の平成10年 度 の活

動成果 として,以 下の報告物 を作成 した。

消費者WG

(1)「オ ンラインマー ク制度の課題 について

一電子商取引 における信頼性確保のため

に一」

消費者が抱いている不安感 を払拭 し,

安心 してEC上 で取引で きる事業者 を

容易 に判断で きるオンラインマーク制

度の課題 と方策について整理 し,ま と

めています。また,米 国の子 どものオ

ンラインにおけるプライバシー保護法

仮訳 を掲載 しています。

(2)「ECで 取 り扱 われる個 人情報 に関する調

査報告書(ver1.0)」

① 各種入会申込 に見 られ る個 人情報

登録,② 商 品の購買か ら類推 ・蓄積

で きる個人情報,③ 各種法令 ・ガイ

ドラインなどに見 られる個人情報の取

り扱い,④ 医療行為 に見 られる個人

情報,⑤ 個 人情報 に関す る国際的 な

技術上の一例,に ついて整理 してまと

めてい ます。

認証公 証WG

(1)「企業 間電 子 商取 引 にお け る認証 ・公証適

用 の考 え方」

企業 間電 子商取 引 にお いて認証 ・公証

が要 求 され る局 面 を洗 い 出 し,必 要 な

機能,適 用 方式,認 証機 関 ・公証機 関

の形態 等 につ いての検討 内容 を取 りま

とめ てい ます 。

電子 決済WG

(D「 消 費者企 業 間電 子決 済の普 及 につい て」

企業 ・消 費者 間電子決 済の普 及阻害 要

因 につい て,消 費 者,販 売店,発 行体

(決 済 サ ー ビス提 供 者)の3つ の立 場

か ら調査 を行 い,そ の結果 を分類 し取

りま とめ ま した。

(2)「共 同利 用 型ICカ ー ド端 末 の基 本 要 件 と

運用 に関す る ガイ ドラ イ ン」

接 触 型ICカ ー ド用 共 同利 用 型 端 末 の

基本 仕様 要件 お よび端末 イ ンフ ラ構築

に 関す る課 題 な ど,ICカ ー ド普 及 に

向 けた システ ム面,運 用 面双 方 につ い

ての提 言 を ま とめて い ます。

セキ ュ リテ ィーWG

(1)「セキ ュ リテ ィWG中 間報 告書」

イ ンター ネ ッ ト上で商 品購 入の安全 の

目安 となるサ イバー シ ョップのセ キ ュ

リテ ィの 仕 組 み につ い ての 検 討 お よ

び,イ ン ター ネ ッ トビ ジ ネ スやICカ

ー ドビジネスのセ キュ リテ ィ
,暗 号利

用技術 の最 新技術 動 向 につ いて取 りま

とめ ま した。

リスク評価WG

(2)「リス ク評価WG中 間報 告書」

ECに お け る リス ク を,ビ ジ ネ ス プ ロ

セ ス毎 に洗 い 出 しと評 価 を行 い ,消
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費 者,販 売 店,決 済 機 関,サ ー バ 管

理 者,通 信 事業 者 ご とに どの よ うな リ

ス ク負担 が発生 す るのか,ま た その リ

ス ク負担 に関 係 す る法 律,事 業 者 約

款 ・規 約,保 険の適用 の可 否等 をま と

め ま した。

ビジネスプ ロセ スWG

(D「 対 消 費者ECサ イ トの ビジ ネスモ デ ル調

査 レポー ト(平 成10年 度版)」

米 国40余,国 内100余 の 消 費 者 向 け

ECサ イ トの個 別事例 調査 を通 じ,EC

ビジ ネス の成功要 因 とビジネスモ デル

につ いて の分析検討 結果 を取 りま とめ

ま した。

(2)「ECビ ジ ネス参 入 ガ イ ド ーサ イバ ー シ

ヨップ事業 編 一」

中小 規模 の事業経 営者 を対 象 に,コ ン

ピュー タネ ッ トワー クを利用 した消 費

者へ の商 品 ・サ ー ビスの提 供 お よびそ

れ に係 わ る こ とにつ い て ま とめ ま し

た。

(3)「新技 術 ・標準化 動 向調査 」

イン ター ネ ッ ト新技術動 向 お よび標準

化適 用動 向 につい て,ビ ジ ネス ア プ リ

ケー シ ョン,サ ー ビス,ビ ジネス プロ

セス,技 術 イ ンフラの各階層 に渡 って

調査 を行 い,結 果 を取 りま とめ てい ま

す 。

国際取引 ・貿易 手続WG

(1)「貿易金 融 プ ロセスの電 子化 の実現 に向 け

て 一そ の制 度 的,技 術 的課題 一」

貿易金融 に関す る ビジネス フローの分

析,業 種 間 イ ン ター フェースの電子 化

におけ る課題抽 出,技 術 に関す る課 題

と選択肢 の検討,規 約 形成 の国際 的状

況の調査 と評 価,導 入 に際 して の検 討

事 項 につ いて ま とめ ま した。

(2)「貿易 金融EDI実 施 ガ イ ドラ イ ン」

業務 モデ ル要件書,運 用 ガ イ ドラ イ ン,

各認証 ・公 証 ガ イ ドラ イ ン,通 信基 盤

ガ イ ドライ ン,EDIプ ロ トコル ガイ ド

ライ ンにつ い て ま とめてあ ります 。

国際課

(1)「海 外 に お け るEC取 組 状 況 の調 査 報 告

書 」

北 米,欧 州 な らびにア ジア ・オセ アニ

ア地 区 にお け るEC関 連 企 業 ・団体 ・

組織 の動 向 につい て,①EC運 用状 況,

② 国際 機 関 の推 進 状 況,③ 政府 系 機

関 の推 進 状 況,④ 民 間 団体 の推 進 状

況 に分類 しまとめ ま した。

(2)「電子商取 引 に関す る米 国視 察 団報告書 」

平 成10年11月 に催 行 され たECOM

「米 国 にお け る電 子商 取 引 に関す る最

新動 向調査 」 ツアーで の調査 内容 を ま

とめ た もの です。調査 先 は,米 国商務

省 をは じめ,BBBOnlinelnc.,チ ェー・一・・

スマ ンハ ッタ ン銀行 な ど多岐 にわ たっ

て い ます。

調査課

(1)「日本 国内 にお けるEC調 査 報告 書」

ECが 経 済 ・社 会 に与 える影 響 につ い

て,日 本 国 内経 済 の将 来 にお け るEC

化 の イ ンパ ク ト,お よび 日米 欧 のEC

市場規模 比較 等 の観点 か ら調査 分析 し

た結果 を まとめ てい ます 。

3.普 及広 報 関 連 の 活動

①ECOMの 活動状況お よびECの 普及広報活

動 としては,機 関誌(ECOMTODAY)を

発行 したほか,会 報誌 「ECOMか わ ら版」

の 第21号 ～26号 を発 行 した 。 ま た,

・凸 蕊 蕊
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WWWサ ーバ の充実 を進 め,ア クセ ス数 も

順 調 に伸 び を示 してい る。

②ECOMセ ミナーの 開催

以 下の通 りECOMセ ミナ ーを開催 した。

● 第28回ECOMセ ミナー

日時:平 成11年2月18日(木)13:30

～16:45

プロ グラム:

・ 「ECが 日本経 済 に もた らす イ ンパ ク

トに関す る調査 分析」

マ ッキ ンゼ ー ・ア ン ド ・カ ンパ

ニ ー ・イ ンク ・ジャパ ン

シニ アマ ネー ジ ャー

荒巻健太郎

牧 田俊一

・ 「ECOM米 国視 察 ツアー報告」

電子商取 引実証推進協 議会 電子

決済WG主 席研 究員

青 島幹郎

● 第29回ECOMセ ミナー

日時:平 成11年5月31日(木)13:00

～16:30

プロ グラム:

・ 「バ イオ メ トリクス認証 の動 向 につ

い て」

電子商取 引実証推 進協 議会 認証

/公証WG主 席研 究員

菅 知 之

・ 「ECの 市 場規模調査 につ い て」

ア ンダー セ ンコンサ ルテ ィング

マ 不一 ン ヤー

飯塚和 幸

・ 「次 世代DigitalTicketに つ いて」

ぴあ(株)EC推 進室

室 長 今 井 仁

● 第30回ECOMセ ミナ ー

日時:平 成11年6月14日(月)13:30

～16:45

プ ログラム:

・ 「京都 デ ビ ッ トカ ー ドシス テム につ

い て」

四条繁 栄会 商店街振 興組 合

委員長 樋 爪 保

・ 「ICカ ー ドの電子 乗車券 へ の応 用」

汎用 電子乗 車券技 術研 究組 合事

務 局

技 術主任 石 崎 明

・ 「バ ーチ ャル シ ョップ関係 調 査 ・調

査結 果 よ り」

(社)日 本 通信販 売協 会

主 幹研究 員 柿 尾正 之

一一 企業間電子商取引推進機構一一

企業間電子商取引推進機構(JECALS)は

平成10年 度事業成果報告会 を5月10日 か ら3

日間,東 京 ・有明の東京 ファッションタウン

ビル(TFr)で 開催 しま した。設立初年度の

活動状況な らびに成果 を会員のほか企業間電

子商取引に関心のあるかたがたに報告する も

のです。

初 日は吉川稔運営委員長がJECALSの 活動

全般 について説明 したあ と,大 山永昭東京工

業大学教授,牧 田孝衛松下電器産業副理事が

基調講演 し,午 後から最終 日までは各ワーキ

ンググループ,サ ブワーキンググループ,委

員会,分 科会の主査,委 員長 などが次々にそ

れぞれの活動成果 を報告,会 場か らの質問に

答えました。

この3日 間で報告会 に参加 した人の数 は

一73一

ψ



278人 で,35人 の講師 の方 々 と合わせ ます と,

300人 以 上が集 まった ことにな ります 。

また,平 成IO年 度 にJECALSが 実 施 した受

託調査研 究事 業 の うち,対 外 公表 可能 プ ロジ

ェ ク トの成 果報告書 が次 の通 りま とま りま し

た。

・プラ ン トソ フ トウエ アの標準 化調査 成果

報告書(分 冊1,H,皿)

・STEP実 用化 に向 けての調査研 究報 告書

・ProStepScienceDays'98(翻 訳版)

・生 産 ・調達 ・運 用支援統 合情報 システ ム

に関す る調 査研 究報告 書

平 成11年 度 はSTEP関 連 で一 部委 員会,ワ

ーキ ング グル ー プ(WG)の 組織
,活 動 テ ー

マ を変 更 した ほか,各 委員 会,WGと も前年

度 の事業 を踏 まえ なが ら新 たな活動 を開始 し

てい ます。

以 下,各 部 門の現状 と今 年度 の計 画 を中心

に紹 介 します 。

1.調 査 広 報 部

EC!CALS調 査 委 員 会 の もとで,国 内 及 び

先進 諸 国 には企業 間電子 商取 引 に関 して どん

な実用化事 例が あ り,導 入 をめ ざす企 業 に と

って どん なシステ ムやパ ッケ ージが利用可 能

にな って い るか を調 査 してい ます 。平 成10

年度 はその 中間成果 を報告書 として ま とめ ま

したが,11年 度 はその 完成 をめ ざ して お り,

企業 関係者 や担 当者 に も分 か りやす い ガイ ド

ブ ックを作 成す るほか,検 索可 能 な電子 デ ー

タ として公 表す る こ とを目標 に活動 を 「事例

調査」,「海外動 向調査」,「製 品,サ ー ビス調

査」 の各WGも 開始 しま した。

広 報 活 動 と して は,特 に ホ ー ム ペ ー ジ

(http:〃www.jecals.jipdec.or.jp)の 全面 改定 に

踏み切 り,会 員が委員会 な どの 開催 日程 や こ

れ までの活動状 況,内 外 の先進技 術情 報 な ど

を知 るこ とので きる専用 のペ ー ジ も設 け ま し

た。 この会 員専用 ペ ージで は電 子会議 室 を利

用 す るこ と もで きます 。

また,11月2日 か ら5日 まで 開 催 され る

CALS/ECJapan'99の 開催 準備 も事務 局 の

あ るCALS推 進 協議 会 との協 調 の もと進 め て

い ます 。

2.プ ロ ジ ェク ト推進 部

プロジェク ト推進部では,平 成9年 度で活

動 を終えた生産 ・調達 ・運用支援統合情報 シ

ステム技術研究組合(CALS技 術研究組合,

NCALS)の 研 究成果 な どをも引 き継 ぎ,産

業界 において企業間電子商取引の実用化 を促

進 させるための共通基盤整備事業を実施 して

います。

(1)企 業 間電子商取引実用化のための共通基

盤の整備

企業間電子商取引の実用化のために必要 と

なる技術面,制 度面 を網羅 した共通基盤 を確

立 し,本 格的実用化 と普及に向けた環境 を整

備するため,ビ ジネスモデル,情 報共有,通

信 インフラの3つ の側面か ら,実 用化のため

の具体的な方策や利用にあたってのガイ ドラ

インの整備等 を行 うこととしました。そのた

め,会 員企業 ・団体の実務者 ・システム技術

者 を中心 とす るワーキ ンググループ(WG)

を設置 し,平 成11年 度末 までの予定 で企業

間電子商取引の環境整備 に向けた検討 を行 っ

てお ります。

また,平 成10年 度政府補正予算 に基づ く

「先進的情報 システム開発実証事業」の実施

プロジェク トをは じめ とす る企業間電子商取

引の実証研究 に取 り組むプロジェク トに対 し

て も,上 記のWG等 の場 を通 して,技 術的支
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援,最 新情報の提供,情 報交換 の場の提供,

課題の抽 出 と解決策の調整等 を行 ってい ま

す。現在は,こ れ らプロジェク トとも連携 し

なが ら,主 に当該分野における課題抽出や方

策検討に際 しての基礎資料 を得 るための調査

研究 を鋭意実施 しているところです。

ビジネスモデルWGで は,企 業間電子商取

引の広い概念 として認識 されつつあるサプラ

イチ ェー ンマ ネジメン ト(SCM)を 中心 に

取 り上げ,①SCMに 対する要件抽出 ・整備,

② 企業間電子商取引の底辺拡大に向けた諸

課題の検討,③ 権利関係(著 作権 ・知財権)

等 の諸 制度の運用 ガ イ ド作 成の3つ のサ ブ

WGを 設置 して,そ れぞれ詳細な検討 を行 っ

てお ります。平成11年 度は,SCMで 着実 に

効果 を上げてい くための方策,課 題,ビ ジネ

スモデル,運 用ルール等について検討すると

ともに,中 小企業が容易に参入で きる環境の

整備,法 的な課題(取 引方法,契 約,知 的財

産,決 済等),SCMを 構築 ・運用する際のガ

イ ドライン等を整備することとしてい ます。

企業間情報共有WGで は,企 業間の情報共

有の面か ら企業間電子商取引を実現するため

の技術要素 として,統 合データベース,EDI,

STEPを 取 り上げ,① 統合データベースの実

現方策検討,② 情報交換(EDI)の 高度化方

策検討,③ 製品 ・設計情報交換技術(STEP)

の適 用方策検 討 の3つ のサ ブWGを 設 置 し

て,そ れぞれ詳細な検討 を行 ってお ります。

平成11年 度 は,ユ ーザの立場か ら,実 用化

と使い勝手の改善 に向けた技術要素の適用課

題 運用課題 について検討するとともに,適

用 に当たってのガイ ドライン等 を整備するこ

ととしてお ります。

インフラ整備WGで は,企 業間電子商取引

の実現にあたって不可欠な通信 インフラに関

して,ユ ーザの立 場 か ら,必 要 な要件 を整備

す る こと と し,今 後の あ るべ き姿 を明確 化す

るた めの 活 動 を行 っ てお ります 。 平成11年

度 は,必 要 とされ る品質,セ キ ュ リテ ィ,性

能,コ ス ト,サ ー ビス提 供 の方式 等 の ネ ッ ト

ワー クサ ー ビス要件,ネ ッ トワー クサ ー ビス

を 自社へ適 用す る にあた っての シス テム実装

上 の要件,お よび今後 さらに急 速 な普及 が予

想 され る次世代 イ ン ター ネ ッ トへの ア プ リケ

ー シ ョン側 か らの必 要要件 等 につい て検 討 ・

整理 す る こ とと してお ります。

(2)国 際協 力

企 業間電子 商取 引 の実用化 と普及 に関 す る

国際協 力 を図 るため,ア ジア及 び欧 米各 国の

関連機 関 と情報 ・意見交換 を行 い,そ の成 果

を内外 にお け る企業 間電子 商取 引の実 用化 に

反 映す る活動 を行 って い ます。

特 に,日 韓 間 につい ては,産 業 情報 化推

進 セ ン ター(CII)や 電 子 商取 引実 証推 進協

議 会(ECOM)と 共 同で,ま た,産 業界 の協

力 も得 なが ら,実 用 化 プロジ ェク トや人 的交

流 の面 で の実 務 的 な協 力 を推 進 す る こ と と

し,こ の7月 に は第3回 日韓EC推 進 ワー クシ

ョップを韓 国 ソウルにて開催 す る運 び とな り

ま した。

3.国 際 標 準 推 進 部STEPグ ル ー プ

(1)国 際標準STEPの 規 格 開発 に関す る調 査研

究

①ISOITC184/SC4へ の 出席 お よび貢献

製 品モ デル デー タの交換 ・共有化 の た

めの 国際標準STEP(ISO10303)の 標 準

化 を進 め てい るIsorSC184/SC4に 協 力 す

る ため,我 が 国 を代表 す る窓 口(審 議 団

体)と して,引 き続 きISO/TC184/SC4国

内対 策委 員会 を運営 します。 日本 か らの
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規格提 案 を含め て標 準化案 を審議 し,日

本 と して の意見 を反映す る ため に国際 会

議へ代 表者 を派遣 します 。

② プ ラ ン トソ フ トウ ェ アの標 準化 に 関す

る調 査研 究

プ ロセ ス プ ラ ン ト等 の 配 管(パ イ ピ

ン グ)シ ス テ ム の 建 設 にお い て は,工

場 にお い て い くつ か の パ イ プ に予 め溶

接 な ど を施 し,そ れ を運 搬 し現 場 で最

終 組 み 立 て を行 うの が 一 般 的 です 。 こ

れ を プ レハ ブ配 管 と呼 び ます 。 平 成11

年 度 は,標 準 化 調 査 プ ロ ジ ェ ク ト委 員

会 及 び配管 プ レハ ブWGの 活 動 と して平

成10年 度 に と りま とめ た プ レハ ブ配 管

の要 求 条 件 を も とに,プ レハ ブ 配 管 デ

ー タの標準 モ デル の作 成 に着 手 します 。

また,ISO/TCI84/SC4へ の 将来 のNWI

(NewWorkItem)提 案 に向 けて各 国の理

解 と 賛 同 を 得 る た め に,ISO会 議,

PIEBASE(ProcessIndustriesExecutivefor

achievingBusinessAdvantagefromusing

StandardsfordataExchange)等 の 国際 的

な会議 の場 で プ レゼ ンテー シ ョン等 を行

い ます。

③ 新 規 産業支援 型 国際標 準 開発事 業

現 在 発 行 され て い るSTEP規 格 で は,

設計段 階で のモ デルの変 更や生 産工程 で

設計 モ デルか ら生 産モ デル に変換 す る な

どの ダイナ ミック(動 的)な 製 品モ デル

を表現 す る こ とが で きませ ん。 これ らダ

イナ ミックプロセス を表現 に必 要 とな る

規格 を提案 す るため に,下 記 テーマ につ

い て,平 成10年 度 か ら3年 計 画 で調査研

究 を行 い,ISO/rC184/SC4にNWIと して

提 案 を行 い ます 。本 年 度 は,平 成10年

度 に実施 した規 格 の概 要設計 に基 き,生

産 プ ロ セ ス の 標 準 化 委 員 会 の 活 動 と して

提 案 す べ き共 通 リ ソー ス機 能 の 詳 細 化 を

実 施 し ます 。

・設 計 変 更 へ の対 応 を可 能 とす る 製 品

モ デ ル

・設 計 モ デ ル か ら生 産 モ デ ルへ の 変 更

プ ロ セ ス

・製 品 加 工 プ ロ セ ス の 動 的表 現

④JIS化 検 討

国 際 標 準 化 さ れ たSTEP文 書 の パ ー ト

(リ ソ ー ス お よ び ア プ リケ ー シ ョ ン プ ロ

トコ ル等)に つ い てJIS化 の た め の 検 討 と

JIS原 案 作 成 を行 い ます 。

本 年 度 は,JIS化 委 員 会 の 活 動 と して

Part22(Standarddataaccessinterface)及 び

Part32(Requirementsontestinglaboratories

andclients)に 関 してJIS原 案 を作 成 し ま

す 。

(2)国 際標準STEPの 実用化 支援

① 産業界 におけ るSTEP実 務利 用促 進

産業 界 にお けるSTEP実 務利 用 を促 進

す るため に,機 械 産業,建 設 産業,プ ロ

セ スプ ラン ト産 業 な どにお いて実施 され

て い るSTEPを 利 用 す るプ ロ ジェ ク トに

対 して,ISO/TC184!SC4に お け る標準 化

の動 向 お よび各 国の実 用化動 向 を踏 まえ

て助 言等 を行 い ます 。

また,(社)自 動 車 工業 会 にて実施 中 の

「STEP実 務展 開パ イロ ッ ト」 と連携 して

STEPト ラ ンス レー タの デ ー タ交 換 率 向

上 を図 るため の 「STEPト ラ ンス レー タ

ラウ ン ドテーブ ル」 会議 を運営 します。

②PDM(ProductDataManagement)分 野

に お け るSTEP規 格 の実 用性 に関す る評

価(含 む実証 実験)
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STEP規 格 の有 効性,実 利 用性 を示 す

ため にPDM用 標 準 デ ー タ と して 「PDM

Schema」 が各 国STEPセ ン ター を中心 に

検 討 され て い ます 。PDMSchema評 価

WGの 活動 と して 「PDMSchema」 に関

す る実 用性 の評価 を行 う とと もに,日 本

と して必 須 となる情報,機 能 を要求 して

い きます。

③STEPト ラ ンス レー タの認証 に関 す る調

査研 究

STEPの 実用化 において は,STEPト ラ

ンス レー タ及 び トラ ンス レー タが生成 し

た 情 報 の 正 当性 の認 証 が 必須 と な りま

す。 この認証 につ いて は,米 国,フ ラン

スで は既 に検討 が進 んでい ます 。認証 に

必 要 となる組織,ツ ール及 び,各 国の対

応 状 況 を調査 す るた め の委 員 会 を設 置

し,調 査 します 。

④ 各 国STEPセ ンター との連携

STEPAPの モ ジュール化,ISに す る ま

で の新 しい プロセスの承認 に伴 い,各 国

STEPセ ン ターが 歩 調 をあ わ せ てSTEP

の 規格 開発 期 間の 短 縮,実 用 化 を促 進

す る為 の構 想(ISC構 想,International

IndustrialSTEPCenter)の 検 討 が進 んで

い ます 。 日本 のSTEPセ ン ター と して積

極参 加 します。

⑤3次 元CAD情 報 の 生 産準 備 業務 での 有

効 活用 の実証

3次 元CAD(ソ リ ッ ドモ デ ル)か ら

AP203で 受 け渡 された部 品形 状情 報 を元

に,AP224及 びISO14649Partllの そ れ

ぞ れで規程 される フ ィーチ ャーモデ ル を

構築 す る シス テム を開発 し,実 証 実験 を

実施 します 。

(3)国 際標 準STEPに 関す る情 報提 供

①STEP関 連情 報 の…蓄積 と提供

STEP調 査 普 及委員 会及 びSTEP実 利 用

調 査WGの 活動 と して,国 際 標 準STEP

の準 化,実 用 化,国 内 国外 のSTEPプ ロ

ジ ェ ク トの状 況,STEPツ ー ル な どの情

報 を収 集,蓄 積 し提 供 します 。

②STEP普 及促 進

平成10年 度 に実 施 した 「企 業 にお け

るSTEP意 識 調 査」 の ア ンケ ー ト結 果 を

反 映 しセ ミナ ー 内 容 の 充 実 を は か る 。

STEPの 概 要,利 用事 例 を紹 介す るセ ミ

ナ ー につ い て は,東 京 以 外 の 地 域 で,

AP紹 介,実 装 セ ミナ ー につ い て は東 京

で実施 します 。

また,ホ ームペ ー ジを充実す る ととも

に,常 設 デ モ セ ンター を整 備 しSTEPの

普及促 進 を図 ります。

4.国 際 標 準 推 進 部 国 際 標 準 グル ー プ

イ ンター ネ ッ ト等,開 放型 ネ ッ トワー クの

普 及 に と もない,広 範囲 にお け る企業 間情報

交 換 や情 報 共有 に よるECの 実現 が可 能 にな

って きてい ます 。そ の先駈 け として,イ ン タ
ーネ ッ トによるEDI

,す なわちWeb-EDIの 導

入 が進め られ ようと してい ます。 しか しなが

ら・現 在 推 進 され て い るWeb-EPIで は,企

業 間ECで 必 要 とされ る構造 化 され た デ ー タ

交換 が困難 で,EDIが 目的 とす る異 なる企 業

の コ ンピュー タ ・アプ リゲー シ ョン間での 自

動 処 理 を不可 能 に して しまい ます 。 そ こで,

世 界的 に注 目 された のが,イ ン ター ネ ッ ト環

境 に適 用 す るPCで あれ ば,誰 にで も企 業 間

情 報 交換 を可 能 にす る汎 用 的 メ タ言語 仕様

XMLで す。XMLを ベ ー ス に したEDIで は ,

イ ン ター ネ ッ トのWeb技 術 の も とに構 造 化
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され た デ ー タ を交 換 す る事 が で きる はず で

す。

特 に,XMLを 使 用 す る企業 間情 報交 換 に

つ い て は,昨 年 来,米 国 ・欧 州 で 相 次 いで

XML/EDI検 討 プ ロ ジ ェ ク トが 発 足 し,

XML/EDIの 導入本 格化 へ動 きだ して い ます。

更 に,わ が 国 で も幾 つ かの 業界 でXML/EDI

導 入の検討 が進 め られ よう と してい ます。 し

か しなが ら,XML技 術 自身 は標準 化 され た

メ タ言 語で あ って,そ れ をEDIに 適用 す る方

法 は様 々 に考案 で きます。 す なわち,欧 米各

国 のそ れ ぞれ のXML/EDIや わが 国 業界 毎 の

XML/EDIが,相 互接 続 を無 視 して 個 別 に 開

発 され,更 な る情報 の小 島 を数多 く創 り出す

危 険性 をは らんで い るのです。

ECに お け る相 互 運用 性 を保 つ ため に は,

① 意 味情 報 を誤 解 無 く交 換 す るため の デ ー

タの定 義方 法 と,② 各種提 案 されて い るEC

最新技 術 を組み立 て る フ レーム ワー クの標準

化 が不可 欠です 。国際標 準 グル ープで は,前

記2つ の観点 よ り,国 際 的 に も認 知 され得 る,

ECの 相 互 運 用性 を保 つ ため の ガ イ ドライ ン

の提案 を試 み よ うと してい ます 。

一一先端情報技術研究所一

先端情報技術研究所(AITEC)で は,平 成7

年度 か ら平成10年 度 まで,内 外 における先

端情報技術の研究開発活動に関す る調査研究

を通 じて,政 府支援の研究開発のあ り方 につ

いて検討する 「情報技術開発に関する調査研

究事業」(技 術調査部)と 「第五世代 コンピ

ュータ技術研究成果の普及促進事業」(第 五

世代普及振興部)の2事 業を実施 してきまし

た。

第五世代 コンピュータ技術研究成果の普及

促進事業 は,平 成10年 度で終了す るこ とと

な り,平 成11年 度か らは,「情報技術開発 に

関する調査研究事業」 について実施 してお り

ます。

ここでは,平 成10年 度の活動状況 の概要

を報告 します。

(1)情報技術開発 に関する調査研究

近年,各 国において情報分野 における技術

開発が急速 に進展 してお り,こ の成果が産業

の活性化や雇用確保 に寄与 しています。 この

ため,先 端的情報技術 について実効ある研究

開発 とその成果の産業 における活用推進 に資

す ることを目的に,当 協会先端情報技術研究

所 において,内 外 の研究動向 とともに諸外 国

の技術開発施策や制度等についての調査検討

を行 ってい ます。平成10年 度 は,前 年度 に

引 き続 き 「技術政策委員会」(委 員長 水野

幸男 日本電気(株)顧 問)を 設置 し,情 報技

術 開発 に関する調査研究の調査方針,調 査事

業の運営等全体的な観点か ら審議 を行 い,以

下の調査研究 を実施 しました。これ らの成果

は,情 報産業 における研究開発計画お よび政

府施策の策定 に活用するため,通 商産業省 お

よび会員企業 に報告するとともに,関 係方面

に提供 しています。

① 情報技術 の研 究開発体制のあ り方等調

査研究

本年度は,わ が国が支援する研究開発に関

する仕組み について,国 際的な競争力を強化

する観点から調査研究 を行いました。実施 に

あたっては,当 該分野の専門家からなる 「情

報産業の研究開発体制のあ り方に関する検討

作業委員会」(委 員長 後藤滋樹 早稲田大

学理工学部情報学科教授)を 設置 し調査検討
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を行 い ま した。

特 に,わ が 国の政府 支援 研究 開発 のあ り方

に関 しては,プ ロ グラムマ ネー ジ ャの必 要性,

国の資金 に よる研 究 開発 成果 の知的所有権 の

扱 い,情 報 産業 の長期 的 な育成 方針 ・ビジ ョ

ンの必 要性 等 に焦 点 をあて,主 に産業界側 か

ら見 た問題 点 の整 理検討 を行 い ま した。また,

この検 討 に必 要 な基礎 資料 と して,米 欧 の研

究 開発 プロ ジェ ク トにお ける知的所有 権 の取

り扱 い,知 的所有権取 り扱 いの変遷 の歴史 と

そ の背 景,米 国 の情 報 産 業技 術 振 興 政 策 －

ATP(AdvancedTechnologyProgram:先 端技 術

プ ロ グラム)の 適用 事例等 につい て調 査専 門

会社 に委託 す る と ともに,平 成11年2月 に発

表 された米 国大 統領情 報技術諮 問委員会 レポ

ー ト 「米 国 の21世 紀 情 報技 術 計 画 一未 来 へ

の投 資」 の資料 整備 を行 い ま した。

これ らの成 果 は,平 成10年 度 「資 料 わ

が 国が行 う情報技術研 究 開発の あ り方 に関す

る調査 研 究(そ の3)」 と して取 りま とめ ま

した。

② 諸 外 国の情報技術 の調査研 究

今 後 の情 報 産 業 の戦 略 的 な情 報技 術 と し

て,ペ タ フロ ップス ・マ シ ン技 術 お よび人 間

主体 の知 的情 報技術 につ いての研 究動 向 を調

査 分析 し,わ が 国 と して の対応 策 の検討 を行

い ま した 。 こ れ らの 成 果 は,平 成10年 度

「資 料 ペ タフ ロ ップ ス ・マ シ ン技術 に関 す る

調 査 研 究 皿」 お よび平 成10年 度 「資料 人

間主 体 の知 的情 報技 術 に関す る調査 研 究ll」

と して,そ れぞれ取 りま とめてい ます 。

(a)ペ タフロ ップス ・マ シ ン研 究動 向調 査

米国で は超 高性 能 コ ンピュー タ開発 に

つ い て,ASCI(AcceleratedStrategic

Computinglnitiative)プ ロ グ ラム に お い

て,計 算 速度 が1秒 間に千兆 回 の計 算 を

行 うペ タ フロ ップ ス(Peta-flops)コ ンピュ

ー タの研 究 開発 が実 施 され てい ます
。 こ

の プログ ラムの研 究 につ いて調 査研究 を

行 って きま した。

本年 度 は,こ の プ ログラムの研 究動 向

を主体 に海外 事 情 を調 査 す る と と もに,

わが 国が研 究 開発 を行 う際 の技 術 的 な枠

組 み につ いて検討 しま した。 最近 の動 向

で は,デ バ イス技術 開発 の ロー ドマ ップ

が 大幅 に書 き直 され るな ど予想 以上 に進

展 し,応 用面 におけ る新 た な展 開が想 定

され ます。 この ため,VLSIア ル ゴ リズ

ム,ア ーキ テ クチ ャ,基 本 ソフ トウェア,

並 列 プロ グラ ミング等 に関 して調査 検討

を行 い ま した。 この結 果 に基づ き,今 後

の研 究 開発 の枠 組み につ いて,デ バ イス

か ら応 用 ソフ ト,コ ンテ ンツまでの各階

層 で の重要課 題 を束 ね るこ とが で きるフ

ラグシ ップ につ いて検討 しま した。

実施 に当た っては,前 年度 に引 き続 き

「ペ タフ ロ ップ ス ・マ シ ン技 術 調査 ワー

キ ング グル ー プ」(主 査 山 口喜 教 通

商 産業省工 業技術 院電 子技術 総合研 究所

情報 アーキテ クチ ャ部 主任研 究官)を 設

置 し,調 査研 究 を行 い ま した。

(b)人 間主 体 の知的情 報技術 に関 す る調査

ネ ッ トワー ク とコ ンピュ「 タを幅広 い

利用 者層 が 利 用 で きる よ うにす るため,

米 国CIC(Computing,lnformation,and

Communications)プ ロ グ ラ ム のHuman

CenteredSystem(HuCS)の 動 向 を含 め,ネ

ッ トワー クに関連 した新技 術,知 的 ヒュ

ーマ ンイ ンタフェース技術 を中心 と した

知的情 報技 術 を対象 と して,調 査研 究 を

実施 して きま した。

本年度 は,情 報技術 の研 究 開発 の新 し
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い展開が及ぼす インパ ク トとい う観点か

ら,音 声処理システム,高 機能ユーザイ

ンタフェース,知 的 ネットワークエージ

ェン ト,知 識創造プロセス支援環境等に

ついて調査研究 を行いました。 また,情

報技術 と学際的な領域の中に知的情報技

術の新 しい進展の芽が予想 される分野 と

して,分 子生物学,法 律,農 林水産につ

いて調査 しました。例 えば,ゲ ノム情報

科学は,生 命科学 と情報科学 との接点 に

生 まれて きた新 しい学際的な分野です。

実施 に当たっては,前 年度 に引 き続 き,

「人間主体の知的情報技術調査 ワーキ ン

ググループ」(主 査 奥乃 博(科 学技

術振興事業団 北野共生 システム プロジ

ェク ト技術参事))を 設置 し,調 査研究

を実施 しました。

③ スーパー コンパ イラシステムに関する

調査研究

通商産業省では,2010年 頃 を目途 と した

次世代 の超高速 コンピューティングについて

の先導研究 を平成10年 度か ら実施す ること

とし,当 協会が この事前調査 を平成9年 度か

ら継続 して本年9月 末までの期限で実施 しま

した。

調査研究 に当たっては,「 スーパー コンパ

イラシステムに関す る調査研究委員会」(委

員長 村岡洋一 早稲田大学教授)を 設置 し,

調査研究 を行い ました。

本調査研究 を効果的に進めるため,米 国及

びアジア地域 における専門家5名 を招聰 して

シンポジウム 「2010年 の超広域分散 コ ンピ

ューティングを目指 して」を平成10年6月26

日(金)～27日(土)早 稲田大学 中央図書

館 において開催 し,次 世代 の広域分散 コンピ

ューティングに関わる最新の研究状況 につい

て発 表討論 を行 い ま した。

この結 果 を も とに,多 様 な アー キテ クチ ャ

を持 つ スーパ ー コ ンピュー タの実 効性 能向上

技術,次 世代超 高速 コ ンピューテ ィングの ア

プ リケー シ ョン,超 広 域分 散 コン ピュー テ ィ

ングを 目指す指 針 な どについ て調査検 討 を行

い ま した。 これ らの成果 を 「スーパ ー コ ンパ

イラ シス テ ム に関す る調 査研 究 報告 書 」(平

成10年9月)と して取 りま とめ ま した。

(2)第 五 世代 コ ンピュ ー タ技 術 研 究 成 果 の 普

及

旧(財)新 世 代 コ ン ピュ ー タ技 術 開発 機 構

(ICOT)が 開発 した第五 世代 コン ピュー タ技術

の研 究成 果(IFS:ICOTFreeSoftware)の 普 及 を

図 るため,昨 年 度 に引 き続 き,IFSの 維持 改

良お よび公 開,IFSを ベ ー ス と した新 たな ソ

フ トウェ ア資源 の創造 につ いて以 下 の とお り

行 い ま した。

なお,当 協 会先端情 報技術 研 究所が 主体 と

な って実 施 して来 た 「第五 世代 コ ンピュー タ

技術研 究 成果 の普 及」 事業 は,本 年度 を もっ

て終了す るこ と とな りま した。 今後 は,平 成

11年3月 に発 足 したKLIC協 会(理 事 長 近

山 隆 東 京大 学 大 学 院工 学系研 究科 教授)

を中心 と した ボラ ンテ ィアにその主体 が引 き

継が れ,継 続 され るこ と となって い ます。

①IFSの 維持 改 良お よび公 開

本年 度 は,IFSの 主 要 ソ フ トウェ アで

あ る並列 言語処 理系(KLIC),遺 伝 子情報

処理,知 識表現 言語,法 的推論 システム

等 の改 良修正 お よび ドキュ メ ン ト整備 な

どの維持 改 良 を外 部技術 者 の協力 を得 て

行 う とと もに,イ ンターネ ッ トを通 じて

世界 の 関連研究 分野 の利用 者 に公 開 しま

した。平 成11年3月 末 現在IFSへ の累積

ア クセス件数 は約55,300件 にの ぼ ってい
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ます。

また,平 成10年 度 は基 幹 ソフ トウ ェ

アの一 つ で あ るKLICに つ い て
,外 部研

究者 を含 む 「KLICタ ス クグル ープ」(主

査,近 山 隆 前掲)を 設 置 し,ソ フ ト

ウェアの改良点 や機能拡 張 につ い て検討

し,改 良版 の作成 を行 い ま した。

②IFSを ベ ー ス と した新 た な ソフ トウェア

資源 の創 造

本年 度 も継 続 して,IFSを ベ ー ス と し

た新 た な ソフ トウェア資源 の創造 の研 究

助成 を行 い ま した。 本年度 は特 に,ツ ー

ル と して の利用 や学習 素材 と しての高 い

利 用価値 が見込 め る もの を選定 して,プ

ログラムの改 良や ドキュメ ン ト等 の整備

を大 学 等 の研 究 グ ル ー プ に委 託 しま し

た。 これ らの整備 ・改良 した知 的 ソフ ト

ウェアお よび従 来か ら実施 して きた委託

研 究 の 成 果 ソ フ トウ ェ ア やIFSも 同 様

に,ソ フ トウェア ・アーカ イブに格納 し

て広 く公 開 し利 用 に供 す る ことと しま し

た。

(a)知 識 情 報処 理 に必 要 な知的 ソ フ トウェ

ア資 源 の実験 的研 究開発

IFSに つい て プ ログ ラムの改 良 や ドキ

ュメ ン ト等 の整 備 の研究提 案 を公 募 した

結 果,内 外 の大 学 等 か ら21件 の応 募 が

あ りま した。 これ らにつ いては,知 的 ソ

フ トウェア委 託研 究審査 委員会(委 員 長

淵 一博 慶応 義塾大学理工 学部 管理工

学 科 教授)に よって19件(国 内16件,

海外3件)が 選定 され,内 外 の大 学等 に

研 究委託 しま した。

これ らの委託研 究成果 であ る ソフ トウ

ェ ア に関 して,平 成11年3月11日 ～12

日に成 果報告 会 を芝パ ー クホテル(東 京
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都港 区)に おい て開催 し公表 しま した。

平 成10年 度 知 的 ソ フ トウ ェ ア 委 託 研

究 テ ー マ お よ び 委 託 先 は 次 の とお りで

す 。

・IFS日 本 語(形 態 素)解 析 パ ッ ケ ー

ジ ・配 布 プ ロ ジ ェ ク ト(東 京 外 語 大

学)

・KL1の ス レ ッ ド実 行 の 高 速 化(豊

橋 技 術 科 学 大 学)

・Java -MGTPと 高 度 推 論 機 構 の 開 発

(九 州 大 学)

・帰 納 論 理 プ ロ グ ラ ミ ング に よ る デ ー

タマ イ ニ ン グ エ ン ジ ンDatago1の 研

究 開発(慶 慮 義 塾 大 学)

・ApplyingConstraintLogic

ProgrammingLanguagesforModeling

Multi-objective

DecisionMakingunderUncertainty

(lmperialCollege英)

・DistributedConstraintSolvingfo
r

FunctionalLogicProgramming(RISC

Linzオ ー ス トリ ア)

・WEB -KLIC(NewMexicoState

University米)

・klicの 視 覚 的 イ ン タ ー フ ェ ー ス

(klitc1)/klicとJavaの メ、ッセ ー ジ イ

ン ター フ ェ ー ス(筑 波 大 学)

・集 合 制 約 ソ ル バ ー(立 命 館 大 学)

・ゴー ル に依 存 した 抽 象 化 を用 い た 法

的 推 論 シ ス テ ム の 開 発(北 海 道 大 学)

・学 習 機 構 内蔵 型 プ ロ グ ラ ミ ン グ シ ス

テ ムPRISM(東 京 工 業 大 学)

・制 約 処 理 系 を利 用 した 図 形 描 画 シ ス

テ ム(東 京 大 学)

・DJ:Javaに 基 づ く制 約 言 語 と シ ス テ



ム(九 州工業大 学)

・並 列 ビジュア ルプ ログラ ミング環 境

KLIEGの 使 用 性 の 向上(東 京 工 業

大学)

・協調 ロボ ッ トプ ログ ラ ミング言語/

システムの 開発

・移動 ロボ ッ トの並列協 調制 御 ソ フ ト

ウ ェアの研 究 開発(東 京 理科大 学)

・KLIプ ロ グラ ム静 的解 析 系(早 稲

田大学)

・KLIC第3版:KLICへ の世 代 方式

ガーベ ジコ レク タの導入(東 京 大学)

・最尤法 を用 い た分子 進化系 統樹作 成

プ ロ グラムDeepforest(国 立 遺伝 学

研 究所)

・階層 連立1次 方程 式 の ための効 率 的

制約解消 系 の改 良 と移植(東 京工 業

大学)

(b)ソ フ トウ ェア ・ア ー カイ ブの公 開方 法

等 の検討

ソフ トウェ ア ・アー カイブの整備 の た

め に,必 要 なソフ トウエ ア ・アー カイブ

の適切 な公 開や運用 等 の方法 につい て調

査 検討 す る とと もに,ア ーカ イブの機 能

検 討 を行 い,そ れに基 づ いた設計,構 築

を行 い ま した。

本 ソ フ トウ ェ ア ・ア ー カ イブ の特 徴

は,今 後 も頻繁 な改 良 ・更新 が想定 され

るア クテ ィブ ・ソ フ トウェ ア群 と,資 料

と して の意味 はあ るが改 良 ・更新 が期待

で きない イ ンアクテ ィブ ・ソフ トウェア

群 に区 分 した こ とです 。 特 にア クテ ィ

ブ ・ソフ トウェアの最新 の もの につ いて

はKLIC協 会 や大 学 等外 部 の ボ ラ ンテ ィ

アの研究 グルー プ と当研 究所 とをポ イ ン

ター によって結 び,常 に最新 の ソフ トウ

エアお よび関連 情報 をユ ーザが ア クセ ス

で きる よう配慮 しま した。

③IFSの 普 及広報 活動

IFSの 最 新情 報 お よび当研 究 所 の 活動

状 況 につ い て のWWWホ ー ムペ ー ジ を

構 築 して随時 イン ター ネ ッ トで広 報す る

と と もに,INAP'98(Prolog国 際会議)に

お いてKLICセ ッシ ョンを設 置 す る な ど

して第五世代 コ ンピュー タ技術研 究 成果

の普 及 を図 りま した。

また,「KLICプ ログ ラ ミング ・コ ンテ

ス ト実行 委員会 」(委 員 長 溝 口文雄 東京

理科大 学理工 学部教 授)を 設置 して,第3

回KLICプ ロ グ ラ ミ ング ・コ ンテス トを

実施 しま した。 コ ンテス トで は与 え られ

た課 題 につい ての 「エ ン トリ ・コー ス」,

「ス ピー ド ・コー ス」 お よび 自由 な発 想

で の 「ア イデ ア ・コー ス」 の3コ ー ス に

つ い て作 品 を募 集 し ま した。 内外 か ら

90件 の応 募 が あ り,優 秀 作 品11件 を表

彰 しま した。

先端 情 報 技術 研 究 所

平成10年 度 報告 書 名

1.資 料 わが国が行 う情報技術研究開

発のあ り方に関する調査研究(そ の3)

2.調 査資料 米欧の研究開発 プロジェク ト

における知的財産権の取 り扱 い

3.調 査資料 米国の研究開発 プロジェク ト

における知的財産権戦略の変遷の歴史 と

その背景

4.調 査資料 わが国における政府支援 プロ

ジェク トの知的財産権戦略の扱い

5.調 査資料 米国の情報産業技術振興政策

の事例研究
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一－ATP(AdvancedTechnologyProgram:先 端 技

術 プ ロ グ ラ ム)..

6.調 査 資 料 先 進 諸 国 にお け る情 報 化 ビ ジ

ョ ンに 関 す る動 向

7.資 料 ペ タ フ ロ ッ プス マ シ ン技 術 に

関 す る調 査 研 究III

8.資 料 人間主体の知的情報技術 に関

する調査研究II

9.新 世代知的 ソフ トウェア資源の創造 と共

有 に関す る調査研究報告書(要 旨)

10.新 世代知的 ソフ トウェア資源の創造 と共

有 に関する調査研究報告書(本 編)
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中央情報教育研究所 は,平 成5年 度 に 「通商産業省 産業構造審議 会 情報産業

部会 情報化人材対策小委員会」の提言を受けて 「高度情報化人材育成標準 カリキ

ュラム(17種)」 を人材別に刊行いた しました。

その後,情 報処理技術の飛躍的発展や環境の変化等 により改訂 の必要性が議論 さ

れ,再 び通商産業省のご指導の もとに情報処理産業界有識者のご支援 ・ご協力 を得

て平成9年10月 改 訂 版 を発刊いたしました。

情報処理技術者育成のための指針 として,企 業 ・組織の人材育成部門,情 報処理

教育機関,教 育図書の出版 関係社(者)に は必携の書です。

また国家試験である情報処理技術者試験の出題範囲のご確認 には必須の書です。

★構 成

・17種 もカ リキ ュラム を1枚 のCD-ROMに 収 録

(コ ンパ ク ト化)

・本文 中の主 要用語が 総索 引お よび章末 か らの

検索 が可 能

★動 作 環 境

・Windows95WindowsNT

＼

デー タの参照 にはフ レー ム ・マ ップ機能 を備 えたNetscapeNevigator3.0以 上

IntemetExplorer3.0以 上 な どのWebブ ラウザが必 要です 。

★販 売 価 格

・12
,600円/枚(本 体価 格12,000+税)

(送 料 は,200円/1枚,270円/2枚,390円/3～4枚,そ れ以上 はお問合せ くだ さい。)

★購 入 方 法

【法 人の場合 】

・ホ ームペ ー ジ上 のE-mail
,ま た は所 定 の 申込 書 に よ りFAX(03-5531-0170)で 当研 究

所 へ ご注 文 くだ さい。

【個 人 の場 合】

・当研 究所宛 て に
,直 接 郵便振 込み を して くだ さい。

郵便 口座:OOI30-8-409669中 央情 報教 育研究 所

・通信 販売 での お求め ば,東 京官書 普及(株)・ 通信 販売 課へ ご注文 くだ さい。

(TELO3-3292-3701)

◎AT;財ム口調 警 器 発㌶
〒135-8073東 京 都 江 東 区青 梅2-45タ イ ム24ビ ル19階

TELO3・ 一一5531-0174(普 及 振 興 課)URLhttp:〃www.cait.jipdec.or.jp/



ますます求められる情報化時代の新人材

システ ム ア ドミニス トレー タ

★構 成 目 次

第1部

第2部

第3部

第4部

第5部

★特 長

　 　 　

『シス テ ム ア ドミニ ス トレー タテ キ ス ト 改 訂 版 』

【本 体 価 格:3,500円 】

本書 は平成9年10月 に公表 された標準 カリキュラムの改訂 に準拠 して平成10年3

月に発刊 されたものです。

情報処理 システムの利用部 門において情報化 を推進す る方 々が,初 期の段 階で利

用者 として習得すべ き基本的な知識 と応用能力 をとりまとめた ものです。

また,国 家試験である情報処理技術者試験 の初級 システムア ドミニス トレー タ試

験 は上記標準カリキュラムが出題範囲 となってお ります。
ys.

,'asrm情tall.人 和Nssva;tr,1,リ キ'1・3ム池 轟lffas

ミ ノ

〆,,『'(B5版491ぺ ・一・・ジ)

仕事 とコ ンピュ ー タ

基幹 業務 システ ム とのかか わ り

エ ン ドユ ーザ コン ピュー テ ィング

シス テム環境 整備 と運用 管理

ECU推 進 のための表現 能力

≠

・改訂 版標準 カ リキュ ラム に準拠 ,、,,

・改訂 版標準 カ リキュ ラム に精通 した執筆 陣

・従 来の 「表 現能力」(別 冊扱 い)を 第5部 「ECU推 進 のた めの表現能 力」 と して本 テキス

トに収録

・イ ン ター ネ ッ ト,マ ルチ メデ ィア等 の新 技術 に対応

・演 習問題 に試験(午 前)の 過 去問題 を採 用 してお り,受 験参 考書 と して も最適

★購 入 方 法

・通信 販売 での お求 め ば,東 京 富者普 及(株)・ 通信販売 課(TELO3-3292-3701)

・全 国の書 店 または官 報販売所,政 府刊行 物 サー ビスセ ンター にて ご注文 くだ さい。

・東 京都 官 報販 売所(神 田),大 阪府 官 報販 売所(肥 後橋),八 重洲 ブ ックセ ン ター書 泉 グ

ラ ンデ(神 田),書 泉 ブ ック タワ ー(秋 葉 原),三 省 堂 本 店(神 田)紀 伊 國 屋 書 店(新

宿 ・渋 谷 ・大 阪梅 田),丸 善本 店(日 本橋),芳 林 堂 書店(高 田馬 場)で は店頭 で ご購 入

で きます 。

◎AT糊 識 豫処鶉 発㌶
〒135-8073東 京 都 江 東 区 青 梅2-45タ イ ム24ビ ル19階

'rELO3-一 一・5531-・-0174(普 及 振 興 課)URLhttp:〃www
.cait.jipdec.or.jp/



改訂版システム監査Q&A110
[=====================コ 発行(財)日 本情報処理開発協会

改訂版システム監査Q&AlIOは 、通商産業省

が改訂 したシステム監査基準に基づき、システム

監査をめぐる数多くの項目の中から重要な110

をピックアップし、これらを質問の形に整理 し、

個々の問題点に検討を加え、それに対する回答を

具体的にわかりやすく解説 したものです。

当協会では、本書を 「改訂版システム監査基準

解説書」の姉妹本として位置づけ、この2冊 によ

りシステム監査の導入、実施を円滑に進めるにあ

たっての絶好のガイ ドとなるものであり、システ

ム監査の理解とシステム監査導入、実施上の問題

点が解決できるものと確信する次第です。

1本 書は、システム監査に関する重要な110の

質問について解説 し、回答するものです。

2本 書は、改訂版システム監査基準解説書の姉

妹本として位置づけています。

3本 書の利用に当たっては、次のことに留意 し

てください。

(1)質 問は、その内容により大別 して次のよ

うに分類 ・整理 しています。

システム監査の基本的事項(15問)
・システム監査の準備 ・計画(11問)

・企画業務の監査(12問)

・開発業務の監査(12問)

・運用業務の監査(32問)

・保守業務の監査(4問)

・共通業務の監査(17問)

・ドキュメント管理(3問)

・進捗管理(2問)

・要員管理(4問)

・外部委託(4問)

・災害対策(4問)

・システム監査報告書(7問)

(2)各 質問ごとに独立 して回答をとりまとめ

ています。多少の重複がありますが、他ペ
ージを参照しなくてよいように、そのまま

としました。

(3)付 属資料として、システム監査人が作成

すべき ドキュメン トの様式例および(財)日

本情報処理開発協会が作成 したシステム監

査規程(モ デル)を 掲載 しています。

システム監査Q&AllO

駅日本情報処理開発協会

【内容 ・目次 】

1.シ ステム監査の基本的事項

Lシ ステム監査とは何か

2.シ ステム監査をめぐる人、組織、制度

3.シ ステム監査基準の基本的理解

ロ.シ ステム監査の準備 ・計画

1.シ ステム監査の導入準備

2.監 査計画

3.監 査実施

田.企 画業務の監査

N.開 発業務の監査

V.運 用業務の監査

1,コ ンピュータセンタの設備

2.運 用管理

3.EUC

4,シ ステム環境の変化とシステム監査の対応

5.ネ ットワーク管理

W.保 守業務の監査

W.共 通業務の監査

|.ド キュメン ト管理

2.進 捗管理

3.要 員管理

4.外 部委託

5.災 害対策

W.シ ステム監査報告書

*参 考資料としてシステム監査関連の基準、規則等

を末尾に収録しています

【価格 】

一般3
,700円/会 員2,960円(税 別・送料別)

B5判 、カバ ー付 、364ペ ー ジ

【申し込み先】
財団法人 日本情報処理開発協会

調査部 普及振興課

FAX:03-3432-9389

E-mail:fukyu@jipdec.or.jp

※会員とは、当協会の賛助 会員をいいます。

※全国の政府刊行物 サービスセンターおよび政府刊行物 サービスステーシ ョンで もお求めいただけ ます。

♂ ・「'宏'「



■好評基準解説書シリーズ

改訂版システム監査基準解説書
[=======================コ 監修 通商産業省 発行(財)日 本情報処理開発協会

システム随 基準解嵩●

情報システムは、従来のメインフレーム

を中心とする集中処理型のシステムから、

クライアン トサーバーのような分散処理型

のシステムへ変化するとともに、オープン

なコンピュータネットワークの世界的な広

まりへと進展 しています。

このような情報化の環境変化にともない

通商産業省では昭和60年1月 に策定 ・公

表されたシステム監査基準を平成8年1月

30日 に全面的に見直しを行い 「改訂シス

テム監査基準」を公表いたしました。

改訂の主なポイン トは、ダウンサイジン

グ、ネッ トワーク化等情報化環境の変化へ

の対応、阪神 ・淡路大震災を踏まえた地震

対策の強化、国際化への対応等となってい

ます。

全体構成は、総括的事項を示した 「一般

基準」、システム監査の具体的内容を示 し

た 「実施基準」、監査結果の取 りまとめ事

項を示した 「報告基準」の3基 準で旧基準

と変 りはあ りませんが、一般基準9項 目、

実施基準191項 目、報告基準8項 目の合わ

せて208項 目(旧 基準は127項 目)と 今

回の改訂により大幅な増強 ・増補がなされ

ています。

本書は、「改訂システム監査基準」を詳

細に解説したもので、基準の改訂に合わぜ

て全面改訂を行いました。

【目次 】

1.シ ステム監査基準

■頼 ■■■玲●■■■■国舟
端 暇日枯 凋闇暗潮胞但書

2.シ ステム監査基準の解説

3.一 般基準

4.実 施基準

(1)企画業務

(2)開発業務

(3)運用業務

(4)保守業務

(5)共通業務

① ドキ ュメン ト管理

②進捗管理

③要員管理

④外部委託

⑤災害対策

5.報 告基準

〈参考〉
・情報システム安全対策基準

コンピュータウイルス対策基準

ソフ トウェア管理ガイ ドライン
・コンピュータ不正アクセズ対策基準

【価 格 】

一般4
,000円/会 員3,200円(税 別 ・送料別)

B5判 、 カバー付 、496ペ ー ジ

【申し込み先】
財団法人 日本情報処理開発協会

調査部 普及振興課

FAX:03-3432-9389

E-mail:fukyu@jipdec.orjp

※会員 とは、当協会の賛助 会員をいいます。

※全国の政府刊行物 サービスセンターおよび政府刊行物サービスステーシ ョンで もお求めいただけます。



■好評基準解説書シリーズ

コンピュータ不正アクセス晶鳥三慧 濡㍍
[========================コ 監修 通商産業省 発行(財)日 本情報処理開発協会

近年インターネットの普及と拡大が進む

につれ、セキュリティの重要性が注目され

いています。

特に、他人のコンピュータにネットワー

クを介して侵入し、データの改ざんや破壊、

不正な利用等を行う不正アクセスに対する

認識が高まっています。米国では、すでに

不正アクセスが社会問題化していますが、

最近わが国でも不正アクセスの被害が起き

始め、その対応への取り組みが始まりつつ

あります。

こうした状況から通商産業省では、不正

アクセスによる被害の予防や発見および復

旧ならびに拡大および再発防止について、

企業等の組織および個人が実行すべきポイ

ン トをガイ ドラインとして取りまとめ、平

成8年8月8Bに 「コンピュータ不正アク

セス対策基準」を策定 ・公表いたしました。

本書は、基準全体の構成に沿い 「システ

ムユーザ基準」、「システム管理者基準」、

「ネッ トワークサービス事業者基準」、「ハ
ー ドウェア ・ソフ トウェア供給者基準」の

全136項 目について詳細に解説 したもの

です。

劉白扇閣閲購鱒 繍 鵜 語
聾fi薮窟撒 竈脅黄櫨会

【目次 】

1.コ ンピュータ不正アクセス対策基準

2.コ ンピュータ不正アクセス対策基準の解説

3.シ ステムユーザ基準

4.シ ステム管理者基準

5.ネ ッ トワークサー ビス事業者基準

6,ハ ー ドウェア ・ソフ トウェア供給者基準

〈参考 〉

・通商産業大臣が指定 した者(届 出先)

・情報 システム安全対策基準

・システム監査基準

・コンピュータウイルス対策基準

・ソフ トウェア管理ガイ ドライン

【価 樹

一般3
,000円/会 員2,400円(税 別 ・送料別)

B5判 、カバー 付、294ペ ー ジ

【申し込み先】
財団法人 日本情報処理開発協会

調査部 普及振興課

FAX:03-3432・9389

E-mail:fukyu@jipdec.orjp

※会員とは、当協会の賛助会員をいいます。

※全国の政府刊行物サービスセ ンターおよび政府刊行物 サービスステーションで もお求めいただけます。



■好評基準解説書シリーズ

改訂版コンピュ一夕ウイルズ臆麗騨 肖]1長
[=========================コ 監修 通商産業省 発行(財)日 本情報処理開発協会

情報化社会の進展は、私たちに様々な恩

恵をもたらす一方で、コンピュータウイルス

という新たな社会問題を生み出 しま した。

通商産業省では、平成2年4月10日 「コ

ンピュータウイルス対策基準」を告示(第

139号)し てから今日まで、コンピュータウ

イルス対策の指導 に取 り組んできました。

この間、情報 システムを取り巻 く環境は

ネ ッ トワーク化の進展とも相まって著 しい

変化を遂げています。そのため、通商産業

省では同基準を情報システムの現状に即 し

た内容とするため全面的に見直 しを行い、

平成7年7月 に 「改訂 コンピュー タウイル

ス対策基準」を公表いたしました。

本書は、基準全体の構成 に沿い、「シス

テムユーザ基準」、「システム管理者基準」、

「ソフ トウェア供給者基準」、「ネ ッ トワー

ク事業者基準」、「システムサー ビス事業者

基準」の全104項 目について詳細 に解説

したものです。

㌶
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【目次 】

1.コ ンピュータウイルス対策基準

2.コ ンピュータウイルス対策基準の解説

解説についての留意点

(1)システムユーザ基準

(2)システム管理者基準

(3)ソフ トウエア供給者基準

(4)ネッ トワー ク事業者基準

(5)システムサー ビス事業者基準

3.コ ンピュータウイルスの概要

〈参考〉
・通商産業大臣が指定 した者(届 出先)

、

【価 格 】

一般2
,500円/会 員2.OOO円(税 別 ・送料別)

B5判 、カバー付 、206ペ ー ジ

【申 し込み先】
財団法人 日本情報処理開発協会

調査部 普及振興課

FAX:03-3432-9389

E-mail:fukyu@}ipdec.or.jp

※会員とは、当協会の賛助会員をいい ます。

※全国の政府刊行物サービスセン ターおよび政府刊行物 サービスステーシ ョンで もお求めいただけ ます。



当協会への連絡窓ロ

本 部

東京都港区芝公園3--5-8(〒105--OO")

機械振興会館 内

総 務 部

企 画 室

情報セキュリティ対策室

調 査 部

開 発 部

技 術 企 画 部

総 務 関 係

調 査 関 係

開 発 関 係

TEL(03)3432-9371

TEL(03)3432-9372

TEL(03)3432-9387

TEL(03)3432・-9381

TEL(03)3432-9391

TEL(03)3432-9390

FAX(03)3432-9379

FAX(03)3432-一 一9389

FAX(03)3431-4324

URLhttp:〃www.jipdec.or.jp/

(コ ン ピ ュ ー タ 緊 急 対 応 セ ン タ ー 事 務 局)

TEL(03)5575-7762

FAX(03)5575--7764

URLhttp:〃wvvw.jpcert.or.jp/

(プライバシーマーク事務局)

本部 情報セキュリテ ィ対策室内

TEL(03)3578-8380

付属機関

中 央 情 報 教 育 研 究 所

東 京 都 江 東 区 青 海2-45(〒135--8073)

タ イ ム24ビ ル19階TEL(03)5531--0171(代 表)

FAX(03)5531-Ol70

URLhttp:〃www.cait.jipdec.or.jp/

情 報 処 理 技 術 者 試 験 セ ン タ ー

東 京 都 港 区 虎 ノ 門1-16-4(〒105-・-OOO1)

ア ー バ ン 虎 ノ 門 ビル8階TEL(03)3591-0421(代 表)

FAX(03)3591--0428

URLhttp:〃www.litec.jipdec.or.jp/

産 業 情 報 化 推 進 セ ン タ ー

東 京 都 港 区 芝 公 園3-5-8(〒105-OO11)

機 械 振 興 会 館3階TEL(03)3432-9386(代 表)

FAX(03)3432-9389

URLhttp://wwvv.jipdec.or.jp/cii/index.htm

(EDI推 進 協 膿 会 事 務 局)

産 業 情 報 化 推 進 セ ン タ ー 内

URLhttp:〃www.jipdec.or.jp/cii/jedic/index.htm

(電 子 商 取 引 実 証 推 進 協 議 会 事 務 局)

東 京 都 江 東 区 青 海2-・-45(〒135-8073)

タ イ ム24ビ ル10階

企業間電子商取引推進機構

TEL(03)5531-0061(代 表)

FAX(03)5531-0068

URLhttp:〃Vvww.ecom.or.jp/

東京都江東区青海2-45(〒135-8073)

タイム24ビ ル10階

URL

先 端 情 報 技 術 研 究 所

東 京 都 港 区 芝2-3-3(〒105-0014)

芝 東 京 海 上 ビル荊 ング2階TEL(03)3456-2511(代 表)

FAX(03)3456-3158

URLhttp:〃Www.icot.or.jp/AITEC/HomePage-J.html

TEL(03)5500-3600(代 表)

FAX(03)5500--3660

h廿P:〃www.jecals.jipdec.or.jp/

平成41年8月 発行

JIPDECジ ャーナルN・ ・100

発行人 ・照山正夫/編 集人 ・日高良治

◎1999

財団法人 日本情報処理開発協会
東 京 都 港 区 芝 公 園3丁 目5番8号 機 械 振 興 会 館 内

郵 便 番 号105-OO11電 話03(3432)9381

URLhttp:〃www.jipd㏄.or.jp1

本 誌 の 記 事 ・図 表 等 の す べ て な い し一 部 を許 可 な く引 用 お よ び複 製 す る こ と を禁 じ ます 。

※本誌送付宛先の変更等については当協会調査部(03・3432-9381)ま でご連絡 ください。
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